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1．自己点検・評価の基礎資料 

 

(1)学校法人及び短期大学の沿革 

本学は、明治 35(1902)年 5 月、日本初の女子体育教師養成学校を目指して、私

立東京女子体操学校として創設され、同年 11 月、私立東京女子體操音楽学校と改

称されている。昭和 19(1944)年に東京女子体育専門学校に昇格。同 25(1950)年

に東京女子体育短期大学に発展するとともに、同 37(1962)年に我が国初の女子体

育大学として東京女子体育大学が設立され、今日に至っている。  

 

【学校法人の沿革】  

明治 35 年  
日本初の女子体育教師養成学校として山崎周信が｢私立東京女子体操

学校｣を小石川区上富坂町に設立  

同 年  ｢私立東京女子體操音楽学校｣に改称  

明治 41 年  藤村トヨが学校設立者に加わり校長となる  

大正 10 年  北多摩郡武蔵野村吉祥寺に新校舎起工移転  

昭和 19 年  専門学校令に基づき東京女子体育専門学校 (修業年限 3 年)に昇格  

昭和 25 年  
学制改革に伴い東京女子体育短期大学 (修業年限 2 年)となる  

藤村トヨ初代学長就任  

昭和 26 年  学校法人藤村学園設立、初代理事長藤村トヨ就任  

昭和 36 年  北多摩郡国立町に校舎新築移転  

昭和 37 年  
東京女子体育大学(修業年限 4 年)を創設、伊澤ヱイ学長就任、短大学

長を兼ねる  

昭和 43 年  短期大学に幼児教育科を新設  

昭和 48 年  短期大学に児童教育学科を新設、保健体育科を保健体育学科に改称  

昭和 50 年  新 6 号館(学生食堂)竣工  

昭和 51 年  陸上競技場、オールウェザーに改修し公認競技場となる  

昭和 53 年  第 5 号館(第 1 体育館)竣工  

昭和 57 年  創立 80 周年、第 1 号館竣工  

昭和 62 年  第 9 号館竣工  

平成 05 年  藤村総合教育センター竣工、創立 90 周年記念式典挙行  

平成 14 年  第 11 号館(第 7 体育館)、創立 100 周年記念式典挙行  

様式 4－自己点検･評価の基礎資料 
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平成 15 年  第 10 号館(図書館、第 6 体育館)竣工  

平成 19 年  (財)短期大学基準協会から短期大学として適格認定  

平成 20 年  (財)日本高等教育評価機構から大学として適格認定  

平成 23 年  第 4 号館竣工  

平成 24 年  
創立 110 周年記念式典挙行、第 12 号館竣工、110 周年記念藤村学園

資料室設置  

平成 25 年  
東京都及びオリンピック・パラリンピック招致委員会と連携協定締結  

国立市と包括連携協定締結  

平成 26 年  (一財)短期大学基準協会から短期大学として適格認定 

平成 27 年       
(公財)日本高等教育評価機構から大学として適格認定 

立川市と包括連携協定締結、新学生寮竣工  

平成 28 年  陸上競技場改修  

平成 29 年  創立 115 周年  

平成 30 年  短期大学児童教育学科に保育士養成課程開設  

平成 31 年  新テニスコート竣工  

 

 

(2)学校法人の概要 

◼  学校法人が設置する全ての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及 

【在籍者数 (令和 2 年 5 月 1 日現在)】              

教育機関名  所 在 地  入学定員  収容定員  在籍者数  

東京女子体育大学  
東京都国立市富士見台         

四丁目 30 番地の 1 号  

340 

3 年編入

40 

1,440 1,461 

東京女子体育短期大学  同 上  160 320 209 
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(3)学校法人・短期大学の組織図  

◼  組織図 

【法人本部組織・大学及び短期大学本部事務組織(令和 2 年 5 月 1 日現在)】 

   

   

      

      

     

    

    

    

  

     

       

 

【法人委員会及び教学委員会組織連関図(令和 2(2020)年 5 月 1 日現在)】 
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 (4)立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ 

◼  立地地域の人口動態(短期大学の立地する周辺地域の趨勢) 

 本学の立地する東京都国立市と隣接する立川市・府中市の人口推移は、表のとお

りであり、いずれの市も人口は増加傾向にある。  

 

【立地地域の人口動態】                                   単位：人  

 国立市  立川市  府中市  

平成 28 年 1 月  74,971 179,796 256,748 

平成 29 年 1 月  75,452 181,554 258,000 

平成 30 年 1 月  75,723 182,658 258,654 

平成 31 年 1 月  76,038 183,822 260,011 

令和 2 年 1 月  75,167 183,927 260,188 

 

◼  地域社会の産業の状況 

国立市は、学校や大学が多い学園都市であり、市政においても、そのような知的

資源を最大限に生かし、質の高い教育や子育て施策を展開していくことや、産・学・

官の連携を都市の活力としていくという方針を掲げている。ビジョンの具現化の

ために、大学等と連携した教育の実施を一つの柱に据えて、学生の活力の創出と大

学等との連携促進を目的として、市内の特色ある大学や専門学校による専門性を

生かした小中高生向け、市民向けの講座を開講し地域社会のニーズに応えている。 

また、国立市の産業構造の特性は、従業員数で見ると第二次産業が約 1.5 割、第

三次産業が約 8 割を占めている。業種別では、卸売業・小売業が 23％、教育・学

習支援業が 13％、飲食店・宿泊業が 11％、医療・福祉業が 15％と、この 4 つだけ

で国立市全体の半数を占めており、従業員数 50 人以下の比較的規模の小さい事業

所が大勢を占めている状況にある。  

 

◼  短期大学所在の市区町村の全体図

 

東京女子体育大学･短期大学  
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◼  地域社会のニーズ  

本学は、｢心身ともに健全で、質素で誠実、礼儀正しい女子体育指導者の育成｣を

目指している。学生の多くは教員になることを第一に志望しており、保健体育の内

容を理解し実践できる能力や｢動きづくり｣、｢音づくり｣、｢ものづくり｣などを通じ

て実践力を身につけ、｢コミュニケーション能力｣を高めることを目標として勉学

に励んでいる。信頼される女子教育者、保育士を目指している本学学生の潜在能力

とその可能性は、社会や企業が求めている誠実で、自己研鑽を惜しまない姿勢と相

通じるものである。  

平成 30 年 5 月に、広域多摩地域を中心に大学が核となり大学・行政・企業・団

体等との協働を通して、教育を柱に地域の活性化、調査・研究開発、情報提供、交

流促進、大学間連携等を実践することで、地域の発展はもとより、我が国の教育の

改善・発展と社会貢献に寄与することを理念・目的とする団体である｢公益社団法

人学術・文化・産業ネットワーク多摩(以下、｢ネットワーク多摩｣という)｣に協賛

会員として加入し、平成 31 年 4 月には正会員として加入した。  

｢ネットワーク多摩｣では、多摩未来奨学金、単位互換事業、就職支援事業、学生

生活支援事業や多摩未来創造フォーラム等の学生を対象とした多様な事業を展開

し、多摩地域の大学・行政・企業等の振興に大きく貢献している。  

多摩未来奨学金制度は、平成 25 年に企業合同による給付型奨学金制度として発

足し、経済的に困難な学生の勉学を後押ししつつ、多摩地域の企業や行政との接点

を密にして優秀な奨学生が知見を深め、多摩地域に強い愛着を育むことを目的と

している。本学は、｢ネットワーク多摩｣との間に、令和元年 11 月に｢多摩未来奨学

金に関する包括協定｣を締結し、職員が本奨学金の募集・応募・選考等の運営やプ

ロジェクトに連携・協力している。本奨学金には、令和元年 5 月に初めて本学学生

が応募したが惜しくも採用には至らず、まだ採用実績はないが、本奨学制度は、本

学の優秀な学生や経済状況のひっ迫した家庭環境にある学生の支援に役立つもの

と確信している。  

就職支援事業の取り組みでは、多摩地域の企業を対象とした学生へのキャリア

支援活動を実施している。毎年開催される大学部会では、多摩地域に所在する大

学・短期大学の就職担当職員が集まって情報交換を通じて交流をする機会を持っ

ている。また、大学・短期大学と企業との合同部会では、大学・短期大学の就職担

当職員と企業の採用担当者との情報交換会も開催されており、本学からも職員が

参加して積極的に人事交流を図り、情報収集を行っている。  

多摩地域における行政・企業等の団体や地域住民との交流を深め、地域が必要と

しているものは何かを探求するなど、地域に根差した大学として貢献していくこ

とはとても重要である。｢ネットワーク多摩｣が展開している様々な事業への取り

組みは、多摩地域の行政や大学・企業等を含めた社会のニーズに応えており、本学

学生への支援としても有効に機能している。 

 

【短期大学周辺図】 
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【学生の入学動向：学生の出身地別人数及び割合】 

地域  

平成

27(2015) 

年度  

平成

28(2016) 

年度  

平成

29(2017) 

年度  

平成

30(2018) 

年度  

令和  

元(2019) 

年度  

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

北海道  2 1.4 1 0.8 0 0 1 0.9 1 0.9 

東 北  8 5.6 8 6.3 5 5.4 5 4.6 6 5.2 

関 東  112 78.9 92 71.9 75 80.6 86 78.9 94 81.7 

甲信越  

北 陸  
12 8.5 17 13.3 7 7.5 5 4.6 4 3.5 

中 部  5 3.5 4 3.1 2 2.2 2 1.8 4 3.5 

近 畿  1 0.7 0 0 2 2.2 2 1.8 1 0.9 

中 国  0 0 1 0.8 0 0 1 0.9 3 2.6 

四 国  0 0 1 0.8 0 0 2 1.8 0 0 

九 州  2 1.4 4 3.1 2 2.2 5 4.6 2 1.7 

その他  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計  142 100.0 128 100.0 93 100.0 109 100.0 115 100.0 

 

(5)課題等に対する向上・充実の状況 

  以下の①～④は事項ごとに記述してください。  

①  前回の評価結果における三つの意見の｢向上・充実のための課題｣で指摘された

事項への対応について記述してください。 (基準別評価票における指摘への対

応は任意) 

 

(a) 改善を要する事項 (向上・充実のための課題) 

基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果  

［テーマ C 自己点検・評価］  

自己点検・評価の実施は組織的になされているが、成果の活用については、

各部署の自主的な改善に留まっており、組織的な対応が望まれる。  

 

(b) 対策 

(a) での指摘を受け、各部署の自主性に任せるのではなく、組織的な PDCA

を回す体制を構築するため、学長を委員長とする教育の質保証委員会を設け、

内部質保証体制の強化を図った(提出 -11)。  
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(c) 成果 

(b)の結果、長年の懸案事項であったカリキュラムマップの作成が実施され、

現行カリキュラムと「卒業認定・学位授与の方針」(ディプロマ・ポリシー)の

つながりやその課題把握などが可能となった。それ以外にも、教育の質保証委

員会主催の研修会などが開催され、徐々に教職員間に内部質保証に関する理解

などが浸透しつつある。  

 

(a) 改善を要する事項(向上・充実のための課題) 

基準Ⅱ 教育課程と学生支援  

[テーマ A 教育課程 ] 

学位授与の方針と卒業要件が混同されている。学位授与、学位授与の方針、

卒業要件の考え方を整理していく必要がある。  

 

(b) 対策 

平成 25 年｢向上・充実のための課題｣を受け、学長が｢3 つのポリシー｣につい

ての打ち合わせ会を開催した。その後、教授会で全教員に学位授与の方針と卒

業要件について再度説明し、理解を深めた。その後も、平成 31 年度授業シラバ

スの｢授業の到達目標｣に｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)

で目指す資質・能力を記載するよう作成要領を見直した。  

(c) 成果 

学位授与、学位授与の方針、卒業要件の考え方を再度整理したことで、ステ

ークホルダーに分かりやすい｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシ

ー)を策定することができた。さらにカリキュラム・ポリシーとの一貫性を図る

こともでき、カリキュラムマップの作成にもつながった。一体的に三つの方針

を意識しながらカリキュラム内容を捉えられるようになった。 

 

(a) 改善を要する事項(向上・充実のための課題) 

基準Ⅱ 教育課程と学生支援  

[テーマ A 教育課程 ] 

15 週の授業のうち 15 週目に定期試験が組まれている授業が若干あり、1 単

位当たり 15 時間の授業時間が確保されていないため、短期大学設置基準に従

い、定期試験を含まない 15 時間の授業時間の確保が必要である。  

(b) 対策 

定期試験は 15 週の授業計画の中に入らないことを全学的に周知し、シラバス

の作成や定期試験の見直しを行った。授業中の試験でも試験のみとせず、質疑

応答や学生へフィードバックする授業展開を行っている。シラバスの点検につ

いては、教務委員会が中心に行い、公開前の 3 月末までに修正を終了している。

また、組織的には令和元年度から教務委員会に紐付く形でシラバス部会を設置

し(備付 - 87)、PDCA サイクルを回し、授業改善を図っている。  

(c) 成果 

シラバス部会において、シラバスの見直しが行われ、全授業科目においてシ

ラバスの｢授業計画｣欄に授業内容を記載することとした。記載内容も第三者の

点検が行われているため、学生へ授業計画を明確に示すことができている。授

業時間数の確保においても休講に対する補講期間を学年暦の中に盛り込み、授

業担当教員も尚一層認識を持って授業に取り組むことができている。 
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(a) 改善を要する事項(向上・充実のための課題  

基準Ⅲ 教育資源と財的資源  

［テーマ A 人的資源］  

研修会等への派遣により、職員の能力向上策を講じているが、SD 活動に関す

る規程は制定していないため、SD に関する規程等を整備することが望まれる。 

(b) 対策 

平成 26 年 4 月に｢SD 推進要項｣を施行(備付 -規約集 67 SD 推進要項)し、本

要項に基づき、SD 推進プロジェクト構成員により年間計画の策定、実施、検証、

改善等の PDCA サイクルとして機能させることにより、事務職員の資質・能力

向上を図っている。さらに機能を強化させることを目的として、規程を整備し、

令和 2 年 4 月から SD 委員会規程を施行、常設委員会として設置した。また、

大学設置基準の一部改正を受け、平成 30 年 4 月には、教員と職員が相互に理解

を深めて協力し学園の発展に寄与することを目指すとともに、学園研修委員会

規程を制定・施行した。これに伴い、FD 委員会と SD 推進プロジェクトによる

学園研修委員会を設置した(備付 -規約集 124 学園研修委員会規程)。  

(c) 成果 

SD 推進プロジェクト会議を開催して、協議を行い年間計画に基づいて実施し

た。学内研修では、職員全員対象で全体研修、大学訪問研修、大学間連携 SD 研

修会、SD 入試業務研修、公認会計士監査報告会参加研修、東女体コミュタイム

等を実施した。学外研修では私立大学庶務課長会職員基礎研修会及び実務研修

に積極的に参加できるようにした。また、毎年、教職員を対象に学園研修会と

して、学外から講師を招いて講演会を開催し、大学等の運営に必要な知識・技

能を身につけ、能力・資質を向上を図れるようになった(備付-178、179、180、

181、182、183、184、185、186、187、188、189、190、191、192、193、194、

195、196)。  

 

(a)改善を要する事項(向上・充実のための課題) 

基準Ⅲ 教育資源と財的資源  

［テーマ C 財的資源］  

短期大学部門及び学校法人全体の帰属収支※が過去 3 年間支出超過となって

いる。余裕資金があり改善傾向にはあるが、経営実態、財務状況に基づき策定

された中・長期財務計画に従って今後も経営改善に一層努めることが望まれる。 

※平成 27 年度より会計基準の変更に伴う名称変更有り｢帰属収支差額｣→｢基

本金組入前当年度収支差額｣ 

(b) 対策 

平成 28 年度、平成 30 年度に学納金の改定を行い、財務改善を図った。また、

平成 28 年度長期構想委員会にて短期大学の改組・改編について検討を行い、平

成 30 年度から入学定員を変更することを平成 28 年 10 月 19 日開催第 6 回、平

成 28 年 11 月 16 日開催第 7 回の理事会決議した(備付 -56)。具体的には入学定

員について、保健体育学科の入学定員 80 名を 30 名減らし 50 名とし、児童教

育学科の入学定員 80 名を保健体育学科の減員 30 名を移行し 110 名とした。そ

して児童教育学科は幼保コース 90 名、幼少コース 20 名とした。幼保コースに

は、新規に保育士養成課程を設置し、幼稚園教諭免許と保育士資格の取得を可

能とした。短期大学から大学への編入制度についてオープンキャンパス等で積

極的に説明し学生募集活動の強化を行った。  

一方、支出面では、予算管理を徹底し、複数の業者から見積もりを取り、比
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較を行い経費の抑制を図り、LED 化工事で光熱費の削減に努めた。 

(c) 成果 

学納金の改定により、学納金収入の安定的な確保ができた。  

法人全体では、平成 22 年度に支出超過 5 億 5 千万円の赤字をピークに、平

成 24 年度まで支出超過が続いていた。しかし、平成 25 年度より収入超過、黒

字が続いている。令和元年度も 7 億 7 千 9 百万円余りの収入超過になってい

る。短期大学の基本金組入前の収支差額では 1 億 3 百万円余の支出超過、赤字

になっている。しかし、短期大学の昨年度は 2 億 1 千 6 百万円の支出超過だっ

たので、約 1 億円の収支改善ができている。  

この支出超過が前年度より 1 億円減少した内訳は学生生徒等納付金収入が平

成 30 年度から約 4 千万円増加したためである。  

また、外部資金の積極的な導入の一環としての補助金収入については、保健

体育学科は減額率が昨年度より 21%減少し、48％の減額率となった。この減額

率が減少した主な要因は、入学定員を 80 名から 50 名に変更したことにより、

収容定員に対する在籍学生数の割合が昨年度 53%であったものが、令和元年度

は 77%になったことによって、減額率が 50%から 23%になり、27%改善された。 

 

②  上記以外で、改善を図った事項について記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に｢なし｣と記述してください。 

(a) 改善を要する事項 

なし 

(b) 対策 

 

(c) 成果 

 

 

③  前回の評価結果における三つの意見の｢早急に改善を要すると判断される事

項｣で指摘された事項の改善後の状況等について記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に｢なし｣と記述してください。 

(a) 指摘事項及び指摘された時点での対応 (｢早急に改善を要すると判断される

事項｣) 

なし 

(b) 改善後の状況等 

 

 

④  評価を受ける前年度に、文部科学省の｢設置計画履行状況等調査｣及び｢大学等

設置に係る寄附行為 (変更)認可後の財務状況及び施設等整備状況調査｣におい

て指摘事項が付された学校法人及び短期大学は、指摘事項及びその履行状況を

記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に｢なし｣と記述してください。 

(a) 指摘事項 

なし 

(b) 履行状況 

 

 

 



13 

(6)短期大学の情報の公表について 

◼  令和 2(2020)年 5 月 1 日現在 

①  教育情報の公表について (学校基本調査データを準用) 

N0. 事 項 公表方法等 

1 

 

大学の教育研究上

の目的に関するこ

と  

建学の精神、教育理念、学科の教育研究上の目的は、本

学公式ウェブサイトを通して公表している。また、『大学

案内 2021』にも記載している。  

https://www.twcpe.ac.jp/about/spirit.html 

https://www.twcpe.ac.jp/public/report.html 

https://www.twcpe.ac.jp/college/slogan.html 

2 

 

 

卒業認定・学位授与

の方針  

「卒業認定・学位授与の方針」(ディプロマ・ポリシー)

は、本学公式ウェブサイトを通して公表している。また、

『大学案内 2021』、『2020 履修ナビ』にも記載している。 

https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html 

3 
教育課程編成・実施

の方針  

 教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー)は、

本学公式ウェブサイトを通して公表している。また、『大

学案内 2021』、『2020 履修ナビ』にも記載している。 

https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html 

4 
入学者受け入れの

方針  

 入学者受け入れの方針(アドミッション・ポリシー)は、

本学公式ウェブサイトを通して公表している。また、『大

学案内 2021』、『2021(令和 3 年度)入学試験要項』及びウ

ェブサイト｢受験生の方へ｣で公表している。さらに、オー

プンキャンパス等でも説明している。 

https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html 

https://www.twcpe.ac.jp/admission/admission.html 

5 
教育研究上の基本

組織に関すること  

教育研究上の基本組織に関することは、本学公式ウェブ

サイトを通して公表している。  

https://www.twcpe.ac.jp/about/organization.html 

6 

教員組織、教員の

数ならびに各教員

が有する学位及び

業績に関すること  

教員組織、教員の数ならびに各教員が有する学位及び業

績に関することは、本学公式ウェブサイトを通して公表し

ている。  

https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html  

https://gyoseki.twcpe.ac.jp/twehp/KgApp 

7 

入学者の数、収容定

員及び在学する学

生数の数、卒業又は

終了した者の数な

らびに進学者数及

び就職者数その他

進学及び就職等の

状況に関すること  

入学者の数、収容定員及び在学する学生数の数、卒業又

は修了した者の数ならびに進学者数及び就職者数その他進

学及び就職等の状況に関することは、本学公式ウェブサイ

トを通して公表している。  

https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html 

https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_hoken.ht

ml 

https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_jidou.ht

ml 

https://www.twcpe.ac.jp/about/spirit.html
https://www.twcpe.ac.jp/public/report.html
https://www.twcpe.ac.jp/college/slogan.html
https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html
https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html
https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html
https://www.twcpe.ac.jp/admission/admission.html
https://www.twcpe.ac.jp/about/organization.html
https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html
https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html
https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_hoken.html
https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_hoken.html
https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_jidou.html
https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_jidou.html
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8 

授業科目、授業の方

法及び内容ならび

に年間の授業計画

に関すること  

授業科目、授業の方法及び内容、年間の授業計画に関す

ることは、本学公式ウェブサイトより UNIVERSAL 

PASSPORT を通して公表している。  

https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html    

9 

学習の成果に係る

評価及び卒業又は

修了の認定に当た

っての基準に関す

ること  

学習の成果に係る評価は本学公式ウェブサイトにて令和

2 年 7 月 31 日公表する。   

卒業又は修了の認定に当たる基準は、学内は学生配布用

『2020 履修ナビ』に記載しており、学外は本学公式ウェブ

サイト｢情報公開｣→｢修学上の情報等｣→｢カリキュラム｣か

らそれぞれの学科に分かれ『2020 履修ナビ』を閲覧できる。

https://www.twcpe.ac.jp/students/guidance.html 

10 

校地、校舎等の施設

及び設備その他の

学生の教育研究環

境に関すること  

校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環

境に関することは、本学公式ウェブサイトを通して公表し

ている。また『大学案内 2021』、『CAMPUS GUIDE2020』

にも記載している。  

https://www.twcpe.ac.jp/college/facilities.html 

https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html 

図書館に関することは、『図書館利用案内』に館内案内

図、図書館の特徴、開館時間と貸し出し冊数を掲載してい

る。  

詳細については、図書館ウェブサイトの｢ご利用案内｣に

公開している。  

https://www.twcpe.ac.jp/library/guide.html 

11 

授業料、入学料その

他の大学が徴収す

る費用に関するこ

と  

授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関するこ

とは、本学公式ウェブサイトを通して公表している。また、

『大学案内 2021』、『2021 年度入学者向け大学案内補助

資料』、『2021(令和 3 年度)入学試験要項』、『CAMPUS 

GUIDE2020』にも記載している。  

https://www.twcpe.ac.jp/admission/gakuhi.html   

https://www.twcpe.ac.jp/students/gakuhi.html 

12 

大学が行う学生の

修学、進路選択及び

心身の健康等に係

る支援に関するこ

と  

大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係

る支援に関することは、本学公式ウェブサイトを通して公

表している。また、『大学案内 2021』にも記載している。 

https://www.twcpe.ac.jp/employment/index.html 

https://www.twcpe.ac.jp/students/healthcare.html 

 

② 学校法人の情報の公表・公開について 

事  項 公 表・公 開 方 法 等 

寄附行為、監査報告書、財産目録、

貸借対照表、収支計算書、事業報

告書、役員名簿、役員に対する報

酬等の支給の基準  

寄附行為、事業報告、財産目録、貸借対照表、

収支計算書、事業報告書及び監査報告書は、本学

公式ウェブサイトを通して公表している。    

https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html 

 

https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html
https://www.twcpe.ac.jp/students/guidance.html
https://www.twcpe.ac.jp/college/facilities.html
https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html
https://www.twcpe.ac.jp/admission/gakuhi.html
https://www.twcpe.ac.jp/students/gakuhi.html
https://www.twcpe.ac.jp/employment/index.html
https://www.twcpe.ac.jp/students/healthcare.html
https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html
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(7)公的資金の適正管理の状況(令和元(2019)年度) 

◼  公的資金の適正管理の方針及び実施状況を記述してください(公的研究費補助金

取扱いに関する規程、不正防止などの管理体制など)。 

本学においては、｢研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実

施基準)｣の趣旨に基づき、公的研究費の運用及び管理体制の在り方について検討

を行い、以下の方針に基づき公的研究費を適正に管理・運営していくとともに、不

正行為等の防止に努めている。  

 

①  機関内の責任体制  

学長を最高管理責任者とした不正行為の防止等のための管理体制を構築

している。  

②  適正な運営・管理体制の基盤となる環境整備  

｢東京女子体育短期大学における研究行動規範｣及び、｢学校法人藤村学園

における研究活動に係る不正行為の防止等に関する規程｣を定め、教員の

研究活動上の不正行為及び研究費の不正使用を防止するとともに、不正

行為が行われ、又はその恐れがある場合に厳正かつ適切に対応している。 

③  不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施  

｢研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基準)｣

を踏まえ、公的研究費の不正使用を防止するため、｢不正行為防止計画｣

を作成し、研究費の適正かつ効率的な運営及び監視体制に万全を期して

いる。  

④  研究費の適正な運営・管理活動  

｢旅費申請・支払業務体制｣及び｢発注・納品・検収体制｣を設け、研究費

の適正な運営・管理活動に厳正かつ適切に対応している  

⑤  外部資金に関する取扱について  

｢外部資金に関する取扱要領｣を定め、本学における外部資金に関する取

扱について厳正かつ適切に対応している。  
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2．自己点検・評価の組織と活動  

◼  自己点検・評価委員会(担当者、構成員) 

令和元年度(組織改正による委員会組織再編成) 

組織 ： 評価委員会  

構成員 ： 委員長 常任理事・教員 

 ： 委員 常任理事・学生部長、教務部長、 

   キャリア支援部長、図書館長、 

教職センター所長、常任理事・事務局長 
    

令和元年度(組織改正による委員会組織再編成) 

組織 ： 短期大学認証評価対応委員会(特別委員会) 

構成員 ： 委員長   学長 

 ： 委員(教員) 評価委員長、常任理事(ALO)、常任理事・学生部長、 

   常任理事・事務局長、教務部長、 

   キャリア支援部長、教職センター所長、 

図書館長、女子体育研究所所長、 

   健康管理センター所長、地域交流センター所長、 

入試部長、広報部長、 
   保健体育学科主任、児童教育学科主任 

組織 ： 短期大学認証評価対応作業部会 

構成員 ： 部会長 部会長 常任理事(ALO) 

  委員(職員) 
事務局次長、総務課長、経理課長、管財課長、 

入試課長、広報課長、教務課長、学生課長、 
   キャリア支援課長、教職課長、 

   地域交流センター事務室長、女子体育研究所係長、 

総務課主査、図書館事務室主査、企画調査室員 

 

◼   自己点検・評価の組織図(規程は提出資料)  
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◼  組織が機能していることの記述(根拠を基に) 

本学では、前回認証評価を受審した際、名称を第三者評価対応委員会として自己

点検・評価を機能させていたが、平成 25 年から名称を評価委員会(提出 -10)に変更

し、平成 5 年から毎年、教育・研究活動等の状況について自己点検及び評価を行っ

ている。評価委員会においては、評価委員長、事務局長、該当する部館所長 5 名を

構成員とし、毎年自己点検・評価を行い、学園のウェブサイトに掲載するだけでな

く、隔年『点検・評価年報』(備付 -66、67、68)を冊子にし、図書館等で閲覧に供

するようにしている。また、認証評価の受審に向け、認証評価対応委員会(提出 -39)、 

 (備付 -規約集 125 認証評価対応委員会規程)を令和元年に設置し、委員長(学長)、

評価委員長、常任理事 3 名(ALO・学生部長・事務局長)、部館所長 9 名、学科主

任 2 名で構成し、より円滑に自己点検・評価報告書の作成並びに受審に向け、学園

全体で取り組めるような体制を構築している。認証評価機関へ提出する自己点検・

評価報告書については、第一次素案の作成を認証評価対応委員会の委員及び作業

部会員で行い、教授会で報告を行った(備付 -88)。  

 

◼  自己点検・評価報告書完成までの活動記録 

(自己点検・評価を行った令和元(2019)年度を中心に) 

 

【自己点検・評価に関する活動状況】 

実施日 活動記録

平成31年2月 27日 平成30年度第41回常任理事会にて｢平成32年度認証評価対応委員会｣の設置決定

平成31年 4月24日 ｢第1回短期大学認証評価対応委員会及び作業部会｣開催

令和元年 6月12日 令和元年度第6回常任理事会「令和2年度短期大学の認証評価の受審について」審議

令和元年 6月19日 令和元度第3回理事会「令和2年度短期大学認証評価受審の件」審議

令和元年7月 5日 ｢第2回短期大学認証評価対応作業部会｣開催

令和元年 8月26日 ｢令和2年度認証評価ALO対象説明会｣の参加

令和元年 9月10日 ｢第2回短期大学認証評価対応委員会｣開催

令和元年 9月10日 ｢第3回短期大学認証評価対応作業部会｣開催

令和元年10月10日 自己点検･評価報告書の作成について関係部署と作成分担決め

令和元年10月11日 自己点検･評価報告書の作成様式等関係部署へメール送信

令 和 2年 3月 4日 令和元年度第37回常任理事会「第3期認証評価への対応状況について」報告

令 和 2年 3月 5日 『自己点検･評価報告書』担当教員意見聴取

令 和 2年 3月 9日
令和元年度臨時第8回教授会「令和2年短期大学認証評価機関提出

『自己点検・評価報告書』第一次素案について(進捗状況報告)」報告

令和 2年 3月 17日 ｢第4回短期大学認証評価対応作業部会｣開催

「第1回短期大学認証評価対応委員会」開催

「第1回短期大学認証評価対応作業部会」開催

令和 2年 4月 22日 令和2年度第4回常任理事会「認証評価の対応状況について」報告

令 和 2年 5月 1日 2020年度　短期大学認証評価『自己点検・評価報告書』作成会議

令和 2年 5月 11日 2020年度　第1回短期大学認証評価対応ヒアリング　実施

令 和 2年 4月 8日
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実施日 活動記録

令 和 2年 6月 2日 2020年度　第2回短期大学認証評価対応ヒアリング　実施

令 和 2年 6月 3日 令和2年度定例第3回教授会「認証評価の対応状況について」報告

令和 2年 6月 15日 最終版『自己点検・評価報告書』委員・作業部会員意見聴取

「第2回短期大学認証評価対応委員会」開催

「第2回短期大学認証評価対応作業部会」開催

令和2年度第11回常任理事会「令和2年度短期大学認証評価について」審議

令和2年度第4回理事会「令和2年度短期大学認証評価について」報告

令 和 2年 7月 1日 令和2年度定例第4回教授会「令和2年度短期大学認証評価について」報告

令 和 2年 7月 8日
令和2年度第13回常任理事会

「令和2年度短期大学認証評価の実施に係る評価チームの決定について」報告

令和2年度第14回常任理事会

「短期大学認証評価『自己点検・評価報告書』の提出について」報告

令和2年度第5回理事会「短期大学認証評価『自己点検・評価報告書』の提出について」報告

令和 2年 7月 27日 短期大学認証評価対応委員会委員及び作業部会員へ完成版『自己点検・評価報告書』報告

令和 2年 6月 17日

令和 2年 6月 24日

令和 2年 7月 15日
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【基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果】 

 

［テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 1 大学案内 2019 2 大学案内 2020  3 CAMPUS GUIDE 2019 

4 ウェブサイト「学園について＞建学の精神 (こころ)」  

https://www.twcpe.ac.jp/about/spirit.html 

5 ウェブサイト｢東女体大ヘッドライン -平成 31 年度入学式を挙行  

いたしました｣ https://www.twcpe.ac.jp/headline/316221/ 

6 2019 年度(令和元年度)「藤村トヨの教育」シラバス  

7 ウェブサイト｢東女体大ヘッドライン -令和元年度卒業式を挙行  

いたしました｣ https://www.twcpe.ac.jp/headline/336071/ 

21 2019(平成 31 年度)入学試験要項  

25 2020(令和 2 年度)入学試験要項    

 

備付資料 2 学校法人  藤村学園  創立 110 周年記念式典(プログラム) 

     6 東京女子体育大学・東京女子体育短期大学と立川市との  

連携・協力に関する協定書  

     8 国立市と東京女子体育大学・東京女子体育短期大学との  

包括連携協定書  

     9 「LINK くにたち 2019」実行委員会  

     10 国立市矢川上地区まちづくり勉強会  

     11 稟議書(藤村女子高等学校との連携協定締結について (更新)) 

     12 東京女子体育大学・東京女子体育短期大学と  

新渡戸文化高等学校との高大連携に関する協定書  

     13 東京女子体育大学・東京女子体育短期大学と  

東京都立五日市高等学校との高大連携に関する協定書  

        14 協定書(東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会) 

15 協定書(東京 2020 オリンピック・パラリンピック  

競技大会組織委員会) 

     16 令和元年度第 2 回学園研修会実施記録  

     17 令和元年度定例第 8 回教授会議事録  

18 学校法人藤村学園 学園報 第 11 号 p.26 

19 ウェブサイト｢東女体大ヘッドライン－ストリートダンス部です！  

第 8 回矢川まつり｣ https://www.twcpe.ac.jp/headline/32641/  

20 藤村トヨ資料室のしおり  

21 平成 17 年度・平成 18 年度・平成 19 年度  藤村トヨ研究報告書  

22 藤村トヨの教育(平成 28 年 3 月｢藤村トヨの教育｣研究グループ) 

23 藤村トヨと建学の精神 (平成 21 年 3 月  藤村トヨ研究会 ) 

24 東京女子体育大学公開講座 10 周年記念特別講座(プログラム）  

25 東京女子体育大学公開講座 10 周年記念特別講座報告書  

26 地域交流センター公開講座 20 年のあゆみ  

27 2019 年度  公開講座(リーフレット）  

28 令和元年度 公開講座実施結果  

29 東京女子体育大学 ジュニア・ユースクラブ(リーフレット）  

30 令和元年度 定期レッスン ジュニアユースクラブ実施結果  

31 ジュニア・ユースクラブ外国人講師招聘事業  

様式 5－基準

Ⅰ 
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32 2019 年度 ボランティア講座実施結果  

33 ボランティア活動分野別活動実績(平成 29 年度～令和元年度）  

34 東京 2020 オリンピック・パラリンピック｢大会ボランティア｣ 

114 2019 年度入学者向け大学案内補助資料  

115 2020 年度入学者向け大学案内補助資料  

127 ウェブサイト｢UNIVERSAL PASSPORT｣ 

   https://unipa.twcpe.ac.jp/up/faces/login/Com00501A.jsp 

 

備付資料・規約集    

     1 学校法人藤村学園寄附行為 第 3 条  

 

［区分 基準Ⅰ-A-1 建学の精神を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 建学の精神は短期大学の教育理念・理想を明確に示している。 

(2) 建学の精神は教育基本法及び私立学校法に基づいた公共性を有してい

る。 

(3) 建学の精神を学内外に表明している。 

(4) 建学の精神を学内において共有している。  

(5) 建学の精神を定期的に確認している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-A-1 の現状＞ 

本学の建学の精神は、｢心身ともに健全で、質素で誠実、礼儀正しい女子体育指

導者の育成｣であり、これは本学の実質的な創設者である藤村トヨの女性観、教育

観により確立したものである。藤村トヨは、明治 37 年にわが国初の女子の体操科

文検合格者であり、本学の前身である東京女子体操音楽学校に奉職、明治 41 年に

校長に就任し、中興の祖となった。｢多弁｣と｢巧言令色｣を嫌い｢不言実行｣を大義に、

思慮深く高潔な人格形成を目指した藤村トヨは、学生と寝食を共にしながら全人

教育を実践してきた。この全人教育は、本学の教育信条として学生指導の大きな指

針となっている。また、健康の秘訣として藤村トヨが提唱した｢腰伸ばせ即腹の力｣

の教えは、精神的構えとして現在でも本学を象徴する教訓として生きている (備付

-20、21、22、23)。  

本学の母体である藤村学園は、学校法人藤村学園寄附行為第 2 章目的及び事業

の(目的)第 3 条において｢この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い学校教育

を行うことを目的とする｣と規定(備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為第 3

条)している。これを踏まえ、本学は私立学校としての自主性を重んじつつ、女子

体育指導者の育成を行うことを理念として、広く社会に貢献している。  

建学の精神は、毎年度の『大学案内』、『入学試験要項』、『大学案内補助資料』、

『CAMPUS GUIDE』、ウェブサイト｢建学の精神｣などに掲載することで、学内外

での共有・表明をしている(提出 -1、2、3、4、21、25)(備付 -114、115)。  

入学後には、入学式の学長式辞の中で建学の精神と本学での心構えについて新

入生に語りかける機会を設けている(提出 -5)。また、平成 24 年度にカリキュラム

を改正し、建学の精神を学ぶ必修科目として 1 年次を対象に｢藤村トヨの教育｣を

新設した(提出 -6)。さらに、卒業式において学長式辞の中で、本学の建学の精神に

ついて卒業生へのメッセージとして語りかけている(提出 -7)。  

また本学中庭に建立されている藤村トヨの座像と石碑は、本学の建学の精神を

象徴し、形而下に示したものである。石碑には｢腰伸ばせ 立つ時にも 行く時に

も 座しても 臥しても 思慮の時にも 運動の時にも 腰伸ばせ即腹の力｣とい
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う藤村トヨの健康と教育の教えが刻まれ、座像は藤村トヨを偲ばせるものである。 

 

【藤村トヨの座像と石碑】  

  
 

さらに、平成 24 年 11 月には、創立 110 周年を記念して藤村学園資料室を設置

し、建学の精神に関する資料を中心に展示している。これらは、学生をはじめ教職

員や同窓会、地域など広く共有されている。他にも全教職員が会議を行う大会議室

には、曹洞宗の貫主新井石禅老師の手による扁額が掲げられ、そこにも建学の精神

の内容が謳われている。  

 

【曹洞宗  貫主新井石禅老師による扁額】  

    

 

前述したように 1 年次では、必修科目等を通じて建学の精神に触れる機会が多

くあるが、2 年次以降になると直接的な機会は少なくなる。そのため、令和 2 年 1

月 23 日に開催した課長連絡会において、学内でより一層の啓発を図るために各部

署で、建学の精神を積極的に掲示、掲載をして公表するよう提案があり、具体的な

取り組みの一つとしてデジタルサイネージやポスターを学内に掲示することで共

有を図った。今後、建学の精神が一層浸透するよう教職員が一丸となって啓発に努
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めていく。  

令和元年度は、建学の精神に関して第 8 回教授会において教員で確認する機会

を設けた(備付 -17)。また職員においては、「学園研修会｣で確認している(備付 -16)。

こうした機会を通して、建学の精神を定期的に確認することで、日々の業務に反映

できるよう取り組んでいる。  

 

［区分 基準Ⅰ-A-2 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 地域・社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放 (リカ

レント教育を含む)等を実施している。 

(2) 地域・社会の地方公共団体、企業(等)、教育機関及び文化団体等と協

定を締結するなど連携している。 

(3) 教職員及び学生がボランティア活動等を通じて地域・社会に貢献して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅰ-A-2 の現状＞ 

本学は、地域の要請に応じて教員や学生を派遣する体制を整え、高等教育機関と

して地域社会に貢献する活動を実施している。具体的には地域の保育園、小学校、

中学校、老人ホーム、障害者施設への学習指導やイベント等を支援するとともに、

学内では公開講座(備付 -27)や新体操定期レッスン、東京女子体育大学ジュニア・

ユースクラブ(備付 -29)を運営・実施している。  

公開講座では、建学の精神を踏まえ、専門分野を指導している本学教員と卒業生

が講師を務めている。具体的には、平成 25 年度から開講している成人講座｢大人

のラジオ体操｣は、本学を象徴する｢腰伸ばせ即ち腹の力｣を体現できる特色を生か

した講座である。また、幼児講座｢歌あそび  リズムあそび｣、小学校講座｢おもしろ

科学実験室｣｢スケッチ教室｣では児童教育学科の特色である｢動きづくり｣｢音づく

り｣｢ものづくり｣を体現できる講座である。  

本学では、生涯学習を目的とした講座内容を｢幼児講座｣、｢小学生講座｣、｢中学・

高校生講座｣、｢成人講座｣、｢共通講座｣と対象別に大別している。このことによっ

て、受講者は 2 歳から 80 歳代と幅広く、地域住民の生涯学習の一助となっている。  

これらの受講料は無料であるが、受講者には傷害保険料の実費を負担していた

だいている。また、講座によっては材料費の実費が必要な場合もある。これらの講

座の運営は、地域交流センター運営委員会及び地域交流センターが中心となり、全

教職員で行っている。その際には、学生も運営に加わり地域・社会貢献に尽力して

いる(備付 -24、25、26)。公開講座実施の実施結果については以下のとおりである

(備付 -28)。  

 

【令和元年度公開講座実施結果】                単位：人  

  

多摩地域 その他

5月18日(土)

14:00～15:30

 絵本から

 広がる子育て
子育ては新しい自分との出会いです。絵本を
入口に子どもと一緒に楽しみましょう。

幼児と
保護者

30

(15

組)

28 18
2歳～4歳

　保護者
18 0

10月20日(日)

10:00～11:30

 歌あそび

 リズムあそび
ピアノに合わせて歌ったり踊ったり・・・・
みんなで楽しく音楽遊びをしましょう！

幼児(2歳以上)

と
保護者

30

(15

組)

47 23
2歳～5歳

　保護者
21 2

2020年

3月14日(土)

14:00～15:30

 幼児の

 ボール遊び

ボールを使って遊びながら、様々な動きを体
験しましょう。最後はサッカーの試合にも
チャレンジ！

幼児

(年中・年長)
20 21 中止

定員
受講
者数

受講者年齢
受講者居住地

幼
児
講
座

種
類 開講日時 講 座 名 対　象　者内　　容

応募
者数
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新体操定期レッスンについては、競技種目としての専門的内容の定期講座を有

料で提供しており、小学生から高校生を対象として｢新体操｣を年間 7 回、定員各

50 人、延べ 350 人で開講している。  

また、東京女子体育大学ジュニア・ユースクラブについては、新体操クラブ、ヒ

ップホップクラブ、サッカークラブの 3 種目のクラブを会員制として通年で事業

運営している。過去 3 年間の実績は、下表の｢定期レッスン受講者数｣及び｢ジュニ

ア・ユースクラブ会員数｣のとおりである(備付 -30)。  

 

6月29日(土)

14:00～17:00
 カヌー

初めてでも簡単に乗れるカヌーに挑戦しま
しょう。後半はカヌーでポロゲームを行いま
す。

小学生 40 72 37 6歳～12歳 36 1

6月30日(日)

10:00～12:00

おもしろ科学
 実験室

自分で活動しながら科学の楽しさを味わお
う！

小学生

(３年生以上)
20 22 19 7歳～10歳 19 0

7月13日(土)

13:00～15:00

 器械運動

 初心者コース

器械運動に興味がある初心者、とび箱やマッ
トが苦手な人、みんなで楽しくチャレンジし
ましょう。

小学生
初心者

40 57 35 6歳～11歳 34 1

7月14日(日)

10:00～12:00

 器械運動

 上級者コース
器械運動が得意な人、もっと上達したい人集
まれ～、いろいろな技に挑戦しましょう。

小学生
上級者

40 30 28 6歳～12歳 25 3

7月27日(土)

10:00～13:00
 スケッチ教室

果物や野菜をモチーフにしておいしいスケッ
チをします。

小学生 30 30 25 6歳～11歳 24 1

2020年

3月21日(土)

15:30～17:00

 陸上競技
走・跳・投　キッズチャレンジ！
－国際的に公認された測定機で、君の本当の
能力を知ろう！-

小学生
中学生

50 50 中止

8月23日(金)

13:00～16:00

チア
リーディング

”チア”は「元気づける，応援する」という
意味です。 東京女子体育大学チアリーディ
ング部と一緒に楽しくチアを体験してみま
しょう！

中学・高校生

(女子)
30 9 8 12歳～16歳 3 5

12月14日(土)

13:00～16:00
 バレーボール

東京女子体育大学バレーボール部員とプレー
をし、個人技能およびチーム力向上を目指し
ます。

高校生(女子) 50 51 40 15歳～17歳 40 0

12月21日(土)

13:00～16:00

 バスケット

ボール

東京女子体育大学バスケットボール部員とプ
レーをし、個人技能およびチーム力向上を目
指します。

中学・高校生

(女子)
50 45 41 12歳～17歳 29 12

12月22日(日)

10:00～12:00
 ソフトボール

東京女子体育大学ソフトボール部のプレーを
見ながら、基本技術を向上させましょう。

中学・高校生

(女子)
50 43 40 13歳～17歳 28 12

12月22日(日)

13:30～16:00
 ダンス

東京女子体育大学ダンス部員とコンテンポラ
リー・ダンスなどの動きを楽しみ、一緒に踊
りましょう！

中学・高校生

以上(男女)
50 53 51 13歳～18歳 15 36

2020年

1月26日(日)

13:00～16:00

 ハンドボール
ハンドボールの基礎的技術(オフェンス)を学

び、試合のための個人戦術を考えましょう。
高校生(女子) 50 51 51 15歳～18歳 33 18

6月29日(土)

10:00～13:00
 カヌー

誰でも簡単に乗れるカヌーで基本的な操作法
を身につけ、カヌーポロゲームを楽しみま
しょう。

中学生から
成人

40 24 13

14歳、

30歳代～

60歳代

12 1

7月7日(日)

10:30～12:00
やさしいヨガ

気持ちよく深呼吸するようにゆっくりと呼吸
を深め、自分と向き合う時間。呼吸とともに
気持ちよく身体を伸ばしたり緩めながらリフ
レッシュしましょう。

中学生から
成人

30 23 19
20歳代～

70歳代
19 0

11月9日(土)

14:00～16:00

 おとなの

ラジオ体操※

ラジオ体操第一で美ボディーを作りましょ
う。

中学生から
成人

35 33 27
40歳代～

80歳代
26 1

685 689 475  382 93
※「成人講座」は読売新聞連続市民講座開講の為、
　　令和元年度なし。平成30年度まで開講、令和2年度は開講。

小
学
生
講
座

中
学
・
高
校
生
講
座

共
通
講
座
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【定期レッスン受講者数】                      単位：人  

 

【ジュニア・ユースクラブ会員数】                     単位：人  

 
 

ジュニア・ユースクラブについては、強化推進事業として新体操クラブを平成 28

年度から立ち上げ、より専門的に技術力を養い、競技としてのスポーツを親しむ場

の提供を継続している。また、外国人特別講師の招聘を行い、世界レベルの指導ノ

ウハウの伝達など、スポーツを通した国際交流となっている。平成 28 年度から令

和元年度までについては以下のとおりである(備付 -31)。  

 

【ジュニア・ユースクラブ 新体操定期レッスン 外国人講師招聘】   単位：人  

 

平成
29年度

平成
30年度

令和
元年度

小学生(未経験者) はじめての新体操　　ボール・リボン

小学生、中学生(経験者) 初級　ボール・リボン

小学生、中学生(経験者) 初級　フープ

小学生、中学生(経験者) 中上級　クラブ

小学生、中学生(経験者) 中上級　個人作品

小学生、中学生(経験者) 中上級　外国人講師によるトレーニング

第5回

第6回・7回

第2回

受講者数

対象者

第1回

内　容

307 310 214

回

第3回

第4回

平成29年度

(平成30年3月末時点)

平成30年度

(平成31年3月末時点)

令和元年度
(令和2年3月末時点)

キッズクラス(3) 幼児(未就園児～年長)

 ジュニアクラス(7) 小学1～6年生

ユース(1) 中学生以上

育成クラス(一般クラス+育成練習週2-3) 育成クラス(3) 幼児～中学生 46 47 50

選手クラス(一般クラス+選手練習週4-5) 選手 クラス(2) 小学生～高校生 16 18 19

小学生～中学生 11 11 16

小学生 26 32 35

184

ヒップホップクラブ

コース 対　象　者

会員数

サッカークラブ(2クラス)

新体操
クラブ

一般クラス(週１) 192 184

年 度 招 聘 者 参 加 者

コーチ：オルガ･カプラノバ(ロシア)

プロフィール：新体操国際審判員　

　　　ロシア政府オリンピック養成強化学校　ディレクター

　　　　　　元ロシア新体操個人代表

　　　　　　北京オリンピック個人総合4位

コーチ：　エカテリーナ・カプラノバ(ロシア)

プロフィール：新体操国際審判員　

　　　　　　元ロシアナショナルチーム団体選手

　　　　　　オルガ・カプラノバ新体操スクール　ヘッドコーチ

コーチ：エレナ・デュコバ(ブルガリア)

プロフィール：新体操国際審判員

　　　　　アカデミック新体操スクールヘッドコーチ

コーチ：クリスティーナ・タシェバ(ブルガリア)

プロフィール：元ブルガリア新体操個人代表

実施内容

①  徒手、手具基礎トレーニング、バレエ、筋力トレーニング

②  コンディショニングトレーニング

③  個人・団体演技指導

④  本学学生と指導者に向けた最新のルールに対した技術の紹介とその指導法の伝達

期 間

平成28年度

① 平成28年4月1日

　　   ～ 4月11日

(金)

(日)
61

②平成29年1月14日

　　　～ 1月24日

(土)

(火)
133



25 

 
 

その他、令和元年度には、読売新聞立川支局との共催による｢スポーツを読み解

く～2020 年東京五輪・パラリンピックに向けて～｣という無料講座を年間 10 回開

催(下表)している。この事業は、大学の専門性を生かした研究の成果を地域へ提供

することで、スポーツへの関心を高めるとともに本学の研究ならびに教育活動へ

の理解を深めることを目的としている。  

 

【令和元年度 読売新聞連続市民講座】                          単位：人  

 

 

地域行政との連携としては、平成 27 年 3 月に立川市と文化、教育、学術、スポ

ーツ、地域振興、まちづくり等の分野で相互に協力し、地域の発展と、人材の育成

に寄与することを目的として、連携・協力に関する包括的な協定を締結した(備付

-6)。その際、円滑な推進を図るために連絡協議会を設置している。具体的には、

スポーツ振興、オリンピック・パラリンピック等、国際競技大会開催に伴う気運醸

成、地域振興・まちづくり、人材育成、学術研修・教育、生涯学習、健康及び災害

対策等の事項について情報交換を行い、相互に協力して連携を進めている。協議内

容は以下のとおりである。  

コーチ：オルガ･カプラノバ(ロシア)

プロフィール：新体操国際審判員　

　　　ロシア政府オリンピック養成強化学校　ディレクター

　　　　　　元ロシア新体操個人代表

　　　　　　北京オリンピック個人総合4位

コーチ：　エカテリーナ・カプラノバ(ロシア)

プロフィール：新体操国際審判員　

　　　　　　元ロシアナショナルチーム団体選手

　　　　　　オルガ・カプラノバ新体操スクール　ヘッドコーチ

コーチ：エレナ・デュコバ(ブルガリア)

プロフィール：新体操国際審判員

　　　　　　アカデミック新体操スクールヘッドコーチ

コーチ：クリスティーナ・タシェバ(ブルガリア)

プロフィール：元ブルガリア新体操個人代表

コーチ：メリティナ　スタニウタ(ベラルーシ)

プロフィール：元ベラルーシ　新体操個人代表　

　　　　　　ロンドンオリンピック出場

　　　　　　リオオリンピック個人総合第5位

令和元年度
令和元年10月6日

    ～ 10月14日

(日)

(日)

81

(台風影響有)

平成29年度
平成30年2月1日

 　    ～ 2月10日

(日)

(日)
120

平成30年度
平成31年1月8日

         ～ 1月16日

(火)

(水)
113

内容 参加人数

1 平成 31年 4月 27日 (土) 13：00～14：30 観戦のポイント 305

2 令 和 元 年 6月 1日 (土) 13：00～14：30 アスリートを支えるスポーツ科学 323

3 令 和 元 年 7月 6日 (土) 13：00～14：30 球技で世界と戦うには 295

4 令和元年8月 31日 (土) 13：00～14：30 アスリートに学ぶ健康的な体作り 330

5 令和元年10月26日 (土) 13：00～14：30 アスリートの心を育てる 248

6 令和元年11月16日 (土) 13：00～14：30 障害者や高齢者でも参加できる 245

7 令和元年12月 7日 (土) 13：00～14：30 五輪とスポーツ振興 203

8 令 和 2年 1月 25日 (土) 13：00～14：30 スポーツと芸術 269

9 令 和 2年 2月 22日 (土) 13：00～14：30 これからのスポーツ指導のあり方 181

10 令 和 2 年 3 月 7 日 (土) 13：00～14：30 五輪から学んだこと、東京五輪に期待すること 176

2,575合計

開催日時



26 

【立川市との連携・協力に関する連絡協議会幹事会】  

 

 

平成 31 年 4 月 23 日、連携・協力に関する連絡協議会幹事会において、立川市

から 11 の連携事業(継続)について提案され、協力することとした。その事業の一

つである｢オリンピアン派遣事業｣には、立川市内の小・中学校でのオリンピアン教

育の推進を図ることを目的として、本学の教員のオリンピアン 3 名(秋山エリカ、

佐藤理恵、佐藤愛子)を各学校へ派遣した。  

 

【立川市からの要請による本学教員(オリンピアン 3 名)の派遣実績】  

 

 

また、立川警察署と立川国立防犯協会の共催による｢立川国立防犯フェスティバ

ル｣が令和元年 10 月 2 日にくにたち市民芸術小ホールで開催された。その際、本

学ストリートダンス部が日頃から取り組んでいる地域での防犯ボランティア活動

等への協力と貢献に対して、警視庁立川警察署長より感謝状が贈られた(備付 -18 

開 催 場 所 協 議 内 容

平成27年8月10日 (月 ) 立川市役所
東京女子体育大学・東京女子体育短期大学と
立川市との連携・協力に関する連絡協議会設置要綱(案）について他

平成28年3月23日 (水 ) 東京女子体育大学
立川市と東京女子体育大学・東京女子体育短期大学との
活動について他

平成28年7月28日 (水 ) 立川市泉市民体育館研修室
平成28年度東京女子体育大学・東京女子体育短期大学連携事業に

ついて他

平成29年3月24日 (金 ) 立川市役所
平成28年度東京女子体育大学・東京女子体育短期大学連携事業に

ついて他

平成29年8月31日 (木 ) 立川市役所
平成29年度東京女子体育大学・東京女子体育短期大学連携事業に

ついて他

平成30年4月19日 (木 ) 東京女子体育大学
平成29年度東京女子体育大学・東京女子体育短期大学と

立川市の連携事業について他

平成31年4月23日 (火 ) 立川市役所
平成30年度東京女子体育大学・東京女子体育短期大学と

立川市の連携事業実績について他

開 催 日

競技名
出場

大会名
成績

令和元年11月19日 (火) 1 立 川 市 立 第 七 中 学 校

令 和 2年 1月 28日 (火) 2 立 川 市 立 砂 川 小 学 校

令 和 2年 1月 31日 (金) 3 立 川 市 立 第 一 小 学 校

令 和 2年 2月 18日 (火) 4 立 川 市 立 南 砂 小 学 校

令 和 2年 1月 16日 (木)
2004年

アテネ
銀メダル 1 立 川 市 立 第 九 中 学 校

令 和 2年 1月 30日 (木)
2008年

北京
金メダル 2 立 川 市 立 第 九 小 学 校

令和元年12月18日 (水) 1 立 川 市 立 第 三 小 学 校

令和元年12月19日 (木) 2 立 川 市 立 大 山 小 学 校

令 和 2年 1月 23日 (木) 3 立川市立幸小学校 (1年生 )

令 和 2年 1月 27日 (月) 4 立 川 市 立 西 砂 小 学 校

令 和 2年 1月 28日 (火) 5 立川市立幸小学校 (2年生 )

令 和 2年 2月 17日 (月) 6 立川市立幸小学校 (3年生 )

1984年

ロサンゼ
ルス

1988年

ソウル

派遣
回数

派遣先実施日

7位入賞

佐 藤 理 恵
ソフト
ボール

佐 藤 愛 子 柔道
2008年

北京

秋山エリカ
新体操
競技
(個人)

教員名

オリンピック出場記録
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P.26)。  

国立市とは、平成 25 年 11 月に相互の密接な協力と連携により、地域の課題に

迅速かつ適切に対応し、地域の発展と人材の育成に寄与することを目的として包

括連携協定を締結している(備付 -8)。この目的達成のために、人材育成、地域振興・

まちづくり、災害対策、行政経営、スポーツ振興、健康、学術研究・教育、生涯学

習等の事項について、相互に情報提供及び意見交換に努め、連携協力を進めている。

協議内容は以下のとおりである。  

 

【国立市との連携・協力に関する連絡協議会幹事会】  

 

 

国立市が平成 27 年から毎年主催しているイベント｢LINK くにたち｣に本学も当

初からクラブ活動等を通して参加し、地域振興やまちづくりに貢献している。イベ

ントの中核となる｢LINK くにたち｣実行委員会には、国立市役所をはじめ、国立市

体育協会、東京都多摩障害者スポーツセンター、立川青年会議所、一橋大学等の団

体関係者や一般市民の方々とともに、本学からも職員が参加している。この委員会

では、イベントの企画・立案から運営・開催に至るまで年間 6 回程度にわたって協

議を行い、相互交流を深め、地域への貢献に尽力している (備付 -9)。  

また、国立市内の矢川メルカード商店会からの要望を受け、例年 9 月上旬に開催

される｢矢川まつりサマーデイズナイト｣に本学ストリートダンス部の学生がダン

スパフォーマンスの演技披露を行う等、地域における行事に積極的に参加するこ

とで地域住民との交流を深めている(備付 -19)。  

なお、令和元年度には、国立市主催の｢矢川上地区まちづくり勉強会｣の開催(年

4 回)にあたって、開催場所に本学 2 号館 1 階 214 教室を提供すると同時に、本学

職員が参加し、情報共有を行った(備付 -10)。  

 

【矢川上地区まちづくり勉強会 実施状況】  

 
 

教育機関との連携としては、下表に示した高等学校 3 校と高大連携協定を締結

している(備付 -11、12、13)。 

 

開催場所 協議内容

平成 27年 7月 17日 ( 金 ) 国立市役所 これまでの活動報告他

平成 28年 1月 28日 ( 木 ) 東京女子体育大学 平成27年度の活動報告等他

平成 29年 7月 14日 ( 金 ) 東京女子体育大学 平成28・29年度の活動報告等他

平 成 30年 8月 3日 ( 金 ) 東京女子体育大学 平成29・30年度の活動報告等他

令和元年 7月 16日 ( 火 ) 東京女子体育大学 平成30・令和元年度の活動報告等他

開催日

協議内容

令 和 元 年 8月 8 日 (木) 矢川上地区の歴史、計画等

令和元年10月31日 (木) ワークショップ方式による意見交換「まちの良いところ、課題を見つける」

令和元年 12月 5日 (木) ワークショップ方式による意見交換「まちの将来像、ルールを考える」

令 和 2年 2 月 18 日 (木)
・地区計画のたたき台について
・今後の予定について

開催日
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【教育機関との連携高大接続】

 

 

これらの連携協定の目的は、相互の教育に係る交流・連携を通じて、高校生の視

野を広げ、進路に対する意識や学習意欲を高めるとともに、大学の求める学生像及

び教育内容への理解を深め、かつ高等学校教育、大学教育の活性化を図ることであ

る。さらに藤村女子高等学校とは、藤村トヨの建学の精神を引き継ぎ、共通の教育

理念をもつ教育機関として、女子教育の発展に寄与することを目的としている。   

これらの取り組み以外に、地域交流センターでは、教育、文化、スポーツ等に関

する地域の市、町、教育委員会、社会福祉法人や、企業からの様々なボランティア

活動の要請に対応し、教職員・学生を派遣し、社会貢献の一環としている。  

ボランティア活動への促進を図るため、学生に｢ボランティア活動登録｣(令和元

年度：保健体育学科 32 名、児童教育学科 54 名)をさせ、｢高齢者福祉｣、｢児童福

祉｣、｢障害者福祉｣、｢国際交流｣、｢学校教育支援｣、｢生涯学習活動支援｣、｢環境・

災害ボランティア｣、｢その他｣の 8 項目別のボランティア活動を紹介している(備

付 -33)。学生は体育大学の特色を生かし、スポーツの楽しさや健康の大切さなどを

ボランティア活動を通して地域に貢献している。具体的には、立川市立中学校の学

習支援やクラブ指導、近隣地域の商店街夏祭り、町民運動会、老人ホームや保育園・

幼稚園の催物、国立市立小学校の放課後指導などで長年にわたって活動している。 

また、この｢ボランティア活動登録｣は、保健体育学科では選択科目｢ボランティ

ア理論｣、｢ボランティア実習｣(備付 -32)をそれぞれ 1 単位修得することで可能と

なる。児童教育学科では、平成 30 年度から選択科目｢地域社会とボランティア｣を

履修した学生は授業の中で 2 回のボランティア活動を行う。  

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会のボランティアについては、

学生がボランティアに参加しやすいように登録方法、手続き締切日、｢大会組織委

員会｣からの情報を｢UNIVERSAL PASSPORT｣(備付 -127)や掲示などで発信・サ

ポートしている。これには児童教育学科の学生 3 名が登録を許可された。  

さらに、｢(公財)東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会｣が運営

している｢東京 2020 オリンピック・パラリンピック大会ボランティア｣(備付 -34)

活動における面接・共通研修等に参加するために授業を欠席する場合は、特別欠課

を認めている(提出 -3p22)。  

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の課題＞  

本学の建学の精神は、｢心身ともに健全で、質素で誠実、礼儀正しい女子体育指

導者の育成｣であり、本学の実質的な創設者、藤村トヨの女性観、教育観により確

立したものである。その後短期大学には、保健体育学科のほか児童教育学科が併設

され、体育指導者の育成だけでなく、保育・幼児教育、児童教育の指導者の育成に

関わっている。  

すべての学生は、1 年次前期に行う｢藤村トヨの教育｣や｢フレッシュマンセミナ

ー｣等において、建学の精神に基づいた、本学の教育を理解する機会を設けている。  

その上で、1 年次後期から 2 年次の教育実習や保育所・施設実習などの教育活動

締結日 備考

平成18年2月14日 学校法人 井之頭学園 藤村女子高等学校
協定期間3年

令和元年10月1日　再締結(更新)

令和元年10月1日 学校法人 新渡戸文化学園 新渡戸文化高等学校 協定期間3年

令和元年11月1日 東京都立五日市高等学校 協定期間3年

学校名
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を通して、本学の建学の精神を基盤とした実践的な学びを展開している。また、各

種就職対策講座ガイダンスや教職に関する講座を開講し、学生が自らの進路実現

と社会貢献するための資質と能力を身につけられるよう支援している。  

今後は、すべての学生が、1 年次後期からの取り組みも積極的に参加し、建学の

精神を基盤とした社会に有為な女性の人材を育てる体制の構築を図っていくこと

が課題である。  

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の特記事項＞ 

本学は日本初の女子体育教師の養成学校として設立され、以来、建学の精神に基

づく女子体育指導者の育成を中核としてその重責を担ってきた。同時に、優秀な競

技力を備えるアスリートの育成にも繋がり、本学はオリンピックに数多くの日本

代表選手を送り出してきている。さらに、昭和 39 年の第 18 回オリンピック東京

大会前夜祭では、本学学生が女子体育学生の誇りを持ち「輪のダンス」を披露して

いる。閉会式では本学学生がトラックを囲むように並び松明を用いた感動的な演

技を披露している。  

こうしたことからも本学では東京オリンピック・パラリンピック競技大会を非

常に重要な祭典と位置づけている。平成 25 年 2 月 28 日、本学が招致を目指す東

京都と｢東京 2020 オリンピック・パラリンピック招致委員会｣と連携協定を締結

(備付 -14)している。平成 26 年 4 月、本学では 2020 年に開催される東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会の成功に向け、オリンピック・パラリンピック教育

の推進や大会機運の醸成を図ること等を目的としてプロジェクト組織を設置した。

この組織では学長を本部長とするプロジェクト本部を中心に、専門委員会で内容

を企画・検討し、(1)特別強化選手、(2)地域貢献、(3)地域連携、(4)広報活動を柱

とし、このうち(2)地域貢献、(3)地域連携、(4)広報活動を中心に活動を行ってき

た。平成 26 年 6 月 23 日、本学は｢東京オリンピック・パラリンピック競技大会組

織委員会｣と連携協定を締結(備付 -15)し、相互の連携・協力体制を構築している。

また、平成 26 年 12 月から、国立市と立川市の後援を得て、｢東京女子体育大学・

東京女子体育短期大学特別講座～東京 2020 オリンピック・パラリンピックプロジ

ェクト特別講座～｣を無料で開講し、地域に貢献している。これまでの講座の実施

状況については以下のとおりである。  

 

【東京 2020 オリンピック・パラリンピック プロジェクト特別講座】  単位：人  

 

参加者数

1 平 成 30年 4月 21日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【卓球】 35

2 平 成 30年 5月 19日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【3by3】 77

3 平 成 30年 6月 23日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【空手】 66

4 平 成 30年 7月 21日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【ゴールボール】 51

5 平成30年 10月 20日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【車椅子バスケットボール】 64

6 平成30年 11月 17日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【シッティングバレーボール】 94

平成30年度　テーマ

『ちゃんとやってみる！』

内容開催日時
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この他、平成 27 年度から、本学の学生と教職員が東京 2020 大会に向けて、実

践女子大学の学生が中心となり開催した｢女子大生フォーラム｣に継続的に参加し、

他大学の学生と意見交換を行うとともに、情報を本学学生にも共有している。  

 

【女子大生フォーラム参加実績】                               単位：人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 平成30年 12月 15日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【ボッチャ】 81

8 平 成 31年 1月 26日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【柔道】 65

9 平 成 31 年 2 月 9 日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【スポーツクライミング】 30

563

参加人数

1 令 和 元 年 5月 25日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【新体操競技】 63

2 令 和 元 年 6月 29日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【ソフトボール】 67

3 令 和 元 年 7月 20日 (土) 13:00～14:30 競技体験講座 【柔道】 43

4 令和元年10月 14日 (祝) 14:00～16:00 トークショー 【新体操】 174

5 令 和 元 年 11月 2日 (土) 13:30～15:00 192

6 令 和 2 年 2 月 23 日 (日) 9:00～9:30 競技体験講座 【ラジオ体操】 127

666

1,229

合計

内容

パネルディスカッション

合計

総合計

令和元年度　テーマ
『東京2020オリンピック・パラリンピックに参加する！～そのための情報・知識を得る～』

開催日時

平成27年 12月19日 (土 )

キックオフワークショップ
女子大生の視点から考えるフォーラム～東京2020東京オリン

ピック・パラリンピックを盛り上げるために～

14 3 秋山エリカ

平成28年 12月17日 (土 )
女子大生フォーラム2016

～東京2020に向けて知ることから始める心のバリアフリー～
14 2

平成29年 12月16日 (土 )
女子大生フォーラム2017

～東京2020に向けて知ることから始める心のバリアフリー～
2 2

平成30年 12月15日 (土 )

女子大生フォーラム2018

～女子大生の視点から東京2020オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会をどう盛り上げていくかを考える～

5 0

実践女子大学
渋谷キャンパス

日 時 テ ー マ
参加者数

備 考 場 所
学 生 教職員
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［テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 1 大学案内 2019 2 大学案内 2020  3 CAMPUS GUIDE 2019 

8 東京女子体育短期大学学則  

9 ウェブサイト「本学園教育の目指すもの(3 つのポリシー)」  

https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html 

     12 2019 履修ナビ  

 

備付資料  36 令和 2 年度定例第 1 回教授会  教職センター資料 No.1 

｢令和元年度教員免許状取得状況等について｣ 

     37 ｢水泳 (含海浜実習 )｣・｢野外活動演習｣・  

｢創作オペレッタ｣授業に関するアンケート調査 (科目別集計結果 )   

38 令和元年度 東京女子体育短期大学児童教育学科  

｢野外活動演習｣報告書  

39 令和元年度  保健体育学科   

海浜実習 (フレッシュマンセミナー )報告書  

40 第 44 回創作オペレッタ発表会 (プログラム ) 

41 第 45 回創作オペレッタ発表会 (プログラム ) 

42 就職先インタビュー  

｢東京アスレティッククラブ (TAC)ヒアリング｣記録  

     43 就職先インタビュー｢バディ企画研究所ヒアリング｣記録  

        44 令和元年度 企業・体育施設関係者懇談会実施報告  

     45 令和元年度 幼稚園・保育所懇談会 実施報告  

46 ウェブサイト「卒業生の進路状況 (児童教育学科 )」  

https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_jidou.html#gsc.  

tab=0  

47 ウェブサイト「卒業生の進路状況(保健体育学科)」      

https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_hoken.html#gsc.  

tab=0 

48 ウェブサイト｢教職課程に関する情報公開｣ 

https://www.twcpe.ac.jp/college/pdf/kyousyoku202006.pdf  

49 令和元年度第 1 回  ｢3 つのポリシー｣について検討する会記録   

50 令和元年度第 2 回  ｢3 つのポリシー｣について検討する会記録  

51 【第 1 回メール会議】  認証評価対応委員会次第  

52 令和元年度評価委員会議記録  

53 2019 年度 (令和元年度 )｢創作オペレッタ｣シラバス  

54 2019 年度 (令和元年度 )｢野外教育演習｣シラバス  

55 2019 年度｢水泳 (含海浜実習）｣シラバス  

57 令和元年度定例第 6 回教授会  校務一般資料 No.4 

｢3 つのポリシーの見直しについて｣ 

58 平成元年第 6 回理事会資料  

59 平成 31 年度第 43 回常任理事会資料  

60 令和元年度第 10 回常任理事会資料  

61 令和元年度第 11 回常任理事会資料  

62 令和元年度第 13 回常任理事会資料  

63 令和元年度第 19 回常任理事会資料  
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64 令和元年度第 20 回常任理事会資料  

65 令和元年度第 22 回常任理事会資料  

248 ウェブサイト｢教育スローガン（極匠伝凛）｣ 

     https://www.twcpe.ac.jp/college/slogan.html#gsc.tab=0 

     

備付資料・規約集  

127 東京女子体育短期大学学則第 1 条  

163 児童教育学科幼保コース (指定保育士養成教育課程 )に関する細則  

 

［区分 基準Ⅰ-B-1 教育目的・目標を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学科・専攻課程の教育目的・目標を建学の精神に基づき確立してい

る。 

(2) 学科・専攻課程の教育目的・目標を学内外に表明している。 

(3) 学科・専攻課程の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要

請に応えているか定期的に点検している。 (学習成果の点検について

は、基準Ⅱ-A-6) 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-1 の現状＞ 

 女子の体操学校として出発した本学において、建学の精神である｢心身ともに健

全で、質素で誠実、礼儀正しい女子体育指導者の育成｣は教育目的・目標に必要不

可欠な基盤である。そのため、本学では教育目標を以下のように定めている。  

 

【教育目標】  

建学の精神である｢心身ともに健全で、質素で誠実、礼儀正しい女子体育指  

導者の育成｣を体現し、その姿勢をもって正しく社会の要請に応え、教育への  

情熱ならびにより高度な専門知識と技能を有する実践的な指導者の育成  

 

この教育目標の下、各学科ごとの教育目的を以下のとおり定めている(備付 -規

約集 127 東京女子体育短期大学学則第 1 条)。  

 

【教育目的】  

＜保健体育学科＞  

現代社会の変化に伴い｢人生 100 年時代｣に向けて、高齢者から若者まで全て

の人が元気で活躍し続けられる社会の担い手となるよう、社会体育の振興と生

涯スポーツの普及にも応える社会体育指導者の育成とともに、一般企業で活躍

できる人材育成を目的としている。  

＜児童教育学科＞  

児童・幼児の専門教育によって、｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣の視野

から、子どもの感性を豊かに育てる実践力を養い、学校教育・社会教育及び家

庭教育を含む生涯教育を背負って立つことのできる女子教育者の育成を目的と

している。  
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本学の教育目標は建学の精神とともに『大学案内』(提出-1、2)や本学ウェブサ

イトを通して｢本学園教育の目指すもの(3 つのポリシー)｣(提出-9)として学内外

に表明している。また、全学生が所持している『CAMPUS GUIDE』(提出-3)にも

教育目標｢本学の教育目標｣を記載して学生に周知を図っている。  

さらに教育スローガンを以下のとおり定め、『大学案内』や本学ウェブサイトに

「教育スローガン(極匠伝凛)」(備付-248)を掲げている。  

 

【教育スローガン】  

 

キャリア支援課では、本学の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要

請に応えているかどうかについて就職先企業へのインタビュー調査を行い把握し

ている(備付 -42、43)。本調査は令和元年 9 月と令和 2 年 1 月に実施して、社会人

基礎力等の獲得状況や社会から見た本学に対する学生の評価を確認している。そ

の実施結果をキャリア支援課で開催している講座で、学生の実践知が高められる

よう指導に生かしている。  

また、企業への就職に関しては、毎年 3 月 1 日就職活動解禁前に、｢企業・体育

施設等懇談会｣を開催している(備付 -44)。この懇談会では、企業や体育施設等の採

用担当や役員、就職した卒業生が出席し、活躍の状況や社会に求められる人材など

についての意見交換を行っている。この懇談会で聴取した項目や意見等を点検し、

学生の就職支援につなげている。  

さらに、キャリア支援課では、毎年 6 月から 7 月に｢幼稚園長・保育所長懇談会｣

を開催している(備付 -45)。この懇談会では、幼稚園教諭や保育士養成課程の認定

を受けている短期大学として、卒業生が就職している園や実習先の先生方や現場

で働く卒業生と意見交換を行なっている。そこでの生きた知識・実践的な情報や意

見交換は、教員の知識向上、キャリア支援課の指導充実に役立てている。  

今後はこれらの調査や報告書から現状を把握し、年度末に開催する教育の質保

証委員会で点検する(備付 -42、43、44、45)。  

 

［区分 基準Ⅰ-B-2 学習成果(Student Learning Outcomes)を定めている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

 

(1) 短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。  

(2) 学科・専攻課程の学習成果を学科・専攻課程の教育目的・目標に基づ

き定めている。 

(3) 学習成果を学内外に表明している。 

(4) 学習成果を学校教育法の短期大学の規定に照らして、定期的に点検し

ている。 

 



34 

＜区分 基準Ⅰ-B-2 の現状＞ 

本学は、建学の精神及び各学科の教育目的・目標に基づき、学習成果を定めてい

る。具体的には、短期大学の 2 年間を通して、学生が修得すべき学力や資質の学習

成果は、学則第 19 条・第 20 条(課程の履修)、第 21 条(教職課程、指定保育士養

成課程)(備付-規約集 127 東京女子体育短期大学学則)に定めている。  

また、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)では、建学の精神に

基づき、学習成果として 3 大別 7 細別の能力の獲得を求めている。それらの能力

は以下のとおりである。  

 

 【3 大別】  

 

 

 

 

 【7 細別】  

＜保健体育学科＞  

1. 豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけている。  

2. 保健体育の内容を理解し実践できる能力を有している。  

3. 専門分野にとどまらず、様々な領域に柔軟に対応し、指導できる力を有し

ている。  

4. 自ら設定した課題について、専門領域から分析・考察することができる。 

5. 多様な人々の意見を聴き、理解した上で自分の考えを表現し、的確に伝え

ることができる。  

6. 社会の変化に伴う諸問題を理解し、探究心を持って積極的に解決すること

ができる。  

7. 保健体育およびスポーツの知を生かし、社会の発展に貢献できる。  

＜児童教育学科＞  

1. 豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけている。  

2. ｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣の視点から子どもの成長過程を幅

広くとらえることができる。  

3. 専門分野にとどまらず、様々な領域に柔軟に対応し、指導できる力を有し

ている。  

4. 自ら設定した課題について、専門領域から分析・考察することができる。 

5. 多様な人々の意見を聴き、理解した上で自分の考えを表現し、的確に伝え

ることができる。  

6. 社会の変化に伴う諸問題を理解し、探究心を持って積極的に解決すること

ができる。  

7. 保育・幼児教育および児童教育の知を生かし、社会の発展に貢献できる。 

 

本学では、これら｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)に示した

学科特有の専門的知識・技能を踏まえ、短期大学として共通に｢指導者としての資

質の向上に必要な心構え、多様化する現代社会における諸問題を解決するために、

それを解き明かす探求心、そして、それらの問題へ誠実に立ち向かう対応能力｣を

身に着けることを学習成果としている。  

保健体育学科においては、豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけ、

保健体育の内容を理解し実践できる能力、様々な領域に柔軟に対応し指導できる

〔人間形成･知識･技能･理解力･指導力〕 

〔実践に必要な思考力･判断力･表現力〕 

〔社会との関わり･関心･意欲〕 
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能力、社会の発展に貢献できる能力等を身につけること。また、中学校教員免許状

やスポーツ指導などの資格を取得することである。  

児童教育学科においては、｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣の視点から幼

児・児童の成長過程を幅広く捉え、様々な領域に柔軟に対応し指導できる能力、保

育・幼児教育及び児童教育の知識を生かし社会の発展に貢献できる能力を身につ

け、幼稚園教諭・小学校教諭免許状や保育士資格を取得することである。  

 このように学習成果を定め、学校教育法第 109 条に基づき、後述する｢学習成果

を評価するための評価方針｣により｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ

シー)を点検・評価している。  

これらの学習成果については、以下の指標で点検・評価を実施している。  

 

【学習成果の評価指標】  

レベル  直接評価  間接評価  外部評価  

機関  

就職率  ・｢学生調査アンケート｣  

休退学率  

・「学習成果測定アンケート」  

・「学習成果測定アンケート  

(卒業時アンケート)」  

日本語基礎力       

テスト  

(令和 2 年度  

から実施) 

学位授与状況    

学科  

単位修得状況  

・「学習成果測定アンケート」  

・「学習成果測定アンケート  

(卒業時アンケート)」  

 

GPA ・｢学生調査アンケート｣  

免許・資格の      

取得状況  
  

科目  各科目の成績評価  ・｢授業評価アンケート｣  

 

こうした成果は、卒業生数・卒業率、就職者数・就職率などによりウェブサイ

トを通して学内外に公表している(備付 -47、46)。  

 

［区分 基準Ⅰ-B-3 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入

学者受入れの方針(三つの方針)を一体的に策定し、公表している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

 

(1) 三つの方針を関連付けて一体的に定めている。 

(2) 三つの方針を組織的議論を重ねて策定している。 

(3) 三つの方針を踏まえた教育活動を行っている。 

(4) 三つの方針を学内外に表明している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-3 の現状＞  

 本学における三つの方針は、平成 28 年 3 月｢中央教育審議会大学教育部会｣で示

された｢卒業認定・学位授与の方針｣ (ディプロマ・ポリシー)，  ｢教育課程編成・ 

実施の方針｣ (カリキュラム・ポリシー)及び｢入学者受入れの方針｣ (アドミッシ

ョン・ポリシー)の策定及び運用に関するガイドライン (以下｢ガイドライン｣)を踏

まえ、令和元年度に策定している(備付 -57)。具体的には、学科ごとに建学の精神

に基づき教育目標・目的に沿った｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ

シー)、それを実現するための｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシ
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ー)、本学が提供する教育プログラムに適った学生を選抜する｢入学者受入れの方

針｣(アドミッション・ポリシー)の三つの方針をより相互に関連付け、一体性を持

たせて定めた。三つの方針の関連性については以下のとおりである。  

 

♢カリキュラム・ポリシー[教育課程編成・実施の方針]

♢アドミッション・ポリシー[入学者受入れの方針]

１．入学後の修学に必要な基礎学力としての知識や実技能力を有している

‐高等学校での履修内容を理解し高等学校卒業相当の知識を有している

‐保健体育に関して、修学に必要な実技能力を有している

２．物事を多面的かつ多角的に観察し、理論的に考察することができる

３．自分の考えをまとめて的確に表現することができる

４．保健体育およびスポーツに関わる諸問題に深い関心を持ち、社会に積極的に貢献する意欲がある

5．積極的に多様な人々とのコミュニケーションを図り相互理解に努める態度を有している
入
　
学
　
試
　
験

総合型選抜 学校推薦型選抜 一般選抜

○建学の精神に基づき、本学の教育内容に高い
　関心とコミュニケーション能力を有する者

○本学の教育内容に高い関心を持ち、高校時代
　の成績が優秀で、体育・スポーツ分野に明確
　な目的意識をもっている者（公募推薦）

○本学の教育内容に高い関心を持ち、優れた競
　技力を有し進学後もその技能に磨きをかけ体
　育・スポーツの分野で活躍できる資質を有す
　る者（スポーツ推薦）

○入学後も意欲的に保健体育・スポーツ分野に
　研鑽を重ね、将来社会で活躍が期待できる者

○本学が指定する高等学校における高等学校長
　が推薦する生徒で、本学の教育内容に高い関
　心を持ち、体育・スポーツ分野に明確な目的
　意識を持っている者（指定校推薦）

○本学の教育内容に高い関心を持ち、学業に優
　れ、体育・スポーツに関する能力を有する者

１
　
年

２
　
年

教養科目 基礎科目 専門科目

○歴史と伝統、国語、
　外国等豊かな教養の
　基盤を養う

　・人文
　・社会
　・自然
　・芸術

○スポーツを基盤と
　した専門の基礎理
　論と基礎実技を学
　び、実践力を養
　う

　・基礎理論
　・基礎実技

○専門科目を選択す
　ることにより体育
　・スポーツの理論
　と実技の両面から
　専門的に学ぶ

　・選択理論
　・選択実技

本学の基本理念　「藤村トヨの教育」

○スキル系の科目を
　講義､演習､実技､
　実習を複合的に
　学ぶ

　・外国語
　・情報リテラシー

○学校、社会、企業が求める体育・スポーツの
　幅広い優れた指導者や専門家として社会に貢
　献できる学習

　　・ボランティア理論・実習
　　・インターンシップ
　　・キャリアデザイン

教養科目・専門科目 教養科目・専門科目

東京女子体育短期大学　【保健体育学科】三つの方針の関係

１．豊かな社会人と人間性を支える広い教養を
      身につけている

２．保健体育の内容を理解し実践できる能力
      を有している

３．専門分野にとどまらず、様々な領域に
     柔軟に対応し、指導できる力を有している

４．自ら設定した課題について、専門領域から
      分析・考察することができる

５．多様な人々の意見を聴き、理解した上で
      自分の考えを表現し、的確に伝えることが
      できる

【実践的に必要な思考力・判断力・表現力】【人間形成・知識・技能・理解力・指導力】 【社会との関わり・関心・意欲】

６．社会の変化に伴う諸問題を理解し、探求心
       を持って積極的に解決することができる

７．保健体育およびスポーツの知を生かし、
　　社会の発展に貢献できる

卒
　
　
業

♢ディプロマ・ポリシー[卒業認定・学位授与の方針]

社会

高校
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♢カリキュラム・ポリシー[教育課程編成・実施の方針]

♢アドミッション・ポリシー[入学者受け入れの方針]

１．入学後の修学に必要な基礎学力としての知識や実技能力を有している

‐高等学校での履修内容を理解し高等学校卒業相当の知識を有している

‐音楽、図画工作、体育に関して、修学に必要な実技能力を有している

２．物事を多面的かつ多角的に観察し、理論的に考察することができる

３．自分の考えをまとめて的確に表現することができる

４．”スポーツを愛し、子どもを愛せる人”で、保育・幼児教育および児童教育に関わる諸問題に深い関心を持ち、

　社会に積極的に貢献する意欲がある

5．積極的に多様な人々とのコミュニケーションを図り相互理解に努めようとする態度を有している入
　
学
　
試
　
験

総合型選抜 学校推薦型選抜

○本学が指定する高等学校における高等学校長
　が推薦する生徒で、本学の教育内容に高い関
　心を持ち、身体教育を中心とした保育・幼児
　教育および児童教育の分野に明確な目的意識
　を持っている者（指定校推薦）

○音楽、図画工作、教
   育原理、発育心理学
   等保育・幼児教育お
   よび児童教育の基礎
   理論と基礎実習によ
   り実践力を養う

一般選抜

○建学の精神に基づき、本学の教育内容に高い関
   心とコミュニケーション能力を有する者

○本学の教育内容に高い関心を持ち、高校時代
   の成績が優秀で、身体教育を中心とした保
   育・幼児教育および児童教育の分野に明確な
   目的意識を持っている者（公募推薦）

○本学の保育・幼児教育および児童教育に高い
　関心を持ち、学業に優れた者

○入学後も意欲的に身体教育を中心とした保育・
   幼児教育および児童教育の分野に研鑽を重ね、
   将来社会で活躍が期待できる者

○本学の教育内容に高い関心を持ち、優れた競
　技力を有し進学後もその技能に磨きをかけス
　ポーツの分野で活躍できる資質を有してお
　り、将来、保育・幼児教育および児童教育の
　分野で活躍が期待できる者（スポーツ推薦
　幼小コース）

○教育方法
　「動きづくり」「音づくり」「ものづくり」
　　を重視した教育を展開するために、講義、
　　演習、実技、実習等を複合的に配置
　　　・総合表現（創作オペレッタ）
　　　・キャリアデザイン
　　　・幼稚園・小学校教育実習
　　　・保育、施設実習
　　　・保育、教職実践演習

１
　
年

本学の基本理念　「藤村トヨの教育」

５．多様な人々の意見を聴き、理解した上で
      自分の考えを表現し、的確に伝えることが
      できる

７．保育・幼児教育および児童教育の知を生か
　　し、社会の発展に貢献できる

３．専門分野にとどまらず、様々な領域に
     柔軟に対応し、指導できる力を有している

２
　
年

教養科目 教科・専門科目 教養科目・専門科目

○歴史と伝統、国語、
　外国等豊かな教養
　の基盤を養う

　・人文
　・社会
　・自然
　・情報

教科・教職・専門科目

○幼小コース
　幼稚園教諭および小学校教諭の資格取得に
　必要な教科と実習
○幼保コース
　幼稚園教諭および保育士の資格取得に
　必要な教科と実習

　　・教科指導方法
　　・保育内容指導方法

東京女子体育短期大学　【児童教育学科】三つの方針の関係

卒
　
　
業

♢ディプロマ・ポリシー[学位授与の方針]

【人間形成・知識・技能・理解力・指導力】 【実践的に必要な思考力・判断力・表現力】 【社会との関わり・関心・意欲】

１．豊かな社会性と人間性を支える広い教養を
      身につけている

４．自ら設定した課題について、専門領域から
      分析・考察することができる

６．社会の変化に伴う諸問題を理解し、探求心
       を持って積極的に解決することができる

２．「動きづくり」「音づくり」「ものづくり」
　　の視点から子どもの成長過程を幅広くとらえ
　　ることができる

社会

高校
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建学の精神に基づいた｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)は、

学則(卒業の認定)第 26 条(保健体育学科)第 27 条(児童教育学科)による単位数の

修得のほか、学習成果として 3 大別 7 細別の能力を身につけることにより、卒業

を認定し、学位を授与している。    

 これらの能力を身につけるため、｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・

ポリシー)に基づき教育課程を編成・実施している。保健体育学科は、教養科目、

基礎科目及び体育の専門科目で編成している。また、児童教育学科は、教養科目、

児童教育・幼児教育・保育に関する教科科目及び教職に関する専門科目で編成して

いる。  

 入学試験では、前述の二つの方針を理解し、本学の教育を受けたいという志願者

を求めるために｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)を定めている。

修学に必要な基礎学力としての知識や実技能力、物事を論理的に考察し、自分の考

えを的確に表現できる者、また、社会に積極的に貢献する意欲をもっている者を求

めている。入学試験では多面的・多角的に評価し、総合的に判断して合格者を決定

している。  

三つの方針の策定プロセスについては、平成 26 年度に｢3 つのポリシー」につい

ての打ち合わせ会を開催し、一度見直しが行われた。その後、より良い短期大学を

目指し、平成 28 年 3 月 31 日中央教育審議会大学分科会大学教育部会が示した｢ガ

イドライン｣に沿って見直しを行った。その際の観点は以下のとおりである(備付 -

57)。  

＜見直しの観点＞  

①  本学を志望する高校生にとって本学の三つの方針は分かりやすいか。  

②  ｢卒業認定・学位授与の方針｣（ディプロマ・ポリシー)と｢教育課程編成・ 実

施の方針｣ （カリキュラム・ポリシー)との一貫性があることを明示できるか。 

③  内部質保証のために PDCA サイクルによる検証・改善が可能な内容となって

いるか。  

 

＜考慮した点＞  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

ガイドラインの  

留意点  

①どのような力を身につけた者に卒業を認定するか       

②学位を授与するか  

①については身につく能力をカテゴリー別に分類し、｢卒業認定・学位授与の方

針｣(ディプロマ・ポリシー)と｢教育課程編成・  実施の方針｣(カリキュラム・ポ

リシー)との一貫性があるかどうかが分かるよう明記する。  

②については学位を授与する条件を明確に示す。  

｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー) 

ガイドラインの  

留意点  

③どのような教育課程を編成するか  

④どのような教育内容・方法を実施するか 

⑤学修成果をどのように評価するか  

③ [カリキュラムの編成と教育内容 ]、④ [教育方法 ]、⑤ [学修成果の評価方法 ]の 3

項目に分けて記載することで、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ

シー)で身につける能力を得るための方針を明確に示す。  

｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー) 

ガイドラインの  

留意点  

⑥どのように入学者を受け入れるか  

⑦受け入れる学生に求める学習成果  
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⑥については入学試験形態と入学者選抜の実施方法を明確に示す。  

⑦については｢学力の 3 要素※｣を基に求める能力を明記する。教育目標、｢卒業

認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)と｢教育課程編成・ 実施の方針｣

(カリキュラム・ポリシー)に基づきながら、｢どのように入学者を受け入れるか｣

を定め、｢受け入れる学生に求める学習成果｣を示す。※｢知識・技能｣、｢思考力・

判断力・表現力｣、｢主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度｣ 

 

現在の三つの方針は学長を中心とした「3 つのポリシー」について検討する会で

議論を重ね、認証評価対応委員会及び教育の質保証委員会から意見の聴取を行い、

理事会で審議し、令和 2 年度から運用を開始する。組織的な議論の状況は以下のと

おりである(備付-51、58、59、60、61、62、63、64、65)。 

 

【3 つのポリシーの決定までの経緯】

 

 

入学試験については、｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)を踏ま

えた入学者の確保のため、入試委員会が入学試験の内容を常に点検・見直しを行い、

教授会で議論し改善を重ねている。令和 3 年度から入学者に求める能力を多面的・

実施日 会  議  名 議  題

平成 31年 3月 13日 平成30年度第43回常任理事会 ｢3つのポリシーについて｣

令和元年7月 10日 令和元年度第10回常任理事会 ｢3つのポリシーについて｣

令和元年7月 17日 令和元年度第11回常任理事会 ｢3つのポリシーについて｣

令和元年7月 18日
令和元年度第1回メール会議

｢3つのポリシー｣について検討する会
｢3つのポリシーについて」

令和元年7月 26日
令和元年度第1回

｢3つのポリシー｣について検討する会
｢3つのポリシーについて｣

令和元年7月 30日
令和元年度第2回メール会議

｢3つのポリシー｣について検討する会
｢3つのポリシーについて」

令和元年7月 31日 令和元年度第13回常任理事会
｢3つのポリシーについて検討する会の
検討状況について

令和 元年 9月 4日
令和元年度第2回

｢3つのポリシー｣について検討する会
｢3つのポリシーについて｣

令和元年10月 4日
令和元年度第1回メール会議

認証評価対応委員会
｢3つのポリシーについて｣

令和元年10月 9日 令和元年度第19回常任理事会 ｢3つのポリシーについて｣

令和元年10月16日 令和元年度第20回常任理事会 ｢3つのポリシーについて｣

令和元年10月16日 令和元年度第6回理事会 ｢3つのポリシーの件｣

令和元年10月30日 令和元年度第22回常任理事会 ｢3つのポリシーについて｣

令和元年11月 6日 令和元年度定例第6回教授会 ｢3つのポリシーについて｣

令和 2年 2月 12日 令和元年度第34回常任理事会 ｢3つのポリシーの文言調整について｣

令和 2年 2月 19日 令和元年度臨時第6回教授会 ｢3つのポリシーの文言調整について｣
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多角的に評価し、総合的に判定するため、総合型選抜、学校推薦型選抜 (公募推薦、

指定校推薦、スポーツ推薦)一般選抜を実施していく。入試種別により異なる特性

の入学者を選抜することにより、各学科の学習に繋がっている。  

教育課程については、｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に

基づき、保健体育学科は、平成 27 年度カリキュラムを継続的に実施している。児

童教育学科は、平成 30 年度から指定保育士認定校となったため、新しく設置され

た二つのコース｢幼保コース｣｢幼小コース｣ に対応した教育課程を編成した(備付 -

規約集 163 児童教育学科幼保コース(指定保育士養成教育課程)に関する細則)。

その後、教職課程や保育士養成課程の法令により、カリキュラムの改正を行い、令

和元年度施行した。女子指導者の育成を踏まえた授業科目には、実技や演習及び実

習科目が多く、実践的な教育活動となっている。  

卒業の認定及び学位授与については、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・

ポリシー)に示す学習成果に繋がるように、令和元年度にカリキュラムマップを作

成し、授業科目と身につく能力を明確にした。授業担当教員はカリキュラムと学習

成果の関連性を分かり易くするため、カリキュラムマップやカリキュラムチェッ

クリストを基に、シラバスを作成し、授業を改善しながら教育活動を行っている。 

特に、平成 24 年度から開講された｢藤村トヨの教育｣は、カリキュラムマップで

も明示しているが、三つの方針の基底にある建学の精神｢心身ともに健全で、質素

で誠実、礼儀正しい女子体育指導者の育成｣と｢全人教育｣の教育観を教授する科目

である。さらに教育実習、保育所・施設実習などを通し、社会に貢献する多くの人

材を育成する教育活動を行っている。  

こうした三つの方針は、『履修ナビ』(提出-12)、『大学案内』(提出-1、2)及び、

本学ウェブサイトにより学内外に公表している。また、新たな取り組みとして、学

内の掲示板やデジタルサイネージ  にも掲載し、学生及び教職員が常にこの三つの

ポリシーを念頭に置いた教育活動が行えるよう努めている。さらに高校生やその

保護者にはオープンキャンパスで説明するとともに新入生には入学直後のオリエ

ンテーションの際に説明している。  

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の課題＞   

保健体育学科は中学校教諭二種免許状が取得できる。令和元年度は、教員免許状

取得を希望した学生全員が教育実習を行い、教育職員免許状を取得できた(備付-

36)。 

 

【中学校教諭二種免許状取得希望者と取得者数(保健体育学科)】単位：人 

希望者数 取得者数 

3 3 (100%) 

 

保健体育学科では、中学校教諭二種免許状のみしか取得できないため、多くの都

県で実施される教員採用試験の受験資格がない。このため、教員免許状を希望する

学生が少ない。 

しかし、本学では、短期大学から大学へ編入学制度があり、この場合には中学校

一種免許状と高等学校一種免許状を取得することが可能になる。さらに、中学校二

種免許状単位取得分の科目の履修が免除されるため、教育職員採用試験のための

学習時間を確保することができる。 

今後は保健体育学科の入学者増加に向けた広報活動を強化するだけでなく、免

許状取得希望者の増加に向け教職員が協力し学生の支援をさらに行っていく。ま

たカリキュラムの内容を引き続き検証していく。 
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児童教育学科は、平成 30 年度から幼保コース(保育士養成課程)を設置し、2 年

間で幼稚園教諭二種免許状に加え保育士資格の取得が可能となった。令和元年度

の児童教育学科の小学校、幼稚園教諭免許状及び保育士資格の取得状況は下記の

とおりである。初年度の保育士資格取得者数は 32 名であった。その実施結果、

教育職員免許状及び保育士資格を希望した学生全員が取得できた (備付-36)。  

 

【令和元年度小学校教諭二種、幼稚園教諭二種免許状及び、  

保育士資格の取得希望者と取得者数(児童教育学科)】  

単位：人  

幼小コース 

小学校教諭免許取得希望者 取得者数 

26 26(100%) 

幼稚園教諭免許取得希望者 取得者数 

23 23(100%) 

幼保コース 

幼稚園教諭免許取得希望者 取得者数 

31 31(100%) 

保育士資格取得希望者 取得者数 

32 32(100%) 

※資格取得重複分含む  

 

このように、両学科共に教育職員免許状及び保育士資格希望者の取得率は高く

本学は一定の教育効果を上げているといえる。  

今後も、多様化している現代において、地域・社会の実態把握をするとともに、

地域・社会の要請に応え貢献する人材の育成を行っていくことが課題である。この

ことは、本学の教育目標にある建学の精神に基づいた｢その姿勢をもって正しく社

会の要請に応え、教育の情熱ならびに高度な専門知識と技能を有する実践的な指

導者の育成｣にまさに合致したものである。  

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の特記事項＞  

本学の教育効果としては、両学科ともに体育短期大学としての特色ある科目を

設置し、教育目標の達成に資している。本学の特色ある科目として保健体育学科は

｢水泳(含海浜実習)｣、児童教育学科は｢野外活動演習｣と｢創作オペレッタ｣が挙げ

られる。  

特に野外活動である｢水泳(含海浜実習)｣、｢野外活動演習｣は、宿泊を伴う集団活

動であり、さらに自然と対峙することで得られる教育効果は高いものである。この

実習の前半にはフレッシュマンセミナーを開催し、講話により本学の教育の目指

すものを理解させ、その後野外実習授業となる。授業評価は通常の「授業評価アン

ケート」も行うが (備付-37)、特にこの実習に関しては、実習録に感想を記録させ

るとともに、授業の満足度を評価している。以下、実習授業の到達目標と、通常の

授業評価アンケート結果と実習録の学生の感想の抜粋である (備付 -38、39)。  

 

＜保健体育学科＞  

｢水泳(含海浜実習)｣(備付 -55)の到達目標は以下のとおりである。  

①  水泳運動に必要な基礎的な内容を理解し、人間力の向上を目指すこと  

②  学生同士が互いに協力し励まし合いながら目的を達成すること  
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③  全員が完泳すること  

令和元年度に実施した｢水泳(含海浜実習)｣の｢授業評価アンケート｣結果(備付-

37)は以下のとおりである。  

 

【令和元年度｢水泳(含海浜実習)｣｢授業評価アンケート｣実施集計結果】単位：％  

質問内容  ｢強くそう思う｣、｢そう思う｣と回答した数  

この授業には熱心に取り組みましたか？  97.4 

授業内容に興味が持てましたか？  94.9 

授業内容は理解できましたか？  97.4 

知識・技能 (技術 )の発展・向上や発見・  

気付きがありましたか？  
100 

回答率：100％(履修者：39 人／回答者数：39 人) 

 

 

【実習録から抽出した学生の感想(到達目標に関連した感想を中心に抽出)】  

隊列を乱さないことです。遠泳というものは、一人で速さや距離を競うもので

はありません。先頭から後方まで、呼吸を合わせ全員が完泳することです。その

中で、自分だけが遅かったりするとだめなので、隊列を乱さないようにすること

が大切だと分かりました。  

完泳することの喜びです。みんなで生活を共にし、みんなで泳ぎ、みんなで完

泳する。終わった時にその喜びを感じ、良い大学だと思いました。これをきっか

けに保体 1 年生も一つになれたような気がします。泳げない学生にも泳げる学

生がサポートし、助け合いながら泳ぐことができてよかったです。  

この 4 泊 5 日を終えて自分が成長できた気がする。知識としても増えて成長

できたなと感じられるのが、人として成長できた気がする。室長という役職に就

いて、日常生活では得ることができないものを得られた。部屋のみんなの体調を

みたり、室長会議で聞いたことをみんなに詳しく伝えたり、みんなに声をかけた

りなど常にみんなのことを見て、気をつかって行動したりリーダーという立場に

立って 4 泊 5 日過ごして新しい自分を見つけることができた。  

集団行動なので、ご飯の時間や移動の時間の 5 分前行動をしないといけなく

て、間に合わないと周りの人たちに迷惑をかけてしまうので、先のことを考えて

行動するように意識することができました。  

遠泳を通して最後まで諦めないことで、目標に達成することができるというこ

とを学びました。そのために目標を達成するまでの練習をしっかり行えば今まで

より時間を有効に使えることで、もっと目標までの距離を縮めることができると

いうことを感じました。  
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私はこの実習の中で、耳が聞こえないことで上手く行けるか不安でしたが、ク

ラスの仲間や先輩方に色々と助けてもらったことで、楽しく過ごすことができま

した。助けてもらうだけではなく、自分からも助けてあげるという機会が少なく、

迷惑をかけてしまいましたが、これからは自分から積極的に行動し、コミュニケ

ーションをとっていきたいと思っています。  

 

＜児童教育学科＞  

｢野外活動演習｣(備付 -54)授業の到達目標は以下のとおりである。  

①  自然を利用した活動を行うための知識と技術を習得する。  

②  集団生活を行うための規律や社会性を養う。  

③  自然の中で安全に活動するための安全対策について理解する。   

 

令和元年度に実施した｢野外活動演習｣の｢授業評価アンケート｣実施結果(備付-

37)は以下のとおりである。  

 

【令和元年度｢野外活動演習｣｢授業評価アンケート｣実施結果)】    単位：％  

質問内容  ｢強くそう思う｣｢そう思う｣と回答した数  

この授業には熱心に取り組みましたか？  97.3 

授業内容に興味が持てましたか？  94.6 

授業内容は理解できましたか？  100 

知識・技能 (技術 )の発展・向上や発見・   

気付きがありましたか？  
100 

回答率：96.2％(履修者：78 人／回答者数：75 人) 

 

以下は、実施報告書における学生の感想を抜粋したものである。その内容からも

到達目標が達成されたことが分かる(備付-38)。  

 

【｢野外活動演習｣報告書から抽出した学生の感想  

(到達目標に関連した感想を中心に抽出 )】 

野外実習では、確実に晴れるわけではないので、雨の日も想定して案を出すこと

が大事だと思いました。みんなで歌を歌ったり、屋根の下の限られた範囲での活動

を考えたり、先生はそういう時でも子どもたちに楽しんでもらえることを考える必

要があると改めて考えることができました。  

長かった 4 泊 5 日も終わってみると短かったです。いつも過ごしている生活

が当たり前ではないということも、深く実感しました。家に帰ってからも、その

生活を当たり前と思わず、感謝しながら生活したいと思います。  
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この 5 日間で、仲間の大切さについて学ぶことができました。4 月から一緒の

大学に入学しクラスも同じになったメンバー。これまでもクラスの絆は少しずつ

できていると感じていました。しかし、この 5 日間を通して、こんな一面もある

んだ！という新たな発見があったとともに、力を合わせて成し遂げるというよう

な活動が多くあったので、今まで以上に仲を深めることができました。  

この実習では一つのことをあきらめないということを学びました。雨の中の登

山、野外炊飯、キャンプファイヤーの替え歌なども、あきらめないという気持ち

でうまくできたなだと思いました。この 5 日間は自分にとってすごくためにな

る生活だったし、この活動をしてよかったと思えるようにしていきたい。  

実習で学んだことは 3 つあります。一つ目は野外炊飯です。先生に教えてもらい

班で協力して火をつけることができました。野菜の切り方なども相談したり、教わ

ったりして学ぶことができました。二つ目は友達と協力することです。班の人達と

協力しないとできないことがこの 5 日間でたくさんありました。普段あまり話した

ことがなかった友達とも話す機会がありとても良かったです。三つ目は ON と OFF

の切り替えです。活動時間と自由時間の切り替えがとても大事だと思いました。そ

うでなければ全体に迷惑をかけてしまうので、切り替えがとても重要だとわかりま

した。  

 

｢創作オペレッタ｣(備付-53)授業の到達目標は以下のとおりである。  

①  子どもの自然な表現活動を創造性豊かに展開させるための基礎的技能を修得す

る。  

②  それぞれが，動きづくり(身体表現)，音づくり(音楽)，ものづくり(造形表現)

において得意分野を生かしながら協働できる。  

③  一人ひとりが主体的に協同し，制作活動を継続できるようになる。   

④  保育者としての視点で考え，伝えたい思いをもって表現することができるよう

になる。  

   

令和元年度に実施した｢創作オペレッタ｣の｢授業評価アンケート｣実施結果(備付

-37)は以下のとおりである。  

 

【令和元年度｢創作オペレッタ｣｢授業評価アンケート｣実施結果(クラス)｣】単位：％  

質問内容  ｢強くそう思う｣｢そう思う｣と回答した数  

この授業には熱心に取り組みましたか？  95.7 

授業内容に興味が持てましたか？  91.3 

授業内容は理解できましたか？  91.3 

知識・技能 (技術 )の発展・向上や発見・  

気付きがありましたか？  
93.5 

回答率：74.2 ％(履修者：62 人／回答者数：46 人) 

 

｢創作オペレッタ発表会｣時の開催パンフレットには、発表に向けた学生の想い

が述べられている(備付-40、41)。  
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【令和元年度実施 ｢創作オペレッタ発表会｣ パンフレットより抜粋】  

【AB クラス】  

私たちは、二つのクラス合同で作品を創ってきました。つまずき、ぶつかる

ことも沢山ありましたが、活動を進めていく中でお互いが協力し、積極的に取

り組むようになりました。  

【C クラス】  

C クラスは個性の強い人が多く、笑いの絶えないクラスです。23 人で、本当

にたくさんの話し合いを重ねてきました。人数が少ない為、作業が思うよう

に進まなかったり、どのように迫力を出そうか悩んだりしたこともありまし

た。時には作業をやめて 1 から話を創り直すなど、私たちにしかできない物

語を創り出せるように、練習してきました。東京女子体育短期大学で出会う

ことのできた 23 人の最高の仲間と 2 年間で学んだ成果を思う存分に発揮し

て、最高のオペレッタにします。  

 

このように、到達目標の達成状況は｢授業評価アンケート｣の実施結果(備付-119)

と学生の感想から教育の効果を把握することができている。  
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［テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料  10 評価委員会規程  

11 教育の質保証委員会規程 

12 2019 履修ナビ 1 評価委員会規程  2 評価委員会関係資料   

3 平成 29・30 年度点検・評価年報   

備付資料  68 平成 29・30 年度点検・評価年報  

69 令和元年度第 5 回～第 7 回 FD 委員会会議記録  

70 令和元年度第 1 回評価委員会資料｢平成 30 年度自己点検評価  

及び『平成 29・30 年度点検・評価年報』の作成について｣ 

71 高等学校からの意見聴取に関する記録  

72 令和元年度第 3 回教育の質保証委員会会議記録  

73 令和元年度第 4 回教育の質保証委員会会議記録  

74 ｢日本語基礎力テストの実施について｣稟議書  

75 2019 年度学習成果測定アンケート実施報告  

76 2019 年度学習成果測定アンケート (卒業時アンケート )実施報告  

77 令和元年度授業改善報告書  

78 新体力テスト結果報告書 平成 29 年度版  

79 新体力テスト結果報告書 平成 30 年度版  

80 新体力テスト結果報告書 平成 31 年度版  

81 東京女子体育大学女子体育研究所所報第 13 号 (2019) 

｢本学体力テスト小史｣ 

82 IR 報告｢2019 年度学生調査アンケート・  

2019 年度学習成果測定アンケート｣ 

83 令和元年度定例第 5 回教授会  校務一般資料 No.6 

｢平成 30 年度学生調査アンケートの実施報告について｣ 

84 ｢教育の質保証とは何か～認証評価の受審に向けた内部質保証体制  

                の構築と学習成果の可視化について～｣講演会資料  

85 ｢内部質保証と学習成果の可視化とは何か｣講演会資料  

86 ｢より良い学園づくりのために 東女体大 CHECK!!｣ 

119 令和元年度前期・後期｢授業評価アンケート｣結果  

 

備付資料・規約集  

       117 評価委員会規程  

126 教育の質保証委員会規程 

 

［区分 基準Ⅰ-C-1 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に取

り組んでいる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 自己点検・評価のための規程及び組織を整備している。 

(2) 日常的に自己点検・評価を行っている。 

(3) 定期的に自己点検・評価報告書等を公表している。 

(4) 自己点検・評価活動に全教職員が関与している。 

(5) 自己点検・評価活動に高等学校等の関係者の意見聴取を取り入れてい

る。 

(6) 自己点検・評価の結果を改革・改善に活用している。 
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＜区分 基準Ⅰ-C-1 の現状＞ 

本学では、自己点検・評価を行う組織として、平成 25 年度に評価委員会規程を

定め、評価委員会を設けている(提出 -10) (備付 -規約集  117 評価委員会規程)。自

己点検・評価については、平成 5 年度から取り組み、平成 6 年度から毎年度実施

している。例年 6 月から 7 月に前年度の点検・評価を行っている(備付-70、68)。 

評価委員会の構成員(6 月 5 日付)は、評価委員長、常任理事・学生部長、教務部

長、キャリア支援部長、図書館長、教職センター所長、常任理事・事務局長である。

また認証評価の受審に向け、評価委員会の役割の一部であった｢第三者評価への対

応に関する事項｣を、令和元年度に再編した認証評価対応委員会が主として行うこ

ととした。  

認証評価対応委員会の構成員は、学長、評価委員長、常任理事・ALO、常任理事・

学生部長、常任理事・事務局長、教務部長、キャリア支援部長、教職センター所長、

図書館長、女子体育研究所所長、健康管理センター所長、地域交流センター所長、

入試部長、広報部長、保健体育学科主任、児童教育学科主任である。事務職員は認

証評価対応委員会に合わせ認証評価対応作業部会を再編し、構成員は常任理事・

ALO、事務局次長、総務課長、経理課長、管財課長、入試課長、広報課長、教務課

長、学生課長、キャリア支援課長、教職課長、地域交流センター事務室長、女子体

育研究所係長、総務課主査、図書館事務室主査、企画調査室員である。  

これまで認証評価機関へ提出した自己点検・評価報告書は平成 18 年、平成 25 年

ともに本学ウェブサイトで公開しており、本学の自己点検・評価活動についても毎

年本学ウェブサイトに掲載している。単年度の場合は｢点検報告｣とし、隔年で 2 年

分をまとめ｢点検・評価年報｣として公開している。また｢点検・評価年報｣は冊子に

して、事務局部署や図書館等で学生や教職員が閲覧できるようにしている(備付-

68)。   

本学の自己点検・評価活動は事務局各課職員が担当業務ごとに点検・評価項目を

確認しており、点検・評価は部館所長と各課長・室長が行っている。  

また、自己点検・評価活動の一環として毎年、学生による｢授業評価アンケート｣

を実施しており、専任教員・非常勤講師が担当する全ての授業で評価を行なってい

る。学生の回答率は過去 5 年間を見ると平均約 83％と高水準の回答率を維持して

いる。FD 委員会と取りまとめを行う企画調査室では、教員からの意見と授業評価

の実態を把握しながら、教員の実施率や学生の回答率の向上に努めている。専任教

員と非常勤講師の過去 5 年間の実施状況は以下のとおりである。  

 

【専任教員・非常勤講師の｢授業評価アンケート｣実施状況】     単位：人   

 平成 27 年  平成 28 年  平成 29 年  平成 30 年  令和元年  

前期  後期  前期  後期  前期  後期  前期  後期  前期  後期  

専

任  

50 
未 実 施 ： 0 

53 
未 実 施 ： 1 

54 
未 実 施 ： 1 

55 
未 実 施 ： 0 

55 
未 実 施 ： 0 

56 
未 実 施 ： 0 

57 
未 実 施 ： 0 

58 
未 実 施 ： 0 

57 
未 実 施 ： 0 

58 
未 実 施 ： 0 

非

常

勤  

23 
未 実 施 ： 2 

20 
未 実 施 ： 7 

19 
未 実 施 ： 5 

22 
未 実 施 ： 4 

26 
未 実 施 ： 7 

29 
未 実 施 ： 6 

27 
未 実 施 ： 1 

30 
未 実 施 ： 0 

30 
未 実 施 ： 1 

28 
未 実 施 ： 0 
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  令和 2 年度から「授業評価アンケート」の実施方法をマークシート方式からウ

ェブ方式に切り替え、質問項目の見直しを行った(備付-69)。  

 

＜見直しの観点＞  

 

 

 

 

 

 

また、ウェブ方式に変更したことで、通常の対面による授業が実施できない状況

下においても、アンケート調査を実施できる。このように、教員・職員が協力し、

積極的に自己点検・評価活動に関与している。  

学外のステークホルダーからの評価が自己点検・活動には重要である。このため、

令和元年度に試験的に OG が勤務する高等学校へ建学の精神、三つの方針、教育目

的・目標、本学ウェブサイトで公開中の自己点検・評価などについて意見聴取を行

なった(備付-71)。主な意見は入学試験の合格基準や経済的な支援についてであっ

た。こうした意見等を参考に令和 2 年度の自己点検・評価項目の見直しを図る。今

後は、保護者や産業界などへの意見聴取をさらに行い、本学における適切な外部評

価の改善・充実を図っていく。 

外部評価として、短期大学基準協会の認証評価を二度受審している。本学は平成

5 年から毎年内部評価としての自己点検・評価活動を行なっている。そこで挙げら

れた課題は関係部署が次年度の点検・評価までに改革・改善できるよう努めている。 

この内部質保証システムをより一層機能させるため、学長より令和元年 6 月定

例教授会で教育の質保証委員会の設置が示され令和 2 年 1 月 1 日施行となった(提

出-11) (備付 -規約集 126 教育の質保証委員会規程)この委員会の構成員は、学

長、事務局長、学内理事 2 名(学生部長兼任者含む)、教務部長、教職センター所

長、キャリア支援部長、入試委員長、学科主任 3 名である。また、委員会の機能は、

全学的な教育の質に関わる事案を横断的・総合的に議論するもので、その後の常任

理事会、理事会で審議して方向性を決定し、関係委員会・部署が具体的な対応を行

うシステムである。組織体制は以下の図で示したとおりである。 

 

【「教育の質保証委員会｣体制図】  

 

①  学生の回答のしやすさ  

②  学習実態の把握  

③  授業そのものに対する評価質問と学生自身の評価質問の明確化  

④  実施結果の汎用性の拡大  
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本学では、前述したように、これまで自己点検・評価の結果を改革・改善に結び

付けるための組織の構築を行ってきた。その結果、図に示すような体制が整い、関

係各課、部館所長は評価の向上を常に意識して取り組むことができるようになっ

た。具体的には、令和元年度の教育の質保証委員会において、平成 29・30 年度共

に｢C｣と評価された項目に関する対応策について検討を行い、バリアフリー化の取

り組みや海外からの研究者の招致への対応を次年度の検討課題としていくことを

確認した(備付 -72)。  

 

［区分 基準Ⅰ -C-2 教育の質を保証している。］  

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

 

(1) 学習成果を焦点とする査定(アセスメント)の手法を有している。  

(2) 査定の手法を定期的に点検している。  

(3) 教育の向上・充実のための PDCA サイクルを活用している。  

(4) 学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法

令を遵守している。  

 

＜区分 基準Ⅰ -C-2 の現状＞  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)で示す教育目標の実現のた

めには、学生の自律的な学習行動の発現とそれを実現するための効果的な教育を

行うことが重要である。そのためには学習と教育の質を保証する必要がある。これ

らの質を保証するためには、適切な学習指標の設定と評価・点検が不可欠である。

ここでは、本学の成果を中心とした教育の質保証に係る取り組みについて記述し

ていく。  

 

(1)学びの構造  

＜保健体育学科＞  

1 年次、教養科目である｢藤村トヨの教育(必修)｣を通して建学の精神を学び、本

学における学びの基礎を構築し、｢キャリアデザイン (必修)｣、｢国語基礎講座(必

修)｣を通して人間力を養う。基礎理論は｢スポーツ原理(必修)｣、｢生理学(必修)｣

｢スポーツ史(必修)｣、｢スポーツ栄養学(必修)｣の 4 科目である。基礎実技は、幅広

く学べるように選択必修科目とし、｢水泳(含む海浜実習)(必修)｣、｢体つくり運動

(選択)｣、｢器械運動(選択)｣、｢陸上競技(選択)｣、｢球技(選択)｣、｢ダンス(選択)｣

の領域は 12 科目を開講しており幅広く学ぶ選択必修である。選択領域理論・実習

では｢スポーツ医学(含む救急法)(選択)｣、｢学校保健(含む小児保健、精神保健、学

校安全)(選択)｣、｢スポーツ行政学(選択)｣、｢アスレティックコンディショニング

(選択)｣、｢キャンプ(選択)｣、｢スキー(選択)｣、｢スノーボード(選択)｣他、これら

の講義と演習や実技で体育短期大学の土台となる体育・スポーツの基礎と実技を

体得する。  

2 年次、教養科目である｢思想と人間観(選択)｣、｢社会と人間(選択)｣、｢英語表

現(選択)｣で、指導者として様々な領域に柔軟に対応できる指導力を養う。基礎理

論である｢スポーツ心理学(必修)｣で体育・スポーツの心の役割を学び．幅広い年代

のスポーツへの関わり方を理解する。基礎実技の｢新体操 a(選択)｣、｢球技(ハンド

ボール・バスケットボール)(選択)｣、｢武道(柔道・剣道)(選択)｣他を通して実技の

専門的な領域を学び、指導者としての実践力を養う。選択領域理論・実習では｢運

動学(含む運動方法(選択)｣、｢トレーニング概論(選択)｣、｢スポーツ社会学(選択)｣、

｢レクリエーション実習｣、｢社会体育施設実習｣等を通して、より体育・スポーツの
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専門的・実践的な知識を学び、指導者としての即戦力を磨く(提出-12)。  

このように、1 年次で体育の理論と実技の基礎をしっかり身につけ、2 年次では

専門的な分野を領域別に選択し高度な技術を修得し、自分の目指す進路へ進む力

を身につけて、体育教育のエキスパートを育成する構造になっている。  

 

【保健体育学科】

 

 

また、中学校教諭二種免許状の取得を目指すものはさらに 1・2 年次通して、教

職に関する科目を履修することにより将来、中学校教諭 (保健体育)としての道も

開かれる(提出-12)。  

＜児童教育学科＞  

「幼小コース」と「幼保コース」を設置し、進路に合わせ将来を見据えた学びが

得られる。教養科目は両コースとも同科目で 1 年次、｢藤村トヨの教育(必修)｣を通

して建学の精神を学び、本学における学びの基礎を構築し、｢キャリアデザイン(必

修)｣、｢国語基礎講座(必修)｣、｢野外活動実習(必修)｣等を通して人間力を養う。2

年次、｢総合表現(創作オペレッタ)(必修・選択)｣、｢外国語コミュニケーション(英

語)Ⅰ｣、｢海外英語・文化講座｣、｢体育理論・体育実技(含む水泳)｣等で様々な領域

に柔軟に対応し、指導できる力を養う。  

〇幼小コース  

1 年次、幼稚園教諭・小学校教諭共通の教科科目として、｢国語(必修)｣、｢社会

(必修)｣、｢算数(必修)｣、｢理科(必修)｣、｢音楽(必修)｣、｢図画工作(必修)｣、｢体育・

幼児体育(必修)｣の 7 教科と、｢教師論(必修)｣、｢教育原理(必修)｣、｢保育原理(必

修)｣｢発達心理学(必修)｣等の基礎理論を学び理解する。  

また、幼稚園教諭免許に必要な保育内容指導法として、｢保育内容(健康)指導法

(必修)｣、｢保育内容(言葉)指導法(必修)｣、｢保育内容(表現)指導法(必修)｣学び、

現場実習の｢教育実習(幼稚園)Ⅰ(必修)｣に繋げる。小学校教諭免許科目としては、

｢国語科教育法(必修)｣他、7 教科の各教育内容指導法と、教育方法 (含情報機器及

び教材活用)を学ぶ。それぞれ目指す資格にあわせ、これらの講義と演習や実習で

幼児から児童の発達に合わせた教育法について学び、3 歳から 12 歳の発達段階を

理解した教育者として必要な創造力を養う。  

2 年次、幼稚園教諭の教職科目として、｢保育・教育課程論(必修)｣、｢保育内容

総論(必修)｣、｢幼児理解(必修)｣や、｢保育内容(人間関係)指導法(必修)、｢保育内

容(環境)指導法(必修)｣、｢保育内容(音楽表現)指導法(必修)｣、｢保育内容(造形表

現)指導法(必修)｣等の指導法を学び、｢教育実習(幼稚園)Ⅱ(必修)｣や｢保育・教職

(幼稚園)実践演習(必修)｣に繋げる。小学校教諭免許科目として、｢教育課程論(必

修)｣｢道徳の指導法(必修)｣、｢特別活動の指導法 (必修)｣、｢特別支援教育概論 (必
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修)｣｢教育相談(必修)｣等、児童教育に必要な専門理論を学び｢教育実習(必修)｣、

｢教職実践演習(必修)｣に繋げ、教育者としての実践力を養う。これらの講義と演習

や実習で幼児・児童教育の本質と理想を追求し指導者の資質を高め、多様化する現

代社会における教育問題及び社会問題を理解する。  

このように、1 年次では幼児・児童の教育の基礎理論となる教科・領域科目を中

心とした専門科目を学び、2 年次ではさらに発展した専門科目により保育者・幼児

教育者としての即戦力を磨く(提出-12)。  

〇幼保コース  

1 年次、幼稚園教諭・保育士共通の科目として、｢音楽 A(必修)｣の教科科目と、

｢教育原理(必修))｣、｢発達心理学(必修)｣、｢保育原理(必修)｣、｢保育者・教師論(必

修)｣の基礎理論を学ぶ。また、｢保育内容(環境)指導法(必修)｣、｢保育内容(言葉)

指導法(必修)｣、｢保育内容(表現)指導法(必修)｣の指導法を身につける。幼稚園教

諭免許科目として、｢教育方法(必修)｣他を学び、1 年次の｢教育実習(幼稚園)Ⅰ(必

修)｣に繋げている。保育士資格科目として、｢子どもの家庭福祉(必修)｣、｢社会福

祉(必修)｣、｢障害児保育(必修)｣、｢保育実習指導Ⅰ(必修)｣他を学び、｢保育実習Ⅰ

(保育所)(必修)｣体験し、幼児から児童の発達に合わせた教育法について学び、0 歳

から 5 歳の発達段階を理解し教育者として必要な創造力を養う。  

2 年次、幼稚園・保育士共通の科目として、｢総合表現(創作オペレッタ(必修)｣、

｢保育・教育課程論(必修)｣、｢保育内容総論(必修)｣や保育内容の領域に必要な指導

法を学び、現場実習後の｢保育・教職(幼稚園)実践演習(必修)｣に繋げ実践力を養う。 

幼稚園教諭免許科目として、｢幼児理解(必修)｣、｢教育相談(必修)｣、｢教育実習

(幼稚園)Ⅱ(必修)｣他を学ぶ。保育士資格科目として、｢社会的養護(必修)｣、｢子ど

もの保健(必修)｣、｢子どもの食と栄養(必修)｣、｢乳児保育(必修)｣等の保育内容の

専門科目を学び、｢保育実習指導Ⅱ(選択必修)｣に繋げ、保育者としての実践力を養

う。これらの講義と演習や実習で乳幼児教育の本質と理想を追求し保育者・教育者

の資質を高め、多様化する現代社会における教育問題及び社会問題を理解する。  

このように、1 年次では乳幼児教育の基礎理論となる教科・領域科目を中心とし

た専門科目を学び、2 年次ではさらに発展した専門科目により保育者・教育者とし

ての即戦力を磨く(提出-12)。  

児童教育学科の両コースは共に保育及び幼児・児童教育のエキスパートの育成

を目指した学びの構造になっている。  

 

【児童教育学科】
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(2)アセスメントの考え方  

上記の学びの構造を踏まえ、学習成果の可視化を目的としたアセスメントの構

築を進めている。近年、｢文部科学省教学マネジメント特別委員会｣において、教

学マネジメント指針が提示され、アセスメントプランの概要が示された。本学で

は、このような状況を踏まえ、アセスメントプランの策定を見据えた｢学習成果を

評価するための評価方針｣を策定した(備付 -73)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学習成果は、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)を達成するた

めに 3 層構造に基づきアセスメントを設定している。このように多層構造のアセ

スメントを設定することで、本学の学びが適切に行われているかを点検できてい

る。  

学習成果を評価するための評価方針 

 

東京女子体育大学・東京女子体育短期大学では、学位授与方針（ディプロ

マ･ポリシー)、教育課程編成･実施の方針（カリキュラム･ポリシー)、入学者

受入れの方針（アドミッション･ポリシー )に基づき、学習成果を評価する方

法として、身につけるべき能力の修得状況を機関レベル※、学位プログラムレ

ベル（学部･学科)、科目レベル（授業)の 3 段階で評価する基準を定めていま

す。  

 

1．学習成果の評価基準  

本学における学習成果は、卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシ

ー)に基づき、求める各能力の修得状況について、達成すべき資質･能力を以

下の観点から評価します。なお、具体的な評価要件は下記に示すとおりです。 

 

①人間形成･知識･技能･理解力･指導力   

②実践的に必要な思考力･判断力･表現力  

③社会との関わり･関心･意欲  

 

2．学習成果の評価方法  

 （1)機関レベル※  

学生の就職率、卒業年次に実施する学習成果測定アンケート (卒業時アン

ケート )、就職先インタビュー、卒業生調査等によって、達成すべき資質･

能力の修得状況を評価します。  

 

 （2)学位プログラムレベル（学部･学科) 

卒業･進級要件の達成状況（単位修得状況･GPA)、学部･学科の所定の教

育課程における資格･免許の取得状況、学生調査アンケート等によって、

達成すべき資質･能力の修得状況を評価します。  

 

 （3)科目レベル（授業)  

シラバスで提示された成績評価基準等に基づいて、達成すべき資質･能力

の修得状況を評価します。  

 

    ※機関レベルには、大学及び短期大学が含まれる  
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(3)アセスメントの設計と方法  

アセスメントの設計にあたり、達成すべき能力ごとに直接評価と間接評価を組

み合わせて評価できるように設計している。  

直接評価では、試験や成績(GPA 含む)の結果、修得単位で査定を行う。間接評

価では、｢授業評価アンケート｣や｢学習成果測定アンケート｣等を用いている。また、

体育大学である本学では、身体能力を測定するために｢新体力テスト｣ (備付 -

81pp.3-34、78、79、80)を実施している。これら内部の評価指標以外にも、学びを

円滑にするため、全体的な基礎学力を把握することを目的として、｢日本語基礎力

テスト(旺文社)｣を行うことを決定した(備付 -74)。  

アセスメントの方法としては、定性的なアンケートやテストなどを中心に実施

しており、 IR を中心に様々な分析を行っている(備付 -75、76)。  

(4)アセスメントの実施事例  

アセスメントの実施事例は以下のとおりである。 

①  授業評価アンケート  

全学生を対象に、毎年前期・後期に実施する｢授業評価アンケート｣を評価指標と

し、学習成果の達成状況を評価している。授業担当教員は｢授業評価アンケート｣の

結果を参考に、シラバスに記載した科目の到達目標や授業内容などの見直しを行

い、次年度の授業実施に生かしている(備付 -77)。  

具体的には、｢授業評価アンケート｣の PDCA サイクル(下図)は、シラバスの作

成【PLAN・計画】を行い、各教員によって授業が実施【DO・実行】され、期末に

｢授業評価アンケート｣を実施【CHECK・評価】する。そして、授業評価結果の活

用として評価結果に基づく FD 研修会を開催し、シラバスの見直しが行われている

【ACT・改善】。これらの授業評価については、FD 委員会が中心となり、改善・充

実を図っている。  

 

【｢授業評価アンケート｣の PDCA サイクル】  

 

 
    

②  学習成果測定アンケート  

｢学習成果測定アンケート｣を開発しており、全在学生を対象に試験的に実施し

た(備付 -75、76)。本アンケートの実施により、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディ

プロマ・ポリシー)に掲げた身につけるべき能力について、学生がどの程度意識し

ているかを測った。質問項目は以下のとおりである。  
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【｢学習成果測定アンケート(卒業時アンケート)｣の質問項目(抜粋)】(備付 -76) 

＜本学であなたが学び、身につけたことについてお尋ねします。＞ 

 

Q1.  あなたは、1 年前のあなたに比べて、教養を広く身につけることができま  

したか。  

Q2.  ＜保健体育学科＞  

あなたは、1 年前のあなたに比べて、保健体育の内容を理解し実践できる  

ようになりましたか。  

Q2.  ＜児童教育学科＞  

あなたは、1 年前のあなたに比べて、「動きづくり」「音づくり」「ものづ  

くり」の視点から子供の成長過程を幅広く捉えられるようになりましたか。 

Q3.  あなたは、1 年前のあなたに比べて、自ら課題を設定し、分析や考察ができ  

るようになりましたか。  

Q4.  あなたは、1 年前のあなたに比べて、多様な人々の意見を聴き、理解した  

上で自分の考えを表現し、的確に伝えることができるようになりましたか。 

Q5.  あなたは、1 年前のあなたに比べて、社会の変化に伴う諸問題を理解し、  

探究心を持って積極的に解決できるようになったと思いますか。  

Q6.  ＜保健体育学科＞  

あなたは、1 年前のあなたに比べて、体育・スポーツの知識を生かして、  

社会の発展に貢献できるようになったと思いますか。  

Q6. ＜児童教育学科＞  

あなたは、1 年前のあなたに比べて、保育・幼児教育および児童教育の知識

を生かして、社会の発展に貢献できるようになったと思いますか。  

 

【｢学習成果測定アンケートの回答率】            単位：% 

学科  保健体育学科  児童教育学科  

学年  1 年  2 年  1 年  2 年  

Q1. 67.5 80.0 62.9 82.6 

Q2. 72.5 90.0 65.7 87.0 

Q3. 60.0 83.3 61.4 84.8 

Q4. 62.5 73.3 60.0 84.8 

Q5. 55.0 73.3 57.1 80.4 

Q6. 57.5 73.3 58.6 80.4 

(全回答者数：  

保健体育学科 1 年 40 人、2 年 30 人 /児童教育学科 1 年 70 人、2 年 46 人)  

※上記の数値は｢できるようになった｣、｢まあまあできるようになった｣を合

わせた解答率である。  

 

上記の学科・学年別集計結果を見ると、半数以上が｢身につけることができた｣と

回答しており、学年別に見ても、1 年次より卒業年次の方が身についたと実感する

学生の割合が高くなっている。  

今後、学習成果の査定の手法についてはアセスメントプランの構築とともに検

討していく。  

｢授業評価アンケート｣(備付 -119)のように様々な形で教職員に結果を報告し、
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それらに基づいて階層ごとに振り返りを行うことを目指している。  

関係法令の変更の確認及び遵守については、総務課が所管となり関係委員会で

確認を行なっており、学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確

認し遵守している。  

 

＜テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証の課題＞ 

本学は、特に教育の質保証を柱とした内部質保証体制の構築を進めてきたが、そ

のなかで、二点課題がある。  

一つ目は、本学の特徴である｢体育の学び｣をどう評価・点検していくかが重要な

課題である。いくつかの判断指標(大会での成績、体育実技における成績評価など)

はあるものの、全学的な独自指標の構築までには至っていない。これは安易な評価

指標を設定するのではなく、より建学の精神を踏まえた学びの指標を構築してい

くことが重要であり、今後、教育の質保証を進めていく上での課題である。  

二つ目は、学習成果に関する各種データの活用についてである。本学は平成 29

年度から学生調査アンケートを開始している。学習実態の把握が目的であり、学習

時間や１週間の平均アルバイト時間等があるが、そうした質問結果と GPA、所属

クラブなどの学生データを関連付け、分析を行うことで学生の特性が分かること

が、学生調査アンケートの結果分析で明らかになった(備付 -83)。こうした分析結

果を各部署に情報として提供し、改革・改善を行う際の検討材料として活用するこ

とが課題である。  

 このことから、卒業生数や就職率の公表だけでなく、「学生調査アンケート」や

｢学習成果測定アンケート」の公表も行なっていく必要がある(備付 -83、75、76)。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅰ -C 内部質保証の特記事項＞  

令和元年 9 月から外部の評価専門講師を｢内部質保証・ IR アドバイザー｣として

委嘱した。  

その結果、自己点検・評価活動を客観的に捉え、実践してくための仕組みが構築

されてきている。  

また、これまでの本学独自の内部質保証を含め内部質保証のあり方について、令

和元年 9 月に学長、学内理事、教育の質保証委員会委員、認証評価対応委員会委員

を対象とした講演会を実施した。また、同年 11 月には全教職員を対象に、講演会

を実施した(備付 -84、85)。こうした講演会などの内部質保証に関する研修を通じ

て、内部質保証の浸透を意識しつつ、円滑に機能させるための機会を設けている。 

 

＜基準Ⅰ  建学の精神と教育の効果の改善状況・改善計画＞  

(a) 前回の認証評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計画の実

施状況について  

建学の精神の行動計画は、建学の精神を通年的に表明し、一層の周知と啓発を図

るというものであった。この計画に対し、本学は毎年建学の精神を『大学案内』や

広報物に掲載するとともに、積極的に本学が主催する行事や挨拶に建学の精神を

伝える機会を設けてきた(提出 -1、2)。  

また、平成 25 年度から建学の精神を踏まえた公開講座である、成人講座｢大人

のラジオ体操｣を継続的に開講している。本講座は、本学を象徴する｢腰伸ばせ即ち

腹の力｣を体現する特色ある講座であり、本学教員と卒業生が講師を務めている。

さらに、本学は 2022 年に創立 120 周年を迎えることから、記念事業として記念式

典を行っていく。このため、学校法人藤村学園創立 120 周年記念誌編纂委員会を
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設置し、本学の建学の精神をより一層広く学外に周知できる一つの機会として取

り組んでいく。  

教育の効果の行動計画は行動・実践の点検と、学習成果の評価の透明化・学外へ

の表明である。このことについては、令和元年度に｢学習成果測定アンケート｣を短

期大学の全学年を対象に実施し、調査結果の活用に努めている(備付 -72、73)。ま

た、学外への表明については、本学ウェブサイトに就職率や教育職員等免許状取得

者数を掲載している(備付-48)。今後は前述した｢学習成果測定アンケート｣(備付 -

75、76)等の定性的な調査結果も公表できるよう努めたい。  

自己点検・評価の行動計画の｢日常的な自己点検・評価｣と｢自己点検・評価活動

における全教職員の関与｣については、評価委員会と令和元年度に設置した教育の

質保証委員会が連携し、経年的に見直しを行っている (備付 -72)。また｢自己点検・

評価の成果の活用｣ついては、前回受審時に改善課題として挙げた｢学生と自己点

検・評価を共有し、教育の効果を向上させる｣という課題について取り組んだ。  

令和元年度に行なった｢平成 29・30 年度自己点検・評価｣から評価が前年度から

改善された項目と次年度改善を要する項目を抽出し、PDCA サイクルの機能を学

生目線で分かりやすくまとめ、学内にポスター掲示を行なった (備付 -86)。学生へ

の意識づけを行い、今後は学生とどのように協働していくかを検討していく。  

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画  

本学ではアセスメント・プランの策定にあたり、令和元年度 12 月に｢文部科学

省教育マネジメント特別委員会｣から｢教学マネジメント指針｣に示されたアセスメ

ント・ポリシーからアセスメントプランへの変更・修正に沿って、教員の学習成果

への意識化と本学としての自律組織的な行動の重要性を踏まえ取り組んでいくこ

とが必要である。そこで、これまでの自己点検・評価を踏まえつつ、新たに方針・

実行計画・実施方法についての検討を始めたところである。  

今後は｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)で掲げた能力が卒業

時までに身についているかどうかを本学の体育短期大学としての独自性を生かし

ながら、多様かつ多面的に査定し、評価する体制を構築していく。  
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【基準Ⅱ 教育課程と学生支援】 

 

［テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 1 大学案内 2019 2 大学案内 2020 3 CAMPUS GUIDE 2019 

        8 東京女子体育短期大学学則  

9 ウェブサイト「本学園教育の目指すもの(3 つのポリシー)」  

https://www.twcpe.ac.jp/about/education.html 

12 2019 履修ナビ  

13 ウェブサイト「入学者受け入れの方針」  

  https://www.twcpe.ac.jp/admission/admission.html#gsc.tab=0 

14 2019 年度(令和元年度)シラバス   

21 2019(平成 31 年度)入学試験要項  

22 2019(平成 31 年度)入学試験要項(指定校用) 

23 東京女子体育大学 2019  

3 年次編入学・3 年次転入学試験「入試要項」  

 24 2019 年度入学試験案内  

25 2020(令和 2 年度)入学試験要項  

 26 2020(令和 2 年度)入学試験要項(指定校用) 

 27 東京女子体育大学 2020  

3 年次編入学・3 年次転入学試験「入試要項」  

28 2020 年度入学試験案内  

     

備付資料  42 就職先インタビュー  

｢東京アスレティッククラブ (TAC)ヒアリング｣記録  

43 就職先インタビュー｢バディ企画研究所ヒアリング｣記録  

46 ウェブサイト｢卒業生の進路状況 (児童教育学科 )｣ 

   https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_jidou.html  

#gsc.tab=0 

47 ウェブサイト｢卒業生の進路状況 (保健体育学科 )｣ 

https://www.twcpe.ac.jp/employment/situation_hoken.html 

#gsc.tab=0 

72 令和元年度第 3 回教育の質保証委員会会議記録  

75 2019 年度学習成果測定アンケート実施報告  

76 2019 年度学習成果測定アンケート (卒業時アンケート )実施報告  

77 令和元年度授業改善報告書  

82 IR 報告｢2019 年度学生調査アンケート・  

2019 年度学習成果測定アンケート｣ 

     83 令和元年度定例第 5 回教授会  校務一般資料 No.6 

｢平成 30 年度学生調査アンケートの実施報告について｣ 

89 ｢幼稚園長・保育所 (園 )長  懇談会｣ 

90 ｢企業・体育施設関係者  懇談会｣ 

92 2019 年度卒業生調査結果報告書  

94 インターンシップまとめ  

95 ウェブサイト｢編入学・転入学試験｣ 

   https://www.twcpe.ac.jp/admission/transfer.html#gsc.tab=0  

様式 6－基準

Ⅱ 
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101 卒業生の進路状況 (平成 27 年度～令和元年度 ) 

102 東京女子体育短期大学キャリア支援年間計画  

103 令和元年度定例第 1 回教授会資料  

｢平成 31 年 (2019）年度インターンシップについて｣ 

114 2019 年度入学者向け大学案内補助資料  

115 2020 年度入学者向け大学案内補助資料  

116 資格の手引き       

117 教育実習の手引き  

118 授業評価アンケート調査用紙  

119 令和元年度前期・後期｢授業評価アンケート｣結果  

127 ウェブサイト｢UNIVERSAL PASSPORT｣ 

   https://unipa.twcpe.ac.jp/up/faces/login/Com00501A.jsp 

249 ウェブサイト｢受験生 Q&A｣ 

https://www.twcpe.ac.jp/admission/faq.html#gsc.tab=0 

250 ウェブサイト｢お問い合わせ｣ 

   https://www.twcpe.ac.jp/college/contact.html#gsc.tab=0 

251 教職委員会資料｢保育実習指導Ⅰ 見学実習について｣ 

312 健康管理センター 項目別利用件数(平成 29・30 年度)業科目の履修等  

備付資料・規約集    

    127 東京女子体育短期大学学則  

    139 授業科目の履修等に関する内規  

       172 学校法人藤村学園  藤村トヨ奨励金規程  

 

［区分 基準Ⅱ-A-1 短期大学士の卒業認定・学位授与の方針(ディプロマ・ポリ

シー)を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、それぞれの学習成果

に対応している。 

 ①  学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、卒業の要件、成

績評価の基準、資格取得の要件を明確に示している。 

(2) 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針を定めている。 

(3) 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、社会的・国際的に通

用性がある。 

(4) 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針を定期的に点検してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-1 の現状＞ 

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)は、建学の精神と教育理念

を反映し、到達すべき学習成果に対応し、身につく 7 つの能力(3 大別 7 細別)を定

めている。  

保健体育学科の卒業認定・学位授与については、東京女子体育短期大学・学則第

26 条(卒業の認定)、28 条(学位の授与)、19 条(課程の履修)に定めている。また、

児童教育学科は、学則第 27 条(卒業の認定)、28 条(学位の授与)、20 条(課程の履

修)に定めている(提出-8)(備付 -規約集  127 東京女子体育短期大学学則)。  

 保健体育学科の卒業要件は、学則第 26 条において｢保健体育学科にあっては、2

か年以上在学し第 19 条所定の授業科目を履修し、62 単位以上を修得した者につ

いて、教授会の議を経て学長が卒業を認定する。｣と定めている。  
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児童教育学科の卒業要件は、学則第 27 条において｢児童教育学科にあっては、2

か年以上在学し第 20 条所定の授業科目を履修し、65 単位以上を修得した者につ

いて、教授会の議を経て学長が卒業を認定する。｣と定めている(提出-8)(備付 -規

約集  127 東京女子体育短期大学学則)。  

これらについては、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)に明確

に示している。  

 

＜保健体育学科＞  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜児童教育学科＞  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育目標をかかげ、2 年間の学修を通して、教育課程を修了して所定の単位数

を修得し、以下に定める能力を身につけた学生に対して、｢短期大学士（保健体育)｣

の学位を授与します。 

〔人間形成･知識･技能･理解力･指導力〕  

1. 豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけている。  

2. 保健体育の内容を理解し実践できる能力を有している。  

3. 専門分野にとどまらず、様々な領域に柔軟に対応し、指導できる力を有してい

る。  

〔実践的に必要な思考力･判断力･表現力〕 

4. 自ら設定した課題について、専門領域から分析･考察することができる。  

5. 多様な人々の意見を聴き、理解した上で自分の考えを表現し、的確に伝えるこ

とができる。 

〔社会との関わり･関心･意欲〕 

6. 社会の変化に伴う諸問題を理解し、探究心を持って積極的に解決することが

できる。 

7. 保健体育およびスポーツの知を生かし、社会の発展に貢献できる。  

教育目標をかかげ、2 年間の学修を通して、教育課程を修了して所定の単位数

を修得し、以下に定める能力を身につけた学生に対して、｢短期大学士（児童教

育)｣の学位を授与します。 

〔人間形成･知識･技能･理解力･指導力〕 

1. 豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけている。  

2. ｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣の視点から子どもの成長過程を幅広

くとらえることができる。 

3. 専門分野にとどまらず、様々な領域に柔軟に対応し、指導できる力を有して

いる。 

〔実践的に必要な思考力･判断力･表現力〕 

4. 自ら設定した課題について、専門領域から分析･考察することができる。  

5. 多様な人々の意見を聴き、理解した上で自分の考えを表現し、的確に伝える

ことができる。 

〔社会との関わり･関心･意欲〕 

6. 社会の変化に伴う諸問題を理解し、探究心を持って積極的に解決することが

できる。 

7. 保育･幼児教育および児童教育の知を生かし、社会の発展に貢献できる。 
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成績評価の基準については、学則第 23 条や｢授業科目の履修等に関する内規｣に

定めている。また、児童教育学科幼保コースの資格取得要件については、｢児童教

育学科幼保コース(指定保育士養成教育課程に関する細則 )｣に定めている。こうし

た基準や要件は、学生便覧『CAMPUS GUIDE』(提出 -3)に掲載している学則や｢資

格の手引き｣(備付 -116)、｢教育実習の手引き｣(備付 -117)等で周知している。  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)ついては、本学公式ウェブ

サイトや『大学案内』(提出-1、2)、学内で配布している授業支援ガイドブックと

なる『履修ナビ』(提出-12)にも毎年度明記している。教育目標及び学生が修得す

べき学習成果について、フレッシュウィークのオリエンテーションや後期授業開

始直前のオリエンテーションなどで説明している。  

保健体育学科の卒業生は、体育施設への就職が好調で、100％近い就職率を達成

できている。そして、これらの卒業生は民間のほか公共施設等で地域スポーツ振興

のために力を尽くしており、社会的に十分有用な人材を育成している(備付 -101)。 

 児童教育学科の卒業生は、幼稚園や保育所に 100％近い就職率となっている。こ

れらの卒業生は｢運動遊び｣など体育短期大学の特色を生かしたカリキュラムで身

につけた指導力を生かしており、幼稚園や保育所などの教育現場で高く評価され

ている(備付 -101)。  

 前述したとおり、建学の精神に基づき｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・

ポリシー)は到達すべき学習成果に対応し、身につく 7 つの能力(3 大別 7 細別)を

定めており、社会的・国際的な通用性を有している。  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)については、平成 26 年度

に改正され、令和元年度に見直しが行われた。また、令和元年 9 月から教育の質保

証委員会の依頼を受け、教務委員会が｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・

ポリシー)にある身につく 7 つの能力を、本学のカリキュラムに当てはめ、カリキ

ュラムマップを作成した。今後も社会の変化や動向を踏まえて｢卒業認定・学位授

与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)の定期的な点検・改善を行っていく。  

 

［区分 基準Ⅱ-A-2 教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー)を明確

に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学科・専攻課程の教育課程は、卒業認定・学位授与の方針に対応して

いる。 

(2) 学科・専攻課程の教育課程を、短期大学設置基準にのっとり体系的に

編成している。 

 ①   学科・専攻課程の学習成果に対応した、授業科目を編成してい

る。 

 ②   単位の実質化を図り、年間又は学期において履修できる単位数

の上限を定める努力をしている。 

 ③   成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判

定している。 

 ④   シラバスに必要な項目(学習成果、授業内容、準備学習の内

容、授業時間数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書等)を

明示している。 

 ⑤   通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には印刷教材等に

よる授業(添削等による指導を含む)、放送授業(添削等による指

導を含む)、面接授業又はメディアを利用して行う授業の実施を
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適切に行っている。 

(3) 学科・専攻課程の教員を、経歴・業績を基に、短期大学設置基準の教

員の資格にのっとり適切に配置している。 

(4) 学科・専攻課程の教育課程の見直しを定期的に行っている。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-2 の現状＞ 

 教育課程は、｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)に対応して、

｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)を定め、編成している。  

保健体育学科と児童教育学科の教育課程は、短期大学設置基準、教育職員免許法

及び指定保育士養成施設指定基準に則り、各授業科目を必修科目、選択科目に分け、

これらを各年次に配当して体系的に編成している (提出-8)(備付 -規約集  127 東京

女子体育短期大学学則第 18 条(教育課程))。また、カリキュラムマップにより、各

授業科目と｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)との関係を明確に

示している。  

＜保健体育学科＞  

 ｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜児童教育学科＞  

｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー) 

  

 

 

 

 

 

 

 

[カリキュラムの編成と教育内容] 

2 年間の学修を通して教育目標を達成するための、教養科目、基礎科目  

および体育の専門科目で編成します。 

○  教養科目 

本学の基本理念および歴史と伝統、国語、外国語等豊かな教養の基盤を  

養います。 

○  基礎科目･専門科目 

⚫ スポーツを基盤とした専門の基礎理論と基礎実技を学び、実践力を養い 

ます。 

⚫ 専門科目を選択することにより体育･スポーツの理論と実技の両面から専  

門的に学びます。 

[教育方法] 

講義、演習、実技、実習等を複合的に行い、学生同士が教え合い相互に学び  

合う協同学習を授業形態に取り入れています。 

[学修成果の評価方法] 

科目ごとに、シラバスに明示した評価の方法により、試験（筆記、実技等)、 

レポート等で行います。  

[カリキュラムの編成と教育内容] 

2 年間の学修を通して教育目標を達成するために、教養科目、児童教育･幼

児教育･保育に関する科目および教職に関する専門科目でカリキュラムを編

成しています。 

○  教養科目  

 本学の基本理念および歴史と伝統、国語、外国語等豊かな教養の基盤を養

います。 

○  専門科目  

 音楽、図画工作、教育原理、発達心理学等、保育･幼児教育および児童教

育の基礎理論と基礎実習により実践力を養います。 

⚫ 幼小コース：幼稚園教諭および小学校教諭の資格取得に必要な教科と実習     

⚫ 幼保コース：幼稚園教諭および保育士の資格取得に必要な教科と実習  

[教育方法] 
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＜保健体育学科＞  

保健体育学科は学校、社会、企業が求める体育・スポーツの幅広い優れた指導者

を育成することを目的としている。そのため、学習成果に対応した専門家としての

実践力を身につけるため、｢保健体育｣の教育職員免許状や各種資格が取得できる

よう多くの選択科目でカリキュラムを編成している。  

教養科目は、必修 3 科目 4 単位を含め 14 単位、専門に関する科目の｢基礎理論｣

(必修 5 科目 10 単位)と｢基礎実技｣(必修 1 科目 2 単位・選択 12 科目 12 単位)の  

24 単位を最低履修単位としている。専門に関する科目の｢選択理論｣と｢選択実習｣

は、｢教養科目｣及び｢専門に関する科目｣のうち最低修得単位数を上回って修得し

た科目や｢教職に関する科目｣のうち指定科目から修得した科目の単位数と合わせ

て 24 単位以上となるよう選択し、単位を修得する。  

 

保健体育学科(令和 2 年度入学) 

授業科目  必修  選択  最低履修単位数  

教養科目  4 単位  10 単位  14 単位  

専門科目  

基礎理論  10 単位   
24 単位  

基礎実技  2 単位  12 単位  

選択理論   
24 単位  24 単位  

選択実習   

教養科目の余剰単位   

  専門科目の余剰単位   

教職科目の指定科目の単位   

卒業要件単位  16 単位  46 単位  62 単位  

 

＜児童教育学科＞ 

 児童教育学科は、保育及び幼児・児童教育の有能な指導者の育成を目的としてい

る。平成 30 年 3 月 26 日付で東京都から｢指定保育士養成施設｣に指定され、平成

30 年 4 月から幼保コース(保育士養成課程)を開設した。体育短期大学の特性を生

かした専門的な体育教育｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣を学ぶカリキュラ

ムとなっている。また、進路希望に即したコース制を導入し、幼保コースでは、幼

稚園教諭二種免許状と保育士資格を、幼小コースでは、幼稚園教諭二種免許状と小

○  専門科目  

 音楽、図画工作、教育原理、発達心理学等、保育･幼児教育および児童教

育の基礎理論と基礎実習により実践力を養います。 

⚫ 幼小コース：幼稚園教諭および小学校教諭の資格取得に必要な教科と実習     

⚫ 幼保コース：幼稚園教諭および保育士の資格取得に必要な教科と実習  

[教育方法] 

｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣を重視した教育を展開するために、

講義、演習、実技実習等を複合的に行い、さらに保育実習･教育実習や卒業公

演である｢創作オペレッタ｣等を通してその能力を磨きあげます。 

[学修成果の評価方法] 

科目ごとに、シラバスに明示した評価の方法により、試験（筆記、実技等)、

レポート等で行います。  
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学校教諭二種免許状が取得できるようカリキュラムを体系的に編成している。こ

こでは｢幼小コース｣と｢幼保コース｣の履修モデル単位数を示す。  

○幼小コース  

幼稚園教員免許状と小学校教員免許状を取得し、さらにジュニアスポーツ指導

員資格や東京女子体育大学体育学部に編入学を目指す学生を対象としている。  

 卒業の最低修得単位数は65単位であるが、小学校・幼稚園の教員免許状を両方取

得するためには、さらに14単位が必要となるため、79単位の修得を目指し卒業す

ることになる。幼稚園教員免許状取得の場合は65単位、小学校教員免許状の場合は

70単位の修得となる。幼稚園教員免許状取得の場合は65単位、保育士資格の場合

は72単位の修得となる。  

 

児童教育学科幼小コース(令和 2 年度入学) 

授業科目  

幼稚園     

小学校教諭  
幼稚園教諭  小学校教諭  

最低履修単位数  最低履修単位数  最低履修単位数  

教養科目  
必修  13 単位  13  

単位  

13 単位  13  

単位  

13 単位  13  

単位  選択     

専門科目  

必修  65 単位  
66  

単位  

38 単位  
42  

単位  

43 単位  
47  

単位  
選択必修  1 単位   1 単位  

選択   4 単位  3 単位  

教養科目   

専門科目  
選択    10 単位  

10  

単位  
10 単位  

10  

単位  

取得要件単位  79 単位  65 単位  70 単位  

 

○幼保コース  

幼稚園教員免許状と保育士資格の両方の資格を取得し、さらにジュニアスポー

ツ指導員資格や東京女子体育大学体育学部に編入学を目指す学生を対象としてい

る。  

卒業の最低修得単位数は65単位であるが、幼稚園の教員免許状と保育士資格の

両方を取得するためには、さらに21単位が必要となるので86単位の修得を目指す

ことになる。  

 

児童教育学科幼保コース(令和 2 年度入学) 

授業科目  

幼稚園教諭  

保育士  
幼稚園教諭  保育士  

最低履修単位数  最低履修単位数  最低履修単位数  

教養科目  
必修  13 単位  13 

単位  

13 単位  13  

単位  

9 単位  11  

単位  選択    2 単位  

専門科目  

必修  68 単位  
73 

単位  

38 単位  
42  

単位  

54 単位  
61  

単位  
選択必修  5 単位   7 単位  

選択   4 単位   

教養科目   

専門目目  
選択    10 単位  

10  

単位  
  

取得要件単位  86 単位  65 単位  72 単位  
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各授業科目の単位の認定は、年間及び学期において履修できる単位数の上限を

定めている。 

保健体育学科は学期ごとに 23 単位を上限とし、年間 46 単位としている。児童

教育学科は完全セメスター制でないことから、年間 46 単位を上限としている。学

生が主体的に予習・復習ができるよう、授業科目ごとに課題や小テストなどをシラ

バスに明示している。授業の休講に対しても補講日、補講期間を設けて対応してい

る。 

成績評価は、短期大学設置基準に則り、学則第 23 条及び｢授業科目の履修等に

関する内規｣(備付 -規約集  127 東京女子体育短期大学学則、139 授業科目の履修等

に関する内規)により、試験の成績、提出物、平素の学習状況等をもとに総合的に判

定している。  

成績評価方法は、シラバス(提出 -14)への明示のほか、授業担当教員から学生に

授業ガイダンスを行った上で授業を行うようにしている。また、全ての学生に『履

修ナビ』(提出 -12)を配布して履修や成績評価について説明している。  

シラバスについては、｢シラバス作成要領｣を全教員に配布し、各教員が作成して

いる。その要領では、授業の概要、授業方法・形態、授業の到達目標(｢卒業認定・

学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)で目指す資質・能力)、授業計画、成績評

価方法、教科書・参考書、事前・事後学習及び学習時間(予習・復習)、授業担当教

員による授業内容との関連性について記述するよう明示している。  

通信による教育を行う学科・専攻課程は有していない。  

教員については、本学の教育課程を遂行するために、短期大学設置基準、教育職

員免許法及び本学短期大学教育職員資格審査規程を基に専門性、研究業績、教育業

績を踏まえ専任教員を適切に配置している。専任教員が担当できない授業科目は

非常勤講師が担当している。  

保健体育学科は、大学体育学部の教育課程の見直しと合わせて平成 27 年度に見

直しを行った。  

児童教育学科は、平成 30 年度に指定保育士資格認定校となったため教育課程を

改定し、「幼小コース」と「幼保コース」の教育課程を編成した。令和元年度には

保育士資格・教育職員免許法が改正となったため新法に適用するよう見直しを行

っている。  

また、令和元年度には、｢2020 カリキュラム検討プロジェクト｣及び｢同短期大学

検討部会｣が発足し、｢特色あるカリキュラムの改善｣として議論を進めた。体育短

期大学としての充実した体育・スポーツ施設の活用及び体育専門指導陣の活用を

生かした体育系科目の設置、教科科目の変更、科目の精選を軸に改正を行った。高

校生にとって魅力ある児童教育学科を目指して、令和 2 年度入学生より新しい教

育課程で運用を開始する。  

教育課程の見直しは定期的に行っている。令和元年に見直した｢卒業認定・学位

授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)にある身につく 7 つの能力(3 大別 7 細別)を、

現行の教育課程に当てはめてカリキュラムマップを策定した。  

今後は、授業科目と｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)で求め

る能力が学習成果と対応していることが視覚的に理解しやすくなったため改善を

図っていく。  
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［区分 基準Ⅱ-A-3 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教養

を培うよう編成している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 教養教育の内容と実施体制が確立している。 

(2) 教養教育と専門教育との関連が明確である。 

(3) 教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-3 の現状＞ 

本学の教養教育は、豊かな社会性と人間性を支える広い教養と、総合的な判断力

を培い、様々な領域に対応できる力を有することを考慮して内容と実施体制を確

立している。  

教養科目としては、基礎演習科目、教養科目(人文・社会・自然)、語学・情報科

目、体育科目で構成している。  

基礎演習科目としては、本学の建学の精神に通じる基本理念及び歴史と伝統を

学ぶ｢藤村トヨの教育｣、日本語の言語表現に関する知識・技能を身につける｢国語

基礎講座｣、自分の生き方や職業について目的意識をもって主体的に考え、充実し

た学生生活を送ろうとする意欲と行動力を育成する｢キャリアデザイン｣を 1 年次

に配置している。  

教養科目としては、人文学系の｢児童と文学｣・｢音と芸術｣、社会科学系の｢日本

国憲法｣・｢思想と人間観｣、自然科学系の｢環境と自然の保全｣・｢自然科学入門｣な

どの科目を配置し、人文、社会、自然領域等の幅広い学習ができるよう配慮してい

る。  

語学・情報科目としては、自分の考えを表現し、的確に伝えるコミュニケーショ

ン能力を養う｢外国語コミュニケーション (英語)｣、オーストラリアの一般家庭に

ホームステイしながら、英語の実践力や異文化理解度の向上を図る集中授業｢海外

英語・文化講座｣や多様化する高度情報化社会における諸問題に立ち向かう力を養

う｢情報リテラシー｣などの科目を配置している。  

体育科目としては、児童教育学科に体育短期大学の特色を生かした、｢野外活動

演習｣、｢体育理論｣、｢体育実技｣を配置している。  

児童教育学科では、専門科目の｢国語｣、｢社会｣、｢算数｣、｢理科｣、｢音楽｣、｢子

どもの健康｣、｢子どもの環境｣、｢子どもと人間関係｣等の教科科目及び領域に関す

る専門的事項の科目や｢教育内容指導法｣｢保育内容指導法｣｢教職実習｣科目に繋が

っている。また、総合表現｢創作オペレッタ｣は、2 年間で学んだ｢動きづくり｣｢音

づくり｣｢ものづくり｣の知識・技術を最大限生かし、すべて学生自身の力で創り上

げていく、2 年間の学びの集大成の場となっている。  

このほか、様々な領域に対応し指導できる力と社会の発展に貢献できる能力を

広げるために保健体育学科では｢ボランティア理論・実習｣、児童教育学科では｢地

域社会とボランティア｣の選択科目を配置している。  

これらの教養教育から修得した内容は、保健体育学科では専門教育の基礎理論、

基礎実技及び選択理論・実習などに繋げて、卒業後はスポーツの知を生かし、社会

の発展に貢献している。  

これらの学習効果の判定は、年 2 回行われる定期試験のほか、授業内で行われる

小テストや実技課題などによって総合的に評価し、単位を付与している。  

 さらに、教養教育を含め全授業科目について学生による｢授業評価アンケート｣

(備付 -118、119)を実施している。アンケートの結果は授業担当教員にフィードバ

ックし、それをもとに授業担当教員は｢授業改善報告書｣(備付 -77)を提出し、教育
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内容の改善・充実に取り組んでいる。  

また、令和 2 年 1 月と 3 月に｢学習成果測定アンケート｣を実施した(備付-75、

76)。その際、質問事項に本学の学びについて内容を加え、具体的に教養科目に対

する満足度も把握した。これらの結果を教育の質保証委員会で報告し、議論を行っ

た  (備付 -72)。今後、これらの結果を教養教育のさらなる発展に活用していく。加

えて、外部評価を入学時と卒業時に行うなど、教養教育の効果を定量的に把握する

機会を設定していく必要がある。  

 

［区分 基準Ⅱ-A-4 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際生

活に必要な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図

る職業教育の実施体制が明確である。 

(2) 職業教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-4 の現状＞ 

本学における専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る職業教育の

実施体制は以下のとおりである。  

(1)キャリア教育授業での取り組み  

1 学年前期の必修科目｢キャリアデザイン｣を設定している。教養教育から専門教

育へのステップとして、職業への接続を視野に入れた授業を展開している。また、

キャリア支援課では、キャリア支援委員会の協力を得て｢短期大学キャリア支援年

間計画｣を立て、キャリア支援課で開講している講座と必修科目｢キャリアデザイ

ン｣との連動を図っている。  

これら一連の取り組みは、職業や実際の社会生活に必要な能力である｢社会人基

礎力｣を育成する上で重要な役割を担っている。具体的には、必修科目｢キャリアデ

ザイン｣の授業において｢働く目的｣について考え、自己理解、自己適性を改めて考

える機会としている。その上で｢卒業後のライフデザイン｣を作成している。  

本学では、学科やコースに応じた学生のキャリア形成を図り、大学での養成から

社会へのつながりを考えたキャリア支援に取り組んでいる (備付 -102)。 

(2)各学科の取り組み  

＜保健体育学科＞  

保健体育学科では、学校教育・社会・企業が求める｢体育・スポーツの幅広い優

れた指導者、専門家｣としての実践力を身につけるために、各自の進路に合わせた

選択ができるように、多様な選択科目を開設している。学生は、2 年間の学びにお

いて、スポーツ科学を基盤とした体育・運動の基礎理論を実学として学び、かつ体

育・運動の基礎技能を修得し、社会に貢献できる実践知の獲得に努めている。また、

より高度な学びや研究を希望する学生のために、東京女子体育大学体育学部のカ

リキュラムとの互換性を高くするなどの取り組みを行っている。  

現在、企業等ではインターンシップが大変重要視されている。このため、本学で

は平成 29 年度からインターンシップを授業化・単位化し、15 時間のインターンシ

ップ実習を含め、職業意識の向上を目指した学びのステップを踏んだ内容として

いる。また、資格取得の要件である教育実習、社会体育施設実習なども職業教育の

一環として考え、実習の前指導と事後指導に力を入れ、より実践的な職業教育とし

ている(備付 -94、103)。  

＜児童教育学科＞  
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児童教育学科では、保育士と幼稚園教諭を目指す幼保コース、小学校教諭・幼稚

園教諭を目指す幼少コースの 2 コースを設けて、幅広く進路を考えられるように

設定している。学生は、2 年間の学びにおいて、選択したコースに合わせた学習を

進め、意欲と実践知を高めている。また、キャリア支援課主催で、｢保育・幼児施

設就職説明会｣を 10 月に 2 回開催している。各園・施設長及び職員から講話をし

ていただき、学生の職業意識を高められるようにしている。さらに体育学を深めた

い学生のために、東京女子体育大学体育学部体育学科への 3 年次編入学の進路も

可能としている(提出-23、27)(備付 -95)。  

また、幼稚園・小学校での教育実習、保育所や保育所以外の児童福祉施設で行う

保育実習はより学びの深い実践的な職業教育となっている。本学の教員が実習先

に訪問するとともに、実習先からは実習終了後に報告書が提出されている。学生か

らも実習終了後に実習日誌を提出させるとともに実習報告会を実施し、自分の実

習を省察する機会としている。特に入学後早期に実施される｢保育実習指導Ⅰ｣の

見学実習では、保育実践現場での初めての観察と体験であり、具体的な仕事へのイ

メージを持つことができる職業教育となっている(備付 -251)。  

職業教育の効果の測定・評価、改善については以下のとおりである。  

(1)進路先との情報交換会  

進路結果を踏まえた上で進路状況や進路先への調査及び懇談会などを開催し、

情報交換の機会を得ている(備付 -89、90)。  

(2)就職先インタビュー  

令和元年度から、本学卒業生を多く採用した企業を抽出し、インタビューを行っ

ている。インタビューの冒頭で、本学の教育理念、教育の特色、歴史について説明

した。その後、本学の卒業生に対する社会人基礎力を含めた評価並びに意見聴取を

した。さらに本学の学生教育に求める事項などについても質問を行った。このイン

タビューの回答を基に評価を行った(備付 -42、43)。また、短期的に改善できる点

については、学生への就職活動ガイダンスなどの機会にフィードバックしている。

今後はインタビューを通して見えた課題を検討していく。  

保健体育学科、児童教育学科の就職率は約 100％を維持しており、毎年度『大学

案内』や本学公式ウェブサイトに公表している(提出-1、2)(備付 -46、47)。この結

果は、クラス担任などの継続的な指導に加え、本学入学後のフレッシュウィークや

昼休みなどを利用したきめ細かい就職ガイダンスなどによる成果である。  

卒業後の進路状況については、卒業時に全員に就職状況を調査し、資料としてま

とめている(備付 -101)。  
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［区分 基準Ⅱ-A-5 入学者受入れの方針(アドミッション・ポリシー)を明確に

示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

 

(1) 入学者受入れの方針は学習成果に対応している。 

(2) 学生募集要項に入学者受入れの方針を明確に示している。  

(3) 入学者受入れの方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示し

ている。 

(4) 入学者選抜の方法(推薦、一般、AO 選抜等)は、入学者受入れの方針に

対応している。 

(5) 高大接続の観点により、多様な選抜についてそれぞれの選考基準を設

定して、公正かつ適正に実施している。 

(6) 授業料、その他入学に必要な経費を明示している。 

(7) アドミッション・オフィス等を整備している。 

(8) 受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。 

(9) 入学者受入れの方針を高等学校関係者の意見も聴取して定期的に点検

している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-5 の現状＞ 

｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)は、｢卒業認定・学位授与の

方針｣(ディプロマ・ポリシー)及び｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポ

リシー)と一体性、整合性を保つよう策定しており、学習成果に対応している。学

生が修得すべき学力、資質を｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)

に明示しており身につく能力を学習成果とし、｢入学者受入れの方針｣(アドミッシ

ョン・ポリシー)はそれを達成できる能力・知識等を持った学生を受け入れるとし

ている。 これは、『入学試験要項』、『入学試験案内』、(提出-21、22、24、25、

26、28)及び本学公式ウェブサイト「入学者受け入れの方針」(提出-13)に掲載し

明確に示している。    

｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)について受験生により理解

しやすい内容にするために令和元年度に見直しを行い、令和 3 年度入学者選抜か

ら運用する。このため、｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)を受験

生に理解しやすいように求める能力・知識等を簡潔に表し、各選抜において求める

人物像を明確にした。  

なお、令和 3 年度入学者選抜から運用する新｢入学者受入れの方針｣(アドミッシ

ョン・ポリシー)は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示しており、学力の  

3 要素である｢知識・技能｣｢思考力・判断力・表現力｣｢主体性・多様性・協働性｣に

従って、入学に際して求められる学力・資質・態度等について｢本学の求める人物

像｣としている。さらに各選抜では多様な入学試験により、入学者に求める能力を

多面的・多角的に評価し、総合的に判定することとした。｢入学者受入れの方針｣(ア

ドミッション・ポリシー)の新旧対照は以下のとおりである。  
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＜保健体育学科＞   

｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー) 

【令和 2 年度入試まで運用】     【令和 3 年度入試から運用】  

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健体育学科は建学の精神である｢心

身ともに健全で、質素で誠実、礼儀正

しい女子体育指導者の育成 ｣を体現

し、その姿勢をもって正しく社会の要

請に応え、教育への情熱ならびに高度

な専門知識と技能を有する実践的な

指導者の育成を教育の目標とします。 

 

保健体育学科は豊かな教養とスポー

ツ科学を基盤とした専門的な知識、

ならびに実践的指導力となる身体知

を養成する教育プログラムを展開し

ます。さらに、女性の感性を生かした

体育の実践を通して、体育･スポーツ

の意味や価値に関する認識を深め、

実践的な能力を身につけます。その

ことによって、女性として、あらゆる

世代にスポーツ文化を伝え、時代を

超えて浸透させていくことのできる

人材の育成を目指します。  

 

保健体育学科は自らの目的を実現す

るための旺盛な探究心と活発な行動

力をもち、安易に正解や結果を導こ

うとするのではなく、その過程を幅

広くとらえ不断の努力を惜しまず、

常に他人を思いやり、新しい自分を

発見しようとする意欲ある女性を求

めます。  

 

保健体育学科は文武両道を重んじ、

修学とスポーツ活動の両立を旨と

し、本学の歴史や理念および教育方

針を理解した上で、東京女子体育短

期大学で学びたいという熱意のある

女性を求めます。  

保健体育学科は、建学の精神である

「心身ともに健全で、質素で誠実、礼

儀正しい女子体育指導者の育成」を

体現し、その姿勢をもって正しく社

会の要請に応え、教育への情熱なら

びに高度な専門知識と技能を有する

実践的な指導者の育成を教育の目指

しています。  

受け入れ学生には、以下のいずれか

の能力を求めます。  

1. 入学後の修学に必要な基礎学力

としての知識や実技能力を有し

ている。  

－高等学校での履修内容を理解し

高等学校卒業相当の知識を有し

ている。  

－保健体育に関して、修学に必要

な実技能力を有している。  

 

2. 物事を多面的かつ多角的に観察

し、論理的に考察することがで

きる。  

 

3. 自分の考えをまとめて的確に表

現することができる。  

 

4. 保健体育およびスポーツに関わ

る諸門題に深い関心を持ち、社

会に積極的に貢献する意欲があ

る。  

 

5. 積極的に多様な人々とのコミュ

ニケーションを図り相互理解に

努めようとする態度を有してい

る。  
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＜児童教育学科＞  

｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー) 

【令和 2 年度入試まで運用】     【令和 3 年度入試から運用】  

 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童教育学科は建学の精神である｢心

身ともに健全で、質素で誠実、礼儀正し

い女子体育指導者の育成｣を体現し、そ

の姿勢をもって正しく社会の要請に応

え、児童教育･保育への情熱ならびに高

度な専門知識と技能を有する実践的な

指導者の育成を教育の目標とします。  

 

児童教育学科は豊かな教養と専門的な

知識、ならびに｢動きづくり｣、｢音づく

り｣、｢ものづくり｣という視野から、子

どもの感性に共振する身体知を養成す

る教育プログラムを展開します。さら

に、女性の感性を生かした体育の実践

を通して、幼児や児童の教育･保育に関

する認識を深め、専門的な能力を身に

つけます。これにより、女性として、子

どもたちの成長を支え、豊かな感性を

育てることのできる指導者の育成を目

指します。  

 

児童教育学科は“スポーツを愛し、子ど

もを愛せる人”を求めます。その上で、

自らの目的を実現するための旺盛な探

究心と活発な行動力をもち、安易に正

解や結果を導こうとするのではなく、

その過程を幅広くとらえ不断の努力を

惜しまず、常に他人を思いやり、新しい

自分を発見しようとする意欲ある女性

を求めます。また、本学の歴史や理念お

よび教育方針を理解した上で、本学科

で学びたいという熱意のある女性を求

めます。  

児童教育学科は、建学の精神である

「心身ともに健全で、質素で誠実、

礼儀正しい女子体育指導者の育成」

を体現し、その姿勢をもって正しく

社会の要請に応え、教育への情熱な

らびに高度な専門知識と技能を有す

る実践的な指導者の育成を教育の目

標とします。  

受け入れ学生には、以下のいずれか

の能力を求めます。  

1. 入学後の修学に必要な基礎学力

としての知識や実技能力を有し

ている。  

－高等学校での履修内容を理解し

高等学校卒業相当の知識を有し

ている。  

－音楽、図画工作、体育に関して、

修学に必要な実技能力を有して

いる。  

 

2. 物事を多面的かつ多角的に観察

し、論理的に考察することがで

きる。  

 

3. 自分の考えをまとめて的確に表

現することができる。  

 

4. “スポーツを愛し、子どもを愛せ

る人 “で、保育･幼児教育および児

童教育に関わる諸問題に深い関

心を持ち、社会に積極的に貢献

する意欲がある。  

 

5. 積極的に多様な人々とのコミュ

ニケーションを図り相互理解に

努めようとする態度を有してい

る。  



71 

上記の｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)に加え、学納金等、必

要な経費などの情報を毎年度の『入学試験要項』(提出-21、25)、『入学試験案内』

(提出-24、28)、『大学案内補助資料』(備付-114、115)及び本学公式ウェブサイ

ト(提出-13)にて明確に示している。  

また、進学説明会及び高校訪問において、入試委員、入試課・広報課職員、進路

アドバイザー、入試相談専門スタッフが志願者及び保護者等に対し『入学試験要項』

(提出-21、25)、『大学案内補助資料』(備付-114、115)ほか広報関係資料を用い

て明確に説明している。  

令和 3 年度入学者選抜においては、関係法令及び各年度の大学入学者選抜実施

要項「平成 31 年度大学入学者選抜実施要項について(平成 30 年 6 月 4 日付、文部

科学省高等教育局長)｣、｢大学入学者選抜実施要項(｢平成 33 年度大学入学者選抜

実施要項の見直しに係る予告の改正について (平成 30 年 10 月 22 日付、文部科学

省高等教育局長)｣、｢令和 2 年度大学入学者選抜実施要項について (令和元年 6 月

4 日付、文部科学省高等教育局長)｣)』を踏まえ、｢入学者受入れの方針｣(アドミッ

ション・ポリシー)をもとに、より高等学校での調査書、科目試験、面接試験等で

学力の 3 要素を総合的に評価することとした。｢2021 年度 各入学者選抜におけ

る｢学力の 3 要素｣の評価方法について｣は以下のとおりである。  

 

【2021 年度 各入学者選抜における｢学力の 3 要素｣の評価方法について】  

 

試験内容および評価内容（基準）
体育
学部

保健
体育
学科

児童
教育
学科

試験内容および評価内容（基準）
体育
学部

保健
体育
学科

児童
教育
学科

試験内容および評価内容（基準）
体育
学部

保健
体育
学科

児童
教育
学科

出願書類審査（調査書） ○ ○ ○ 出願書類審査（調査書） △ △ △ 出願書類審査（調査書） ○ ○ ○

プレゼンテーションシート(エントリーシート) ◎ ◎ ◎ プレゼンテーションシート(エントリーシート) ◎ ◎ ◎ プレゼンテーションシート(エントリーシート) ◎ ◎ ◎

個人面接試験
（プレゼンテーション５分程度含む20分）

◎ ◎ ◎
個人面接試験

（プレゼンテーション５分程度含む20分）
◎ ◎ ◎

個人面接試験
（プレゼンテーション５分程度含む20分）

◎ ◎ ◎

運動競技歴等換算点 〇 〇 △ 運動競技歴等換算点 ○ ○ △

出願書類審査（調査書・推薦書） ◎ ◎ ◎ 出願書類審査（調査書・推薦書） ◎ ◎ ◎ 出願書類審査（調査書・推薦書） △ △ △

プレゼンテーションシート（志望理由書） △ △ △ プレゼンテーションシート（志望理由書） ○ ○ ○ プレゼンテーションシート（志望理由書） ◎ ◎ ◎

集団面接試験
（プレゼンテーション2分程度含む15分）

△ △ △
集団面接試験

（プレゼンテーション2分程度含む15分）
○ ○ ○

集団面接試験
（プレゼンテーション2分程度含む15分）

◎ ◎ ◎

運動競技歴等換算点 〇 〇 運動競技歴等換算点 ○ ○

小論文（600文字）　公募のみ ◎ ◎ ◎ 小論文（600文字）　公募のみ ◎ ◎ ◎ 小論文（600文字）　公募のみ ◎ ◎ ◎

出願書類審査（調査書） ○ ○ ○ 出願書類審査（調査書） △ △ △ 出願書類審査（調査書） △ △ △

学科試験（国語・英語）　 ◎ ◎ ◎ 学科試験（国語・英語）　 ◎ ◎ ◎

運動競技歴等換算点 ◎ ◎ 運動競技歴等換算点 △ △

総合型選抜
（AO型入試）

学校推薦型選抜
（推薦入試）

◎特に評価する　〇評価する　△参考にする

選抜区分
（現行）

学力の３要素

一般選抜
（一般入試）

①知識・技能 ②思考力・判断力・表現力 ③主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度
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従来の AO 型入学試験、推薦入学試験、一般入学試験、センター試験利用入学試

験に対し入試区分の名称についても、令和元年度見直しを図り、総合型選抜、学校

推薦型選抜、一般選抜に大別して特色に沿った選抜を実施する。  

 

【入試区分名称の変更】  

令和 2 年度入試まで  令和 3 年度入試から  

AO 型入学試験  総合型選抜  

推薦入学試験  学校推薦型選抜  

一般入学試験  一般選抜  

  

AO 型入学試験(令和 3 年度入試から総合型選抜)では、特別選抜｢スポーツ、卒

業生子女等、社会人アスリート、帰国子女、留学生｣を実施している。また、一般

入学試験(令和 3 年度入試から一般選抜)では｢社会人、帰国子女｣を、推薦入学試験

(令和 3 年度入試から学校推薦型選抜)では協定校である藤村女子高等学校推薦制

度を実施し、多様な学生を受け入れている。また、高大接続の観点により、多様な

選抜についてそれぞれに選考基準を設定して、公正かつ適正に実施している。選抜

方法の詳細は以下のとおりである。  

 

｢AO 型入学試験 ≪令和 2 年度入試まで運用≫｣ 

 ｢入学後の学習・活動、将来の進路について明確な計画を有する人｣とさらに具体

的に受け入れ方針を以下のとおり明示している。  

 

＜保健体育学科＞  

1. 体育・スポーツに関する多様な興味・関心及び実績や能力がある者  

2. ダンス等の実績、表現能力がある者  

3. 地域でのスポーツ活動、ボランティア活動等の実績がある者  

4. 体育・スポーツに関するデータ収集・分析、外国語、情報活用への興味・関

心  及び能力がある者  

＜児童教育学科＞  

1. 幼児・児童と一緒の活動への興味・関心及び実績や能力がある者  

2. 音楽(作曲・ピアノ・管弦打楽器・声楽等)、美術(絵画・彫刻等)、文学(詩・

脚本等)等への興味・関心及び技能を持つ者  

3. スポーツ実績、ダンスやミュージカル等への興味・関心を持つ者  

4. ボランティア活動等の興味・関心及び実績がある者  

5. 外国語、情報活用への興味・関心及び能力がある者  

 

これらの受け入れ方針に沿って、体育・スポーツの能力、学習意欲、体育短期

大学への適性と、入学後の目的意識を総合的に評価するため、試験内容はエント

リーシート、面接、出願書類審査(高等学校における学習や各種活動及び本学に

おける学習目標や学習計画等を幅広く捉える)を実施している。  
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【AO 型入学試験の主な受験区分と基本的な考え方】  

一般  

本学の建学の精神や教育目標、本学学生の実態、他の入試

との整合性を考慮しつつ、各出願者の高等学校における学習

や各種活動及び本学における学習目標や学習計画等を多面的

に幅広く捉えて評定する。  

特別選抜  

(スポーツ) 

   

本学の建学の精神や教育目標、本学学生の実態、他の入試

との整合性を考慮しつつ、各出願者の高等学校における学習

や各種活動及び本学における学習目標や学習計画等を多面的

に幅広く捉えて評定する。さらにスポーツ活動において優れ

た能力及び競技歴を有し、本学の学生としてふさわしいか評

定する  

特別選抜  

(卒業生子女等) 

本学の建学の精神や教育目標、本学学生の実態、他の入試

との整合性を考慮しつつ、各出願者の高等学校における学習

や各種活動及び本学における学習目標や学習計画等を多面的

に幅広く捉えて評定する。さらに建学の精神や教育目標を深

く理解、共感する卒業生子女等、在学生姉妹等、在職教職員

の血族者及び卒業生教員の教え子を受け入れることにより、

本学の学風と伝統を維持し発展に寄与することを目的として

評定する。  

 

 ｢推薦入学試験≪令和 2 年度入試まで運用≫｣ 

【推薦入学試験の受験区分と基本的な考え方】  

公募推薦  

保健体育学科  

出身高等学校長等の推薦のある者につい

て、出願書類審査、面接、小論文、運動競技歴

換算点により総合的に評定する。  

児童教育学科  
出願書類審査、面接、小論文により総合的

に評定する。  

指定校推薦 
保健体育学科 

児童教育学科  

本学が指定する高等学校長等の推薦のある

ものについて、出願書類審査、面接により評

定する。  

スポーツ推薦 保健体育学科  

出身高等学校長等の推薦及び本学のクラブ

部長の推薦をもって、出願書類審査、面接に

より評定する。  

 

｢一般入学試験≪令和 2 年度入試まで運用≫｣ 

【一般入学試験の受験区分と基本的な考え方】  

一般  

保健体育学科  

出願書類審査、運動競技歴または調査書 (保

健体育)の換算点の高い方、学科試験 (国語、

英語の 2 科目受験(高いほうの得点を採用)も

しくは 1 科目受験の選択制)を実施し、総合的

に評定する。  

児童教育学科  

学科試験(国語、英語の 2 科目受験(高いほ

うの得点を採用)もしくは 1 科目受験の選択

制)を実施し、総合的に評定する。  

特別選抜  

(社会人・帰国子女 ) 

保健体育学科  

児童教育学科  
上記内容に面接を加え、総合的に評定する。 
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上記に示したとおり、それぞれの入学試験において、特性に応じた選考基準を設

定して公正かつ適正に入学試験を実施している。当日の入試運営に関しては試験

ごとに｢入学試験実施要項｣及び｢入試委員役割分担表｣を作成し確実かつ円滑な運

営を図っている。実施要項等は入試委員会で原案を作成し、教授会で協議し決定し

ている。また、合否判定については入試委員会にて合否判定資料を作成し、最終的

な判定は公正に期するよう教授会の協議を経て決定している。  

授業料、その他入学に必要な経費は、『入学試験要項』(提出 -21、25)及び本学

公式ウェブサイトに明示しており、入学後にかかる費用についても、オープンキャ

ンパスで配布している『大学案内補助資料』 (備付 -114、115)に掲載し、個別相談

や進学説明会、学校訪問時において説明している。  

また、短期大学から本学体育学部体育学科への編入学試験(提出 -23、27)につい

ては毎年度の『大学案内』(提出 -1、2)や本学公式ウェブサイトに明示しており、

オープンキャンパスにおいても広く説明している。。  

アドミッション・オフィス等については、現在のところ入試部 (入試委員会・入

試課)を中心にその役割を担っている。今後、総合型選抜の改革に伴ない検討して

いく。  

受験の問い合わせなどに対しては、学内で実施されるオープンキャンパスでの

個別相談や学外での進学説明会等で、受験生や保護者に説明し、高等学校などから

の受験の問い合わせに対しても適切に対応している。また、各年度の『入学試験要

項』及び本学公式ウェブサイトでも出願時の質問事項をまとめた｢受験生 Q&A｣（備

付 -249)を設けるとともに、問い合わせ先(備付 -250)を明示し、電話及び来訪によ

る相談等個別に対応している。  

｢入学者受け入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)及び入学者の受け入れ態

勢や入学試験の内容については、学生募集活動である高校での進学説明会やイン

ターハイの視察おいて、高等学校関係者の意見を聴取している。現場で収集した情

報を基に、改善点等について毎年入試委員会において検討している。  

また、協定校である藤村女子高等学校には毎年訪問し、高校側の状況、指定校

推薦に係る内容等についての要望を聴取する機会を設けている。このように広く

情報を収集し定期的に点検しているが、今後、外部評価の観点から高等学校関係者

との意見交換を積極的に行っていく。  

 

［区分 基準Ⅱ-A-6 短期大学及び学科・専攻課程の学習成果は明確である。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

 

(1) 学習成果に具体性がある。 

(2) 学習成果は一定期間内で獲得可能である。  

(3) 学習成果は測定可能である。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-6 の現状＞ 

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)には、学生に身につく 7 つ

の能力(3 大別 7 細別)を学習成果とし以下のとおり定めている。  
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＜保健体育学科＞  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

〔人間形成・知識・技能・理解力・指導力〕  

1. 豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけている。  

2. 保健体育の内容を理解し実践できる能力を有している。  

3. 専門分野にとどまらず、様々な領域に柔軟に対応し、指導できる力を有して

いる。  

 

〔実践的に必要な思考力・判断力・表現力〕  

4. 自ら設定した課題について、専門領域から分析・考察することができる。  

5. 多様な人々の意見を聴き、理解した上で自分の考えを表現し、的確に伝える

ことができる。  

 

〔社会との関わり・関心・意欲〕  

6. 社会の変化に伴う諸問題を理解し、探究心を持って積極的に解決することが

できる。  

7. 保健体育及びスポーツの知を生かし、社会の発展に貢献できる。  

 

＜児童教育学科＞  

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

〔人間形成・知識・技能・理解力・指導力〕  

1. 豊かな社会性と人間性を支える広い教養を身につけている。  

2. ｢動きづくり｣｢音づくり｣｢ものづくり｣の視点から子どもの成長過程を幅広

くとらえることできる。  

3. 専門分野にとどまらず、様々な領域に柔軟に対応し、指導できる力を有して

いる。  

 

〔実践的に必要な思考力・判断力・表現力〕  

4. 自ら設定した課題について、専門領域から分析・考察することができる。  

5. 多様な人々の意見を聴き、理解した上で自分の考えを表現し、的確に伝える

ことができる。  

 

〔社会との関わり・関心・意欲〕  

6. 社会の変化に伴う諸問題を理解し、探究心を持って積極的に解決することが

できる。  

7. 保育・幼児教育及び児童教育の知を生かし、社会の発展に貢献できる。  

  

学習成果は、カリキュラムマップとカリキュラムチェックリストを用いて明確

化し、シラバスには授業科目の到達目標である｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディ

プロマ・ポリシー)で目指す資質・能力を記載するようにしている。このことによ

り、各授業科目は学習成果に対応させ身につく能力を示している。    

授業科目は、児童教育学科の実習科目を除いて、半期ごとに学習成果を獲得でき

る授業計画となっている。修得単位や GPA、卒業・就職率からみて、ほとんどの

学生が 2 年間の一定期間内で学習成果の獲得が可能となっている。  

授業科目の成績評価は、筆記・実技試験、小テスト、提出物(レポート等)、授業
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の取り組み(学習意欲・態度)等により総合的な判断に基づいて行っている。  

また、学習成果は直接評価と間接評価を用いて示すことができる。直接評価は修

得単位や就職率、体力測定等で示すことができ、間接評価は｢学習成果測定アンケ

ート｣、「学生調査アンケート」で行っている(備付 -75、76、82、83)。  

直接評価においても充実を図るため、令和 2 年度からはより客観的に本学の学

習成果を把握するため｢日本語基礎力テスト｣等の外部テストを実施していく。  

 

［区分 基準Ⅱ-A-7 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する

仕組みをもっている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

 

(1) GPA 分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試験の合格率、

学生の業績の集積(ポートフォリオ)、ルーブリック分布などを活用し

ている。 

(2) 学生調査や学生による自己評価、同窓生・雇用者への調査、インター

ンシップや留学などへの参加率、大学編入学率、在籍率、卒業率、就

職率などを活用している。 

(3) 学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表している。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-7 の現状＞ 

 平成 28 年度入学生から GPA 制度を導入し、学期 GPA と累積 GPA を算出して

いる。学生は｢UNIVERSAL PASSPORT｣(備付 -127)から自らの GPA を確認する

ことができる。また、大学は学生の学年や学科ごとの GPA 分布により、学習成果

の獲得状況を把握している。こうした GPA 分布と平成 29 年度から実施している

｢学生調査アンケート｣の集計結果を関連付け、学生の学習状況の実態を把握する

ことに努めている(備付 -82、83)。  

 ｢学生調査アンケート｣については、アンケートの結果を必修科目｢キャリアデザ

イン｣の授業で活用している。学生はアンケートの結果を基に意見や感想を書くな

どして、本学の学生の実態把握に活用している。また、同窓生や雇用者の調査も実

施し、その結果は学生の就職活動ガイダンス等の機会にフィードバックされ、キャ

リアデザインを考える際の一助となっている(備付-92)。その他、大学編入学率、

卒業率、就職率などのデータは入試・広報活動で活用している。  

GPA と修得単位数の活用としては、クラス担任が GPA の低い学生や修得単位数

の少ない学生について個人面談等を行い指導するとともに、その状況結果を教務

課へ報告している。  

また、毎年度末に成績優秀者を表彰する｢藤村トヨ奨励金｣(備付 -規約集  172 学

校法人藤村学園 藤村トヨ奨励金規程)の選出や、各種奨学生の選考に活用してい

る。  

今後、GPA は令和 2 年度から導入される高等教育無償化対象学生の成績の基準

指標に活用して、厳格化を図っていく方針である。  

 学生調査やインターンシップ等の参加率、大学編入学率、就職率等、学位修得者

数、教育職員免許状・保育士資格取得者数等の取得率を用いて内部質保証・ IR を

行う企画調査室と関係各課が連携しながら、量的・質的データを用いて測定する仕

組み作りに取り組んでいる。  

 今後は、GPA や修得単位、｢学習成果測定アンケート｣実施結果等の学習成果の

量的・質的評価データの公表を行っていく(備付 -75、76)。  
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［区分 基準Ⅱ-A-8 学生の卒業後評価への取り組みを行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 卒業生の進路先からの評価を聴取している。 

(2) 聴取した結果を学習成果の点検に活用している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-8 の現状＞ 

評価聴取については、毎年度実施している (1)懇談会及び(2)就職先インタビュ

ーから聴取している。  

(1)｢企業・体育施設懇談会｣｢幼稚園長・保育所長との懇談会｣について  

＜保健体育学科＞  

卒業生の進路先からの評価については、キャリア支援課が毎年実施している｢企

業・体育施設等との懇談会｣において、卒業生が就職した勤務先と情報交換を行っ

ている。この中で、本学卒業生の特徴や勤務状況等についての評価を得ている。ま

た、企業に就職した卒業生も参加し、現在の仕事や社会人として大学での学びをど

のように生かしているのかなど、一人ずつ発表する機会も設けている (備付 -90)。  

＜児童教育学科＞  

  卒業生の進路先からの評価については、キャリア支援課が毎年実施している｢幼

稚園並びに保育所長との懇談会｣において、卒業生が就職した勤務先と情報交換を

行っている。本学からキャリア支援委員会の教員に加え児童教育学科の教員も出

席し、園長や所長とより具体的な情報交換の場となっている。児童教育学科の教員

からは養成から採用へのステップについての考えなどを説明し、理解と協力を依

頼するとともに、幼稚園長や保育所長からも現場の状況や求める学生などの話を

いただき、より実践知を高めるための養成のあり方について考える機会となって

いる(備付 -89)。  

(2)就職先インタビューについて  

  令和元年 9 月 27 日に、本学の学生を多く採用して企業を抽出し、インタビュー

を行った。短期大学側からインタビューの冒頭に本学の教育理念、教育の特色、歴

史について説明した。その上で、企業側から本学の卒業生に対する評価並びに社会

人基礎力などについて聴取した。また、本学の学生の養成に関して期待する事項な

どについても聴取した。従来の企業などとの懇談会に加え、単独でインタビューを

実施したことにより、より現実的な情報を得ることができ、学生への学びに生かせ

る内容であった(備付 -42、43)。  

  卒業生の進路先の把握については、キャリア支援課で例年卒業時に調査し、資料

としてまとめている。また、卒業後の再就職等に関しての支援も行っており、この

ことを在学生にも周知している。今後は、卒業後の就業状況等の追跡調査も実施し

ていく必要が有ると考える。  

  さらに学生の職業意識を高めるために、企業・公務員・教員等で働く卒業生に就

職対策講座の講師や仕事内容や採用試験対策のアドバイスなどを依頼して、実践

力が高められるようにしている(備付 -102)。  

  進路先からの聴取した結果については、前述した就職先インタビュー実施後に、

キャリア支援部長・課長、｢キャリアデザイン｣授業担当教員、企画調査室員、内部

質保証・ IR アドバイザー等により分析を行い、学習成果の点検に活用するととも

に、今後の課題について検討会を行った。検討内容は、キャリア支援課に報告され、

今後の支援体制に繋がるように活用を図っていく。  
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＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の課題＞  

保健体育学科の教育課程は、基本的に平成 27 年度カリキュラムである。ただし、

改正後 5 年が経過していることから、令和元年度に若干のカリキュラム改正を行

っている。具体的には、大学体育学部体育学科との接続等を配慮した編成とし、大

学 3 年次への編入学の進路選択も可能としている。また、教職課程の改正に伴い科

目の追加を行った。  

現在、短期大学の状況は厳しく、社会のニーズと志願者の要望を加味した教育課

程の編成が一つの課題となっている。社会でスポーツと健康志向が高まる中、体育

指導者の育成は重要となっている。こうしたことから、短期大学保健体育学科とし

ての強みを明確にした教育課程の編成を検討する時期と捉えている。2 年間の学習

の集大成となるような特色のある科目の配置や、幅広い教養を身につけ社会の要

請に応える人材育成となる教育課程に改正していくことは、就職、就職後の定着率

にも繋がると考えている。  

児童教育学科は保育士資格や幼稚園・小学校教諭免許状を取得する教育課程と

なっており、「幼小コース」と「幼保コース」の 2 コース制の中で複数の免許を取

得するための多くの必修科目で編成している。各授業科目の授業内容、指導方法を

シラバスや｢授業評価アンケート｣の内容から徐々に改善し、授業形態を明確にし

ていくことが挙げられる。また、アクティブ・ラーニング等の活用も推進していく

ことも課題である。  

今後は、多くの必修科目があることから、選択科目や開講学年等の設定時期につ

いて再検討する必要がある。また、令和 2 年 3 月保育士資格取得者が初めて卒業

することから、2 年間の学習成果の把握・分析、改善等を行っていく必要がある。

さらに、学習成果のルーブリックやポートフォリオなどの質的測定や成果の公表

についても検討が必要である。  

 

＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の特記事項＞ 

 児童教育学科の幼小コースには、小学校教諭二種免許状取得希望の科目等履修

生を受け入れている。東京女子体育大学体育学部 3・4 年生に対して授業の支障の

ない範囲で履修を許可している。児童教育学科の学生は、大学生とともに学習する

ことが刺激となり、知識や技術等の学習成果を上げている。  
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［テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 3 CAMPUS GUIDE 2019  12 2019 履修ナビ  

     14 2019 年度(令和元年度)シラバス  

15 2019 年度行事予定表  

16 ウェブサイト「2019 年度行事予定表」  

   https://www.twcpe.ac.jp/students/pdf/twcpe-2019events.pdf 

       17 図書館利用案内(パンフレット) 

18 LiVRE 学校法人藤村学園東京女子体育大学・  

短期大学付属図書館報 2019 秋号 №30 

 

19 LiVRE 学校法人藤村学園東京女子体育大学・  

短期大学付属図書館報 2020 春号 №31 

20 健康管理センターご案内(パンフレット) 

  

備付資料  36 令和 2 年度定例第 1 回教授会  教職センター資料 No.1 

｢令和元年度教員免許状取得状況等について｣ 

42 就職先インタビュー  

｢東京アスレティッククラブ (TAC)ヒアリング｣記録  

43 就職先インタビュー｢バディ企画研究所ヒアリング｣記録  

72 令和元年度第 3 回教育の質保証委員会会議記録  

73 令和元年度第 4 回教育の質保証委員会会議記録  

75 2019 年度学習成果測定アンケート実施報告  

76 2019 年度学習成果測定アンケート (卒業時アンケート )実施報告  

77 令和元年度授業改善報告書  

82 IR 報告｢2019 年度学生調査アンケート・  

2019 年度学習成果測定アンケート｣ 

83 令和元年度定例第 5 回教授会  校務一般資料 No.6 

｢平成 30 年度学生調査アンケートの実施報告について｣ 

91 ｢共通科目Ⅰ｣受講上の注意等  

92 2019 年度卒業生調査結果報告書  

93 2021 卒 就職活動ガイドブック ｢なりたい！｣の実現を目指して  

94 インターンシップまとめ  

96 ウェブサイト｢東女体大就活支援ナビ｣ 

http;//st.uc.career-

tasu.jp/login/?id=34b0d75c63572f15aecd3775d29b3129 

97 キャリアカウンセリングの相談実績  

98 キャリア支援課 後期オリエンテーション PP 

99 キャリア支援課 フレッシュウィーク PP 

100 就職活動報告会まとめ  

101 卒業生の進路状況 (平成 27 年度～令和元年度 ) 

102 東京女子体育短期大学キャリア支援年間計画  

104 令和元年度第 8 回キャリア支援委員会資料  

｢令和元年度｢秘書技能検定 (2 級 )対策講座｣実施及び  

｢第 119 回 秘書技能検定試験 (2 級 )学内試験｣結果報告｣ 

105 令和 2 年度定例第 2 回教授会キャリア支援部資料№2 
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｢令和元年度 各種資格認定試験の結果について｣ 

106 ｢令和 2 年度公立学校教員採用候補者選考試験直前対策講座｣資料   

107 令和元年度共通科目Ⅰ集中講座について (ジュニアスポーツ ) 

指導員基礎科目  

     108 令和元年度｢就職対策講座Ⅰ (基礎）｣資料一式  

     109 令和元年度｢就職対策講座Ⅱ (直前）｣資料一式  

110 令和元年度健康運動実践指導者認定試験受験申込について  

111 令和元年度日赤救急法講習会実施要項  

112 令和元年度日赤水上安全法講習会実施要項  

113 令和元年度定例第 4 回教授会  キャリア支援部資料 No.1 

｢令和元年度秘書技能検定 (2 級 )対策講座及び検定試験について  

116 資格取得の手引き  

118 授業評価アンケート調査用紙  

119 令和元年度前期・後期｢授業評価アンケート｣結果  

120 学友会会則  

121 ｢教職ラーニングステーション｣ 資料  

122 令和元年度｢教師力養成講座 (観察実習 )｣資料一式  

123 平成 31 年度｢教養対策講座｣(英語） (理科）実施計画  

125 平成 31 年度前期オリエンテーション資料  

126 令和元年度後期オリエンテーション資料  

127 ウェブサイト｢UNIVERSAL PASSPORT｣ 

   https://unipa.twcpe.ac.jp/up/faces/login/Com00501A.jsp 

128 GPA 分布グラフ (2019 年度学科学年別）  

129 平成 31 年度フレッシュウィーク (オリエンテーション )日程表  

130 東京女子体育大学  東京女子体育短期大学  後援会規約  

131 令和 2 年度 東京女子体育大学  東京女子体育短期大学   

後援会総会議案書 (予算書） 

132 ふじ寮 (パンフレット）  

133 学生寮管理規則  

134 独立行政法人日本学生支援機構｢業務方法書｣ 

135 健康管理センター 項目別利用件数 (平成 29・30 年度 ) 

136 スターターズブック  

236 令和元年度学生委員会議事録  

238 令和元年度キャリア支援委員会議事録  

252 令和元年度定例第 5 回教授会  キャリア支援部資料 No.1 

｢令和元年度健康運動指導士認定試験対策講座日程」 

253 令和元年度定例第 5 回教授会  キャリア支援部資料 No.1 

｢令和元年度健康運動実践指導者対策講座日程」  

254 令和元年度定例第 5 回教授会  キャリア支援部資料 No.1 

｢令和元年度共通科目Ⅰ集中講座日程表 (ジュニアスポーツ ) 

指導員基礎科目」 

255 授業時間割  

256 オフィスアワー時間割  

 

備付資料・規約集  

20 学校法人藤村学園文書取扱規程第 4 章  

134 学生委員会規程  
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119 奨学生選考委員会規程  

103 藤村学園スポーツ特別奨学生規程  

106 スポーツ推薦等選考部会運営規程  

105 学校法人藤村学園スカラシップ制度規程  

166 学校法人藤村学園育英奨学生規程  

169 スポーツ奨学生規程、  

172 学校法人藤村学園藤村トヨ奨励金規程  

171 国際競技会等に対する激励金及び報奨金授与規程  

 

［区分 基準Ⅱ-B-1 学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 教員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。  

 ① 教員は、シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況

を評価している。 

 ② 教員は、学習成果の獲得状況を適切に把握している。  

 ③ 教員は、学生による授業評価を定期的に受けて、授業改善に活用し

ている。 

 ④ 教員は、授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調

整を図っている。 

 ⑤ 教員は、教育目的・目標の達成状況を把握・評価している。 

 ⑥ 教員は、学生に対して履修及び卒業に至る指導を行っている。  

(2) 事務職員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。  

 ①  事務職員は、所属部署の職務を通じて学習成果を認識して、学習成

果の獲得に貢献している。 

 ② 事務職員は、所属部署の職務を通じて教育目的・目標の達成状況を

把握している。 

 ③ 事務職員は、所属部署の職務を通じて学生に対して履修及び卒業に

至る支援を行っている。 

 ④ 事務職員は、学生の成績記録を規程に基づき適切に保管している。  

(3) 教職員は、学習成果の獲得に向けて施設設備及び技術的資源を有効に

活用している。 

 ① 図書館又は学習資源センター等の専門的職員は、学生の学習向上の

ために支援を行っている。 

 ② 教職員は、学生の図書館又は学習資源センター等の利便性を向上さ

せている。 

 ③ 教職員は、学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。  

 ④ 教職員は、学生による無線 LAN 及びコンピュータの利用を促進し、

適切に活用し、管理している。 

 ⑤ 教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピュー

タ利用技術の向上を図っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-1 の現状＞ 

教員は、学生に各授業科目の成績評価基準をシラバスに明示し周知しており、学

生はウェブサイトから閲覧できるようになっている。また、授業担当教員は各科目

の評価基準に沿って成績評価を行っている。  

さらに平成元年度から、全学生を対象に｢学習成果測定アンケート｣(備付 -75、

76)を実施し、学習成果の獲得状況を把握している。  
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本学では、全授業科目を対象に学生による｢授業評価アンケート｣(備付 -118)を

毎年 2 回実施している。その結果、設問ごとにレーダーチャートを作成し、教員に

フィードバックしている。教員は、その結果から課題や改善点などを『授業改善報

告書』として提出し、授業改善に活用している。この『授業改善報告書』は図書館

や学長室等に保管している(備付 -77)。  

 関連する授業担当教員は、同一競技間、同系列の授業において、授業内容等を共

有しシラバスの授業計画を作成している。また、体育実技、体育理論、一般・教職

の領域主任や保育部会等を中心に、効果的な授業内容となるよう意思の疎通、協

力・調整を図っている。  

 教員は各授業科目の成績評価や学生の GPA 等の数値化(備付 -128)から、学習成

果を客観的に把握し、教授会等において卒業率、資格・教員免許状取得率や教育職

員採用率等(備付 -36、104、105)から教育目標の達成状況を把握している。また上

記で述べた｢学習成果測定アンケート｣については、3 月に実施した｢学習成果測定

アンケート(卒業時アンケート)｣と合わせて令和 2 年 3 月の教育の質保証委員会で

報告を行った(備付 -73、75、76)。  

学生に対する履修及び卒業に至るまで、クラス担任や教務課・教務委員会、教職

課・教職委員会で履修、授業運営、教育実習、成績評価、卒業認定等の一連の内容

を検討しながら指導に当たっている。クラス担任はウェブサイト｢UNIVERSAL 

PASSPORT｣(備付 -127)を利用して、学生の履修状況・成績状況・出席状況を閲覧

することができる。このため、クラス担任は学生の履修・学習状況を把握しており、

成績不良の学生については個人面談等を実施して、指導に当たっている。また、ク

ラス担任以外の全教員で新学期オリエンテーションやオフィスアワー等を利用し

て学生の指導に当たっている(備付 -125、126、129)。  

事務職員は、小規模短期大学の強みを生かし、学習成果の獲得に向け、学生一人

ひとりに合った適切な支援を行っている。  

入学時に実施するフレッシュウィークは、学生生活が円滑にスタートできるよ

うに、事務職員は各委員会と協力し、履修登録、免許・資格取得、就職支援及び、

健康管理センターなど、各部署の利用方法や事務手続きを説明するガイダンスを

実施している。  

教務課、学生課、教職課、キャリア支援課では学生の履修状況、授業の出席状況、

資格の取得状況、就職状況を把握することにより学習成果を認識している。また、

IR を行う企画調査室では学内の各種データを収集・提供することにより、学習成

果を認識している。このように事務職員は担当事務を通して学習成果の獲得に貢

献している。  

本学が掲げた教育目的・目標の達成状況については、所属部署がそれぞれに把握

することに努めている。  

単位修得のための支援、学習の円滑化、生活相談、就職相談、保護者との対話等

において、事務職員は、教員とは異なる観点から学園生活の充実を図り学生支援の

基盤を支えている。  

教務課、学生課、教職課、キャリア支援課は年間を通して履修から卒業に至るま

でに必要なガイダンス、講座等を実施し支援している。また、経理課は、学納金収

納業務を通して経済的理由で学業を断念することのないように、学生課、教務課と

学生情報を共有し支援している。  

卒業に向けた支援としては、教務課、学生課、教職課、キャリア支援課が連携で

各授業担当教員に対して長期欠席学生の調査を実施し、長期間授業を欠席してい

る学生の実態を把握している。その結果は、クラス担任と連携して個々の学生を指

導するための基礎情報として有効に活用する等、教員との情報共有等の連携を取
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りながら履修及び卒業に至る支援を行っている。  

教務課では成績記録を規程に基づき適切に保管している(備付 -規約集  20 学校

法人藤村学園文書取扱規程第 4 章)。  

図書館では入学時に実施するフレッシュウィークにおいて『図書館利用案内』を

配布するとともに、活用のためのオリエンテーションを実施し、図書館利用方法の

周知に努めている(提出 -17)。また、カウンターに司書が常駐し、常時、利用相談

に応じる体制を整えている。地上 1 階、2 階、地下 1 階にそれぞれ蔵書検索専用端

末を設置し、利便性の向上を図っている。この蔵書検索機能をインターネット上に

設定し、図書館外やスマートフォンなどの携帯端末からも検索できるようにして

いる。  

図書館ウェブサイトにシラバス掲載図書のリストと教育実習・保育実習関連図

書リストを公開し、学生が活用できるよう提供している。また、児童教育学科の卒

業学年に行う音楽研究発表会｢創作オペレッタ｣に関連する資料を収集、提供して

いる。  

教員で組織する図書館運営委員会と図書館専門職員は、図書館運営委員会事業

として、資料選定、新入生オリエンテーション(備付 -125、129)、ライブラリー・

ツアー、公開講座｢絵本から広がる子育て｣、藤園祭参加行事｢図書館は楽しい｣、図

書館広報誌｢LiVRE｣(提出-18、19)の発行を行っている。  

学生の学習向上支援のため、図書館は｢図書館は楽しい(藤園祭参加イベント)｣

において、児童教育学科の学生に絵本の読み聞かせや、エプロンシアター、クラフ

トワークなどを実演する機会を提供してる。このイベントには毎年一般から多数

の参加があり、地域・社会への貢献の機会にもなっている。  

年 2 回発行の図書館広報誌｢LiVRE｣では、読書への機会を提供するために教職

員や学生による書評を中心に図書館に関する情報の広報に努め、学生の学習向上

のための支援を行っている。  

また、図書館の開館時間については、平日が 9 時から 17 時、土曜が 9 時から 13

時であるが、授業期間中は閉館時間を平日は 19 時まで、土曜は 14 時までに延長

し、前期・後期試験前や卒業研究提出前には平日は 20 時まで、土曜は 17 時まで

に延長して、学生の学習向上のための支援を行っている(提出 -18、19)。  

 

【令和元年度 開館日数・入館者数】   【令和元年度 貸出数】  

 
 

学内のコンピュータの活用状況は、教室に設置された ICT 機器や AV 機器を活

用して効果的な授業を行っている。他にも、学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カ

リキュラム・ポリシー)に基づいてコンピュータによる授業を行う教室としてマル

チメディアルームを設置しており、機器を整備し適切に活用し、管理している。  

研究室、事務室、教室には無線 LAN が設置されており、教職員には 1 人 1 台の

パソコンが貸与され、短期大学運営や授業に活用している。  

学生の無線 LAN の接続については再整備し、2 号館 3・4 階、4 号館、6 号館 1・

2 階、10 号館 1・2 階が令和 2 年 6 月には使用開始となる。  

学習・研究への活用目的でスタディルームや図書館のコンピュータを常時開放

開館日数 259日 貸出人数(人） 貸出冊数（冊）

年間累計入館者数 32,669人 学生 1,326 2,711

１日平均入館者数 126人 教職員 259 1,245

卒業生 20 113

学外者 0 0

合計 1,605 4,069
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するなどして、インターネットなどを使用できる環境を確保している。さらに現在、

学生の無線 LAN への接続範囲を拡張するため至急整備を進めている。  

 学生が｢UNIVERSAL PASSPORT｣(備付 -127)から履修登録や、大学からの連絡、

休講、教室変更などの情報をスマートフォンやパソコンから確認できるよう環境

を整備している。  

 全教職員を対象としたコンピュータ利用技術の向上を図った講習会は実施して

いないが、管財課内に情報支援員を配置し、教育課程及び学生支援を充実させるた

めにコンピュータ技術の向上に関するアドバイスや援助を行うとともに、コンピ

ュータ端末のトラブル等にも対応している。  

 

［区分 基準Ⅱ-B-2 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 入学手続者に対し入学までに授業や学生生活についての情報を提供し

ている。 

(2) 入学者に対し学習、学生生活のためのオリエンテーション等を行って

いる。 

(3) 学習成果の獲得に向けて、学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方

法や科目の選択のためのガイダンス等を行っている。 

(4) 学習成果の獲得に向けて、学生便覧等、学習支援のための印刷物 (ウェ

ブサイトを含む)を発行している。 

(5) 学習成果の獲得に向けて、基礎学力が不足する学生に対し補習授業等

を行っている。 

(6) 学習成果の獲得に向けて、学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指

導助言を行う体制を整備している。 

(7) 学習成果の獲得に向けて、通信による教育を行う学科・専攻課程の場

合には、添削等による指導の学習支援の体制を整備している。  

(8) 学習成果の獲得に向けて、進度の速い学生や優秀な学生に対する学習

上の配慮や学習支援を行っている。 

(9) 必要に応じて学習成果の獲得に向けて、留学生の受入れ及び留学生の

派遣(長期・短期)を行っている。 

(10) 学習成果の獲得状況の量的・質的データに基づき学習支援方策を点検

している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-2 の現状＞ 

 本学は少人数のクラス担任制をとっており、クラス担任は、入学直後に個人面談

を行っている。入学予定者に対して、入学前に「スターターズブック」(備付 -136)

を配付し、基礎的な学力を把握するための課題を課し、入学前の学習を促している。

スターターズブックは入学後にクラス担任に提出し、クラス担任は個人面談を行

い、個々の学生の高校の基礎学力を把握して、短期大学の学習に速やかに移行でき

るような支援を行っている。  

新入生には、毎年度入学式直後に全学生を対象にフレッシュウィーク期間を設

け、学習成果の獲得に必要な履修登録、免許・資格取得、就職支援及び健康管理セ

ンターなどのガイダンスを実施している。各部署の利用方法及び事務手続きを説

明し、学生生活が円滑にスタートできるよう努めている。このフレッシュウィーク

期間には、新入生だけでなく学年ごとに履修指導の時間を取り、履修計画や時間割

の作り方、履修登録の方法など詳細な説明を行っている(備付 -129)。  

フレッシュウィーク期間後、1 週間を授業ガイダンス期間として、授業担当教員
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が授業内容、成績の評価基準等の説明を行った上で、一回目の授業を行っている。

新入生には、クラス担任が個人面談を行い、短期大学での授業に取り組む姿勢・マ

ナーや基礎的な学習技法をアドバイスし、短期大学生としての自覚と学習意欲の

向上を図っている。さらに、保健体育学科では｢水泳Ⅰ(含海浜実習)｣を 7 月に、児

童教育学科では｢野外活動(含水泳)｣を 8 月に、それぞれ必修教科として位置付け

て実施している。その初日に実習とは別にフレッシュマンセミナーも開講し、学長

及びクラス担任の参加の下で学長の講話やクラス討議などを行い、｢水泳Ⅰ(含海

浜実習)｣や｢野外活動(含水泳)｣の実習に生かせるように工夫している。  

学習成果の獲得に向け、印刷物としては、毎年度、全入学者に対し、学園生活全

般について記した『CAMPUS GUIDE』(提出 -3)を発行・配付している。その中で

も重要なポイントについては、オリエンテーション (備付 -125、126、129)などを

通じて周知・説明しており、学生が内容を確かめ理解する機会を十分に整備してい

る。ウェブサイトでは、授業時間割表(備付 -255)、シラバス(提出 -14)、行事予定

表(提出 -15、16)、『履修ナビ』(提出 -12)、各種届け出様式を掲載して、積極的な

活用を学生へ促している。  

補講日・補講期間については、前期後期にそれぞれ機会を設け、行事予定に示し

ている。補習については、授業担当教員が適宜行っている。また、講義科目に限ら

ず、実技科目、演習科目、集中授業などでも、意欲ある学生に対して個別に指導を

行い単位修得に向けて手厚い支援を行っている。  

学習内容については、授業担当教員が適切な指導助言を行い、さらに、クラス担

任や事務職員も支援にあたる体制になっている。また、教員間での情報交換も円滑

であり、学生の事情によっては他の教員が支援にあたることもある。  

学生の学習上の悩みについては、教職員の学習支援の中で把握し、適宜クラス担

任がその指導にあたる体制が定着している。全教員のオフィスアワーを前期・後期

ともに明示し、学生が気軽に相談できる体制も整えている(備付 -256)。授業担当教

員とクラス担任の情報共有も、学習支援制度に沿って円滑に行っている。これらの

取り組みが解決しない場合は、クラブ・学生生活全般については学生課・学生委員

会が対応する。  

また、心身の問題等については教育相談室において専門の担当教員が対応する

など、多面的で多角的な支援体制を講じている。他にも、基準Ⅱ−B−1 でも述べた

が、学生の学習状況の把握のために、教務課、学生課の連携で各授業担当教員に対

して長期欠席学生の調査を実施し、長期間授業を欠席している学生の実態を把握

している。その結果は、クラス担任と連携して個々の学生の事情を把握し指導を行

っている。また、本学教員が担当する学生相談、臨床心理士が担当するメンタル相

談を行っており、学習上の悩みなどを含めたカウンセリングの体制を整えている

(備付 -135)。  

本学には、通信教育課程等通信による教育を行う学科は設置していないため、添

削等による教育指導は行っていない。  

学生の学習成果の獲得については、進度の早い学生には、授業内で学生自身が異

なる観点を見出し学習するとともに、授業担当教員がオフィスアワーや昼休み、放

課後等を活用して個別指導を行っている。また、優秀な学生については、年間で履

修できる単位の上限を緩和し、学習機会を広げ、学生の学習成果の獲得に繋げてい

る。  

留学生の受け入れは可能であるが、現在、短期大学に留学生は在籍しておらず、

また、留学生の派遣は行っていない。  

学習支援方策の点検については、質的データである｢授業評価アンケート｣の実

施結果(備付 -119)を基に、教員が『授業改善報告書』(備付 -77)の作成を通して振
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り返り点検を行い、次年度の授業改善に生かしている。 

量的データについては、それぞれの部署で管理し、所属の事務職員が適宜活用し

ている。また、これらのデータは IR を行う企画調査室が収集・分析を行い、結果

をフィードバックしている。さらに、学長・学内理事へ報告を行っている。このよ

うに全教職員で量的・質的データを共有し、学習支援方策の点検に活用している。

今後は教職員への更なる量的・質的データの共有・活用・点検が行えるよう検討し

ていく。  

 

［区分 基準Ⅱ-B-3 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行って

いる。］  

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学生の生活支援のための教職員の組織 (学生指導、厚生補導等)を整

備している。 

(2) クラブ活動、学園行事、学友会など、学生が主体的に参画する活動

が行われるよう支援体制を整えている。 

(3) 学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮し

ている。 

(4) 宿舎が必要な学生に支援(学生寮、宿舎のあっせん等)を行ってい

る。 

(5) 通学のための便宜(通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等)を図

っている。 

(6) 奨学金等、学生への経済的支援のための制度を設けている。  

(7) 学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整

えている。 

(8) 学生生活に関して学生の意見や要望の聴取に努めている。  

(9) 留学生が在籍する場合、留学生の学習 (日本語教育等)及び生活を支

援する体制を整えている。 

(10) 社会人学生が在籍する場合、社会人学生の学習を支援する体制を整え

ている。 

(11) 障がい者の受入れのための施設を整備するなど、障がい者への支援体

制を整えている。 

(12) 長期履修生を受入れる体制を整えている。  

(13) 学生の社会的活動(地域活動、地域貢献、ボランティア活動等 )に対し

て積極的に評価している。 

 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-3 の現状＞  

学生の生活支援のための教職員の組織は、教授会の下に教員組織の学生委員会

と事務組織の学生課を設置し、学生生活全般について教員と事務職員が協力して

適切に運営している(備付‐規約集 134 学生委員会規程)。  

学生の意見や要望、生活相談等については、授業、窓口業務、各種ガイダンス、

研究、課外活動、学外実習等様々な場面の指導において、授業担当教員、クラス担

任、事務職員、クラブ部長等が個々に対応できる体制を整えている。さらに、学生

相談箱(意見箱)を学内に 3 箇所及び学生寮に１箇所に設置して、学生が匿名で意

見や相談を投書できるようにしている。その内容については、学生委員会で定期的

に確認し、それらをその他の各種委員会で検討して、改善が図られる組織体制とな

っている。  
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学生が参画する学園行事の主なものは、フレッシュウィークの中で行う新入生

歓迎会と秋に行う学園祭がある。この行事を企画運営しているのが、東京女子体育

大学・東京女子体育短期大学学友会である(備付 -120)。この学生組織の規約は、学

則とともに『CAMPUS GUIDE』(提出 -3)に掲載されている。学友会では、この他

にも年数回の総会の実施、自転車マナーアップキャンペーンなど地域等 (立川警察

署)と連携した活動も運営し、学生が主体的活動を推進している。この学友会を支

援するのは、教員組織の学生委員会と事務組織の学生課となっており、学生委員会

を中心に実質的な協力体制を作っている(備付 -236)。  

クラブ活動は、この学友会の中に位置づけられ、｢部｣、｢サークル｣等の組織で構

成され、主将、主務、会計の役員を置くことが規約に定められている。クラブ活動

への支援は、学友会(備付 -120)、各クラブと学生委員会が緊密な連携のもと、全学

的な支援体制を整え、活動の効果が上がるよう努めている。  

各クラブの部長は本学教員が担っている。競技スポーツ系クラブの技術指導に

ついては、専門として位置づけられている教科の教員が担当している。また、それ

以外のクラブについては学外指導者を委嘱して、競技力の向上に努めている。特に、

大学強化指定クラブの中で、優れた指導力を発揮し成果を上げている指導者は、審

査のうえ特別学外指導者として認定し、クラブの指導体制の強化を図っている。  

本学学生のクラブ加入状況は、令和元年度クラブ総数 47、クラブ加入者 78 名、

加入率 34.0％になっている。クラブの競技成績などの活動状況は、学園内掲示板

やウェブサイトに掲載するとともに、保護者向けの後援会発行の学園便りに各ク

ラブの活動状況を掲載し、広く周知を行っている。  

クラブへの経済的支援としては、その活動実績を審査し、藤村学園からクラブ活

動補助費を支給している。また、後援会、学友会からも補助費が支給されている (備

付 -130、131、120)。  

学内には、売店、食堂を中心としたアメニティスペースを設置し、それ以外に、

4 号館 1 階には学生が気軽に利用できるスペースを確保している。食堂は、1 階と

2 階に分かれており、ガイダンス期間等は盛況となってるが、年間を通じて概ね大

きな混乱なく運営されている。近年は、学生食堂の利用者が減少傾向にあり、持参

した食事をアメニティスペースで楽しむ学生が多い。  

本学には学生寮として｢ふじ寮｣があり、希望学生を受け入れている。収容人数は

252 名で、寮の管理は、本学教員の 2 名が寮監となり学生生活全般を把握しなが

ら、事務職員である寮生指導員 2 名が寮に常駐しその管理運営に当たっている。ま

た、寮生の中から寮長以下役員を選出し、指導の中で自治活動を行うとともに、自

衛消防組織を整備し、避難・消火等の防災訓練を実施している。さらに、寮生の相

互交流を図るため、新入生歓迎会や七夕祭、クリスマス会等のイベントも行ってい

る(備付 -132、133)。また、学生課において大学周辺の賃貸物件の紹介も行ってい

る。  

通学については、最寄り駅からの通学路を指定するとともに、駐輪場を敷地内に

確保している。通学時の交通マナーは、近隣住民のご理解・協力を得て向上に努め

ているが、住宅地に立地する本学にとって常に課題となっている。このための対策

として年に 2 回、学生委員の教員が朝の通学時間に道路に立ち、マナー指導にあた

っている。  

 また、多くの学生が自転車を利用しているため、2 階建ての駐輪場を整備してい

る。  

なお、自動車、原動機付き二輪車での通学は認めておらず、学内に学生が自由に

駐車できるスペースはない。特別な理由がある場合に、申請をすれば駐車すること

も可能である。  
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学生への経済的支援としては、日本学生支援機構の奨学金(備付 -134)及び本学独

自の藤村学園育英奨学金等がある。日本学生支援機構の奨学金は、令和元年度 (10

月 1 日現在)の支援機構奨学金貸与状況は短大が 92 名(1 種 34 名、2 種 68 名)

であった。毎年度はじめに、奨学生申請希望者全員にオリエンテーション (備付 -125、

126、129)と個別の面談を実施して、奨学生の自覚と学習への動機付けを指導して

いる。藤村学園育英奨学金は、スポーツ・勉学・その他の文化的分野において将来

性のある優れた資質をもつ学生で、経済的支援を必要とする学生を対象に奨学生

選考委員会で奨学生候補者を選出し、理事会で奨学生を決定する。令和元年度藤村

学園育英奨学生の状況は、短大 9 名(保体 1 名、児教 8 名)であった。  

また、これらの経済的支援とは別に、本学独自の制度として、スポーツ奨学金制

度がある。このスポーツ奨学金は、競技系スポーツクラブの部員で優れた成果を上

げ、かつ学業、人物ともに優秀な学生を奨学生選考委員会で選出し、奨学生候補者

を決め理事会で決定しており、年度末に表彰式を行い奨学金を給付している (備付

-134)、(備付‐規約集  119 奨学生選考委員会規程、103 藤村学園スポーツ特別奨

学生規程、106 スポーツ推薦等選考部会運営規程、105 学校法人藤村学園スカラシ

ップ制度規程、166 学校法人藤村学園育英奨学生規程、169 スポーツ奨学生規程、

172 学校法人藤村学園藤村トヨ奨励金規程、171 国際競技会等に対する激励金及び

報奨金授与規程)。  

健康管理センターでは、医事相談・リハビリ支援・カウンセリングなどを、医師・

理学療法士・臨床心理士・看護師を配置して、学生が利用できる状況を整備してい

る。さらに、専任の教職員を配置(一部非常勤)しており、学生の健康管理を行う体

制が整っている(提出-20)。また、カウンセリングについては、複数の窓口を設け、

学生に対して配慮している(提出-20)。  

学内には AED を 8 台設置し、その使用に関する講習会も開催している。また、

本学は、女性の短期大学であることに配慮して、女性医師による診察・相談ができ

る体制も設けている(提出-3)。  

学生の意見や要望については、授業、窓口業務、各種ガイダンス、研究、課外活

動、学外実習等様々な場面の指導において、個々に対応できる体制を整えている。

さらに、学生相談箱(意見箱)を学内に 3 箇所及び学生寮に 1 箇所に設置して、学

生が匿名で意見や相談を投書できるようにしている。その内容については、学生部

で定期的に確認し、それらを各種委員会で検討して、改善が図られる組織体制とな

っている。  

留学生に対しては、通常の学生支援体制の中で、個別に対応することとしている。 

社会人学生が在籍した場合には、クラス担任や教務課が所管する教務委員会で

履修、授業運営、教職実習、成績評価の一連を検討しながら支援に当たることとし

ている。  

学内の施設についてはバリアフリー化した設備が整備されているが、全施設で

整っている状況ではない。  

聴覚障がいのある入学者には、希望に沿ってノートテーカーを配置する体制が

整っている。その一部は本学学生がボランティアで協力してくれている。その他の

障がいのある入学者の実績はない。  

卒業後に科目等履修生として学生を受け入れて、学びの支援を行っている。この

場合には、長期間にわたり継続する事例もある。  

｢ボランティア理論｣と｢ボランティア実習｣という科目において、学生の社会的

活動を評価し単位認定するとともに、｢ボランティア活動登録｣しボランティア情

報を得ることができる。また、各 1 単位として扱い、卒業単位として認めている。

さらに、本学地域交流センター長が特別欠課届けを発行し、｢ボランティア活動登
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録｣の資格を得た学生の社会的貢献を推進することがある。  

 

［区分 基準Ⅱ-B-4 進路支援を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している。  

(2) 就職支援のための施設を整備し、学生の就職支援を行っている。  

(3) 就職のための資格取得、就職試験対策等の支援を行っている。  

(4) 学科・専攻課程ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を

学生の就職支援に活用している。 

(5) 進学、留学に対する支援を行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-4 の現状＞ 

本学における就職支援のための教職員の組織を、キャリア支援センターと教職

センターに整備し、活動については以下の図で示すことができる。キャリア支援セ

ンターについては、教職員で構成するキャリア支援委員会を組織し、進路実績をも

とに、就職支援並びに資格取得の在り方について計画的に検討している (備付 -101)。 

 

【就職支援のための教職員組織図(キャリア支援センター・教職センター)】  

 

 

また、各種就職対策講座及びガイダンス、資格取得に関する就職対策講座の内容

やスケジュールについても協議・検討を行い、実施している(備付 -238)。キャリア

支援委員の教員は、前期・後期の各学年のガイダンス時のキャリア支援の時間に

ICT を用いてキャリア教育を実施している(備付 -98、99)。  

キャリア支援課の具体的な就職支援については、日常の学生の就職支援業務の

ほか、種々の就職ガイダンスや就職対策講座 9 月には｢就職対策講座(基礎編)｣(備

付 -108)、2 月には「就職対策講座(直前編)｣(備付 -109)、｢就職活動報告会｣(備付 -

100)の開催等を行っている(備付 -102)。また、各講座終了時には振り返りシートに

よる調査を実施し、学生の学びやニーズを把握し、次年度の講座に生かしている

(備付 -94、100)。  

これらの一連のキャリア支援年間計画については以下の図で示したとおりであ

る(備付 -102)。  
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【東京女子体育短期大学 キャリア支援年間計画】  
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また、教員志望者の支援としては、主に教職センターが担当している。その際、

教職員で構成する教職委員会を組織し、支援の内容等について検討を行い、実施し

ている。具体的には、｢教師力養成講座｣、｢教養対策講座｣、｢教員採用試験対策講

座｣などの講座を実施している。  

また、令和元年度から｢教職ラーニングステーション｣(備付 -121)を開設し、2 名

の教職アドバイザーと 1 名の学習支援員の専属スタッフが、年間を通して教職に

関する相談や教員採用試験に関する質問に対応しながら教員志望の学生へのサポ

ートを行っている。  

これらの取り組みにより、令和 2 年度の教員採用合格者数は 2 人となった。  

就職支援のための施設整備については、以下のように取り組んでいる。  

(1)平成 30 年度から、東女体大就活支援ナビ｢キャリタス UC｣(備付 -96)を導入し

ている。  

東女体大就活支援ナビ｢キャリタス UC｣は、学生がウェブ上から本学に寄せられ

た求人情報が閲覧でき、自由に求人情報を確認できるようになっている。学生は、

東女体大就活支援ナビで得た情報をもとに、キャリア支援課に設置してある資料

閲覧コーナーでさらに情報収集できるようになっている。この資料閲覧コーナー

には多くの資料と就職実績のまとめを整備している。  

(2)キャリアアドバイザー、キャリアコンサルタントの配置  

 キャリア支援課では、キャリアアドバイザーとして専任職員を週に 1 日配置し

ている。このキャリアアドバイザーは、学生に対して企業などの就職活動の支援や

面接指導などを行っている。また、キャリアコンサルタントを週 4 日 4 時間配置

し、カウンセリングコーナーで、学生の就職活動に向けた自己分析やメンタル面の

相談と指導に当たっている(備付 -97)。  

教職センターでは、前述のとおり｢教職ラーニングステーション｣(備付 -121)を

開設し、2 名の教職アドバイザーと 1 名の学習支援員の専属スタッフが、年間を通

して教職に関する相談や質問に対応しながら教員志望の学生へのサポートを行っ

ている。  

就職のための資格取得の支援については、キャリア支援課で年度初めのフレッ

シュウイークやオリエンテーション(備付 -98、99、125、126、129)で説明してい

る。また、各種資格取得ガイダンスを全学年を対象に開催し、その際、｢資格取得

の手引き｣(備付 -116)を用いて、資格の有効性及び、本学で取得できる資格の種類

や資格取得のために必要な科目の履修について説明している。さらに、資格取得対

策講座としては、｢健康運動指導士資格認定試験対策講座｣、｢健康運動実践指導者

資格認定試験対策講座｣、｢共通科目Ⅰ集中講座(ジュニアスポーツ指導員)｣、｢秘書

技能検定対策講座｣等を開講している(備付 -91、107、110、111、112、113、252、
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253、254)。  

就職試験対策については、資格取得の支援と同様に、フレッシュウイークやオリ

エンテーションで説明している。その際に、『就職活動ガイドブック｢なりたい！｣

の実現を目指して』を配布して、就職試験対策について指導している(備付 -93)。  

また、就職対策については、学年ごとにガイダンスを実施している。1 年次の 10

月に就職の意識と基礎的就業力を養成するため｢就職対策講座Ⅰ (基礎編)｣(備付 -

108)を開講、2 月には｢就職対策講座Ⅱ(直前編)｣(備付 -109)を開講している。また、

公務員を目指す学生を対象とした｢公務員試験コース｣、一般企業等を希望する学

生を対象にした｢SPI 対策講座｣も開講している。さらに企業や公安系公務員の採用

担当者を講師として依頼し、｢公務員研究会｣、｢各種業界研究会｣、｢スポーツ系企

業研究会｣等を開催している(備付 -102、108、109)。  

教員養成及び採用試験対策としては、教職センターにおいて各種の講座を開講

している。教職センターで開講している主な講座は以下のとおりである。  

 

【教職センターの主な講座】  

｢教師力養成講座｣ 

将来、教員としての職責を全うしていくために必要な資質・能力の基盤形成

を主たる目的としている。事前学習として学校現場に求められる教員の資質・

能力、今日の学校現場の実際、観察実習での取り組みと学び方などの講座を受

講する。その上で国立市をはじめ都内の小学校で 5 日間の参観実習を行う事業

である。実習中は、全ての教育活動において、実習校の指導教員の指示に従っ

て児童の指導や補助等に関わっていく(備付 -122)。  

｢教養対策講座｣ 

小学校全科及び中学・高等学校保健体育の教員を目指す学生に対して、教員

として必要な資質・能力の形成と実践的な指導力を養成するための講座である。

英語、理科、数学などの講座を中心に教育職員採用試験に向けた基礎学力の向

上を図り、教員志望の学生への支援を行っている (備付 -123)。  

｢教員採用試験対策講座｣ 

一般教養・教職教養・専門教養の各対策講座を開講するほか、2 次試験対策

として論作文・面接指導・模擬授業対策など、教員採用試験の合格に向けた支

援を実施している(備付 -106)。  

 

学科ごとの卒業時の就職状況の分析・検討については、卒業後の進路調査を毎年

実施して就職状況等の資料を作成し、その結果をもとに就職支援を行っている。学

外向けには、ウェブサイトを含む広報物に掲載することで公開している。また、広

報課の実施するオープンキャンパスや高校訪問などの際に進路指導や学生募集な

どにも利用している。このように、これらの資料は、各年度の貴重な資料であり、

キャリア支援委員会とキャリア支援課をはじめ広く全学的に利用している。  

 さらに、令和元年度から在学生にも進路調査を実施し、学生のニーズに基づいた

就職対策講座になるよう内容検討を行った。その結果、進路実績や受験希望の多い

業界の人事担当者などを招き、就職説明会を行うなど、学生の進路支援に生かして

いる。  

さらに今後に向けて、進路実績と各種アンケートのデータを基に分析し、就職支

援の強化に向けて取り組みを検討している。また、これら各種アンケートの実施報

告の内容を教育の質保証委員会でも議論し、理事会に報告した。理事会で出された
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問題点については、関係部署で適切に対応するよう示唆された(備付 -92、42、43、

72)。  

進学支援としては、東京女子体育大学体育学部体育学科の編入学の支援と他大

学編入や専門学校等、学生の希望内容に応じてキャリア支援課で支援を行ってい

る。また、本学の編入学については編入ガイダンスを実施したり、クラス担任やク

ラブの部長、入試課職員が学生の入試相談に対応している。  

留学支援としては、具体的な相談があった場合は、就学状況を踏まえて情報提供

し、クラス担任やキャリア支援課職員が対応している。  

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援の課題＞  

キャリア支援に関しては、本学の学生は将来の進路について、目的意識を持って

入学している。今後は、学生により明確な目的意識を育てるためのボランティア活

動への支援や就職に向かう準備段階としてのプログラムを改善・充実し、引き続き

取り組む必要がある。その際には、本学のカリキュラムとの整合も十分に図りなが

ら実施していくことが大切である。  

学生生活支援に関しては、現在、学生相談としては個々の教員による｢オフィス

アワー｣での学生生活の悩みや学習上の問題などの相談、臨床心理士等の資格を持

つ教員や健康管理センターの臨床心理士のメンタル相談など、学生のニーズに応

じ様々な相談体制を整えている。また、これらの体制間で個別事案の共有を図り、

教職員で連携して継続的・効果的な支援を行っている。今後の学生生活支援の課題

としては、より一層学生が気軽に相談できる体制づくり、個々の学生の相談内容の

関係部署間の共有が挙げられる。  

経済的支援に関しては、近年拡充している本学独自の奨学金制度がある。今後も

この制度を維持するとともに、さらに学生個々のニーズに沿った支援ができるよ

うに検討する必要がある。このため、学生支援体制を総合的に統括する機能や体制

間の連携のさらなる強化を図っていくことが重要な課題である。  

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援の特記事項＞ 

なし 

 

＜基準Ⅱ 教育課程と学生支援の改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証(第三者)評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動

計画の実施状況 

教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)の関連課題として、追再

試験の運用及び基礎学力養成講座などについて、成績評価の厳格な適用の観点か

ら検討が必要であると述べた。追再試験の運用については、追試験の受験資格を明

確にし、追試験の成績は定期試験合格者との公平性が保たれるよう考慮した。また、

再試験は 75 点以上を合格の目安とする見直しを行った。成績不振の学生に対して

は、学力を保障する観点から、追再試験の実施前に、学力保障期間において学習支

援を行っている。  

学習成果の査定(アセスメント)について、｢授業評価アンケート｣の質問や実施

方法の見直しを行動計画に挙げた。基準Ⅰ -C-2 で前述したが、｢授業評価アンケー

ト｣の PDCA は｢シラバス作成｣【PLAN・計画】→授業実施【DO・実行】→｢授業

評価アンケート｣の実施と｢授業評価アンケート｣の集計結果(備付 -119)を踏まえ見

直しを行う『授業改善報告書』(備付 -77)の作成・公表【CHECK・評価】→授業評

価結果の活用として評価結果に基づく FD 研修会やシラバスの見直し【ACT・改

善】というサイクルである。こうした PDCA サイクルを尚一層機能させるため、
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令和元年度に実施方法をウェブ方式に変更した。また質問項目の見直しを行い、新

たに学習時間が認識されているか把握するため学習時間を問う質問を追加した。

このように、FD 委員会で今後の実施方針を検討している。 

｢入学者受入れの方針｣(アドミッション・ポリシー)を基軸とした短期大学の社

会的責任と組織的な発展について検討を行った。それにより平成 30 年度児童教育

学科に保育士養成課程である｢幼保コース｣を設置し、入学者の将来の選択肢の拡

大・充実に努めた。社会的な状況を鑑みながら本行動計画を継続して行く。  

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

A 教育課程について  

18 歳人口の減少に伴い、高等教育機関への全入時代を迎え、高校生から選ばれ

る短期大学になるためには、高校訪問、学校説明会、オープンキャンパス等で聴取

した意見と社会の動向を鑑み、社会と学生のニーズに柔軟に対応した教育課程を

編成する必要がある。また、幅広い教養を身につけ社会の要請に応える人材育成を

目指した教育課程の編成も重要である。  

その他の教育課程の課題としては、児童教育学科に｢幼保コース｣を設置後、令和

元年度に初めての卒業生を輩出する。このため、2 年間の学習成果の把握・分析を

行い、改善・充実を図っていく必要がある。また、学習成果を評価するための評価

方針を策定している。今後は、アセスメント・プランや本学独自の指標で行うルー

ブリックの策定に向け、より具体的で明確に学習成果を査定できるよう検討をし

ていく必要がある。  

B 学生生活支援について  

学生がさらに気軽に相談できる体制の確立、個々の学生の相談内容の共有など

が引き続き課題となっており、早急に対策を取る必要がある。  

その視点としては、近年増加傾向にある｢中途退学者｣の課題が挙げられる。｢中

途退学者｣の傾向・実態を把握し、退学に至る原因を究明することで、強化すべき

学生支援策を明らかにして、具体的計画を立案・実行していく。  

中途退学者の傾向・実態把握の際には、平成 29 年度から実施している｢学生調

査アンケート｣の集計結果の分析と関係部署の取り組みを踏まえて行い、全学的に

連携を図って中退者の削減に取り組む必要がある (備付 -82、83)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



95 

【基準Ⅲ 教育資源と財的資源】 

 

［テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料  

  

備付資料  40 第 44 回創作オペレッタ発表会 (プログラム ) 

41 第 45 回創作オペレッタ発表会 (プログラム ) 

66 平成 25・26 年度点検・評価年報  

67 平成 27・28 年度点検・評価年報  

68 平成 29・30 年度点検・評価年報  

70 令和元年度第 1 回評価委員会資料｢平成 30 年度自己点検評価  

及び『平成 29・30 年度点検・評価年報』の作成について｣ 

77 令和元年度授業改善報告書  

118 授業評価アンケート調査用紙  

119 令和元年度前期・後期｢授業評価アンケート｣結果  

136 スターターズブック  

139 ウェブサイト   

｢学校法人藤村学園  東京女子体育大学  東京女子体育短期大学 

学術機関リポジトリ｣https://twcpe.repo.nii.ac.jp/ 

140 平成 31 年度定例第 1 回教授会女子体育研究所資料№1 

｢4.海外と渡航費の採択について｣ 

141 令和元年度定例第 1 回教授会女子体育研究所資料№3 

｢5.海外と渡航費の採択 (追加 )について｣ 

142 令和元年度定例第 2 回教授会女子体育研究所資料№1 

｢1.海外と渡航費の採択 (追加 )について｣ 

143 平成 30 年度定例第 2 回教授会女子体育研究所資料№2 

｢2.科学研究費助成事業の採択状況について｣ 

144 平成 30 年度定例第 2 回教授会女子体育研究所資料№3 

｢3.その他の外部研究助成金獲得状況について｣ 

145 令和元年度定例第 1 回教授会女子体育研究所資料№2 

｢2.科学研究費助成事業の採択状況について｣ 

146 東京女子体育大学女子体育研究所所報第 12 号(2018) 

147 東京女子体育大学女子体育研究所所報第 13 号(2019) 

148 東京女子体育大学女子体育研究所所報第 14 号(2020) 

149 東京女子体育大学東京女子体育短期大学紀要第 51 号(2015 年度) 

150 東京女子体育大学東京女子体育短期大学紀要第 52 号(2016 年度) 

151 東京女子体育大学東京女子体育短期大学紀要第 53 号(2017 年度) 

152 東京女子体育大学東京女子体育短期大学紀要第 54 号(2018 年度) 

153 東京女子体育大学東京女子体育短期大学紀要第 55 号(2019 年度) 

154 東京女子体育大学 東京女子体育短期大学  

 研究活動報告(紀要の抜粋）(平成 27 年度～令和元年度） 

155 令和元年度重点事業の進捗状況  

156 ウェブサイト｢教員情報｣ https://gyoseki-twcpe.jp/twehp/KgApp 

163 教員数(令和 2 年度職位・年齢・男女別) 

164 令和 2 年度教育職員名表  

様式 7－基準

Ⅲ 



96 

174 令和元年度学園研修会  

175 FD 委員会平成 29 年度  

176 FD 委員会平成 30 年度  

177 FD 委員会 2019 年度  

178 平成 29 年度 SD 基礎研修会  

179 平成 29 年度 SD 研修公認会計士監査報告会記録  

180 平成 29 年度 SD 全体研修会記録(第 1・2 回) 

181 平成 29 年度 SD 入試業務研修  

182 平成 30 年度 SD 公認会計士監査報告会記録  

183 平成 30 年度 SD 入試業務研修実施報告書  

184 平成 30 年度学園研修会  

185 平成 30 年度全体研修会  

186 平成 30 年度大学訪問研修記録  

187 平成 30 年度大学間連携 SD 研修会(第 1 回) 

188 平成 30 年度大学間連携 SD 研修会(第 2 回) 

189  SD 入試業務研修実施報告書令和元年度  

190 入試相談専門スタッフ活動報告書令和元年度  

191 東女体コミュタイム議事録  

192 令和元年度 SD 全体研修会記録  

193 令和元年度 SD 大学訪問研修報告書  

194 平成 29 年度私立大学庶務課長会職員基礎研修会記録誌  

195 平成 30 年度私立大学庶務課長会職員基礎研修会記録誌  

196 令和元年度私立大学庶務課長会職員基礎研修会記録誌  

197  課長連絡会平成 31 年度  

    209  FD 研修会 2019 年度  

  1 平  

備付資料・規約集  

     12 学校法人藤村学園事務組織規程  

     20 学校法人藤村学園文書取扱規程  

        25 学校法人藤村学園個人情報の保護に関する規程  

        27 学校法人藤村学園個人番号及び特定個人情報取扱規程  

32 学校法人藤村学園人事に関する規程  

     34 東京女子体育短期大学教育職員資格審査規程  

     36 事務職員資格審査基準内規  

        48 学校法人藤村学園就業規則  

     49 教育職員の勤務時間規程  

     52 服務規程  

     53 年次有給休暇に関する内規  

     54 教育職員の職務専念義務の免除に関する内規  

        55 海外研修に関する内規  

     57 休職規程  

        58 育児休業規程  

        59 介護休業規程  

        60 母性健康管理措置規程  

        61 藤村学園事務職員及び労務職員の週休二日制に関する内規  

     62 非常勤職員の就業に関する規程  

        63 事務職員職務業績評価規程  
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        65 藤村学園安全衛生管理規程  

     67 SD 推進要項  

        70 給与規程  

     78 旅費規程  

        79 外国旅費内規  

        84 学校法人藤村学園経理規程  

     86 学校法人藤村学園固定資産及び物品管理規程  

     96 藤村総合教育センター使用規程  

    114 学校法人藤村学園危機管理委員会規程  

    124 学園研修委員会規程  

    118 FD 委員会規程  

   182 東京女子体育大学女子体育研究所規程  

183 東京女子体育大学女子体育研究所運営委員会規程  

184 研究倫理委員会規程  

185 東京女子体育短期大学研究倫理規程  

186 東京女子体育短期大学における研究行動規範  

187 学校法人藤村学園における研究活動及び公的研究費補助金・  

助成金の使用に係る不正行為の防止等に関する規程  

188 研究倫理委員会 研究倫理審査方法に関する内規  

 

［区分 基準Ⅲ-A-1 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて教員

組織を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 短期大学及び学科・専攻課程の教員組織を編制している。 

(2) 短期大学及び学科・専攻課程の専任教員は短期大学設置基準に定める

教員数を充足している。 

(3) 専任教員の職位は真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、そ

の他の経歴等、短期大学設置基準の規定を充足しており、それを公表

している。 

(4) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて専任教員と非

常勤教員(兼任・兼担)を配置している。 

(5) 非常勤教員の採用は、学位、研究業績、その他の経歴等、短期大学設

置基準の規定を遵守している。 

(6) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて補助教員等を

配置している。 

(7) 教員の採用、昇任はその就業規則、選考規程等に基づいて行ってい

る。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-1 の現状＞ 

本学の教員組織は、短期大学設置基準及び教職課程認定基準を満たす 22名の専

任教員で編制しており、短期大学設置基準に定める教員数を充足している。  

専任教員は各々、著書、論文発表、学会活動、学内個人研究及び共同研究等の研

究活動を、本学の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に基づい

て進めている。それらの研究成果は本学ウェブサイトで公開されており、その中で

専任教員が有する学位、所属学会、主な研究業績等 (備付 -156)を示している。本学

の専任教員は、真正な職位であり、教育実績、研究業績、制作物発表、その他の経

歴等は短期大学設置基準の規定を充足していることが明示されている。  
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本学は、学科・専攻課程の｢教育課程編成・ 実施の方針｣(カリキュラム・ポリシ

ー)に基づき、本学の基本理念を具体化し教育目的を達成するために、独自の基礎

科目・一般的な教養科目・体育の専門科目で構成されており、カリキュラムの特色

を生かすために必要な専任教員(保健体育学科6名、児童教育学科16名)と非常勤教

員(保健体育学科10名、児童教育学科19名)を配置している。  

また、本学は、東京女子体育短期大学教育職員資格審査規程 (備付 -規約集  34 東

京女子体育短期大学教育職員資格審査規程)を定めており、その中で｢短期大学設

置基準第 7 章第 25 条を基準として次の各号のいずれかに該当する者｣として、｢一  

専門分野における学力・技能に秀でていると認められる者｣、｢二 教育又は研究に

相当の実績をもつと認められる者｣という条件を明確にし、短期大学設置基準の規

定を遵守し、専任教員・非常勤講師を採用している。  

本学では、事務職員として位置付けているが、実技・実習関係補助及び事務補助

の業務を遂行するために、本学卒業生を体育実技等の研究室に教務補佐員として9

名配置している。教務補佐員は、実技・実習等において教員の補助的業務を行って

おり、授業等の円滑な実施に大いに貢献している。  

本学では、専任教員を採用する根拠として、東京女子体育短期大学教育職員資格

審査規程(備付 -規約集  34東京女子体育短期大学教育職員資格審査規程 )を定め、

本規程に基づき、公募形式にて採用試験を実施して採用候補者を選定している。専

任教員の採用に際しては、年齢構成、男女比率にも留意し、なるべく偏りが出ない

ように配慮している。また、専任教員の昇任人事についても、各領域主任が当該者

の適正を判断したうえで推薦書類を提出し、本規程に基づき人事委員会において

推薦対象者の教育研究業績等を審議したうえで候補者を選定している。  

なお、採用・昇任ともに、常任理事会及び理事会において候補者の審議を行って

おり、適正に決定している。  

 

【教員数 (令和元年度  職位・年齢・男女別)】(備付-163、164)   単位：人  

 

 

 

 

26

33

9

20

1

7

1

1

1

2 4 2

准教授 1 2 1 1

短期大学
保健体育学科

教授

講師 1

助教

講師 1

准教授 1

教授 1

助教

職位
～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳～

合計
男 女 男 女 男 女 男 女

2

兼務教員

男 女

短期大学
児童教育学科
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［区分 基準Ⅲ-A-2 専任教員は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に

基づいて教育研究活動を行っている。］ 

※［当該区分に係る自己点検・評価のための観点］ 

(1) 専任教員の研究活動(論文発表、学会活動、国際会議出席等、その

他)は学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて成果を

あげている。 

(2) 専任教員個々人の研究活動の状況を公開している。 

(3) 専任教員は、科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。  

(4) 専任教員の研究活動に関する規程を整備している。 

(5) 専任教員の研究倫理を遵守するための取り組みを定期的に行ってい

る。 

(6) 専任教員の研究成果を発表する機会(研究紀要の発行等)を確保して

いる。 

(7) 専任教員が研究を行う研究室を整備している 

(8) 専任教員の研究、研修等を行う時間を確保している。 

(9) 専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程を整備し

ている。 

(10) FD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。 

 ① 教員は、FD 活動を通して授業・教育方法の改善を行っている。 

(11) 専任教員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう学内の関係部署と

連携している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-2 の現状＞ 

本学の研究・教育に資する個人の研究を助長するために、その研究費の一部を補

助することを目的として、個人研究費を毎年支給しており、年度末に研究成果を報

告している。個人研究費の申請数は 95％以上の割合である。さらに、研究業績や

外部資金応募状況により個人研究費を増額する奨励個人研究費制度があり、毎年

数名の専任教員が採択されている。  

また、国際的な研究活動を支援するために、海外渡航費の一部を補助しており令

和元年度には 2 名の専任教員がこの海外渡航補助費を受給して国際学会に出席し

ている(備付 -140、141、142)。  

これら内部研究費なども使い、著書・論文の執筆、学会活動、国際会議出席など

の研究活動において毎年一定数の実績を上げており、成果については年度ごとに

まとめ、「点検報告」、『点検・評価年報』(備付 -66、67、68、70)に掲載してい

る。  

本学では、教員の研究活動状況をウェブサイト(備付 -156)及び紀要各号の｢研究

活動報告｣(備付 -149、150、151、152、153)にて公開している。  

専任教員は、科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。科研費の応募状

況及び採択状況については下記のとおりである(備付 -143、144、145)。  

 

【科研費応募状況・採択状況】  

平成 29 年度  採択  0 件  応募  1 件  

平成 30 年度  採択  0 件  応募  1 件  

令和元年度  採択  1 件  応募  2 件  
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【民間団体の委託研究 外部資金獲得状況】  

⚫ 公益財団法人電気通信普及財団(平成 30 年度～令和元年度) 

⚫ 公益財団法人日本科学協会(平成 30 年度) 

⚫ 一般社団法人日本事業所内保育団体連合会 (平成 30 年度) 

 

専任教員の研究活動に関する規程として、東京女子体育大学女子体育研究所規

程(備付 -規約集  182 東京女子体育大学女子体育研究所規程)、東京女子体育大学女

子体育研究所運営委員会規程(備付 -規約集  183 東京女子体育大学女子体育研究所

運営委員会規程)、研究倫理委員会規程(備付 -規約集  184 研究倫理委員会規程)、

東京女子体育短期大学研究倫理規程 (東京女子体育短期大学における研究行動規

範)(備付 -規約集  185 東京女子体育短期大学研究倫理規程、186 東京女子体育短期

大学における研究行動規範)、学校法人藤村学園における研究活動及び公的研究費補

助金・助成金の使用に係る不正行為の防止等に関する規程 (備付 -規約集  187 学校

法人藤村学園における研究活動及び公的研究費補助金・助成金の使用に係る不正

行為の防止等に関する規程)、研究倫理委員会 研究倫理審査方法に関する内規(備

付 -規約集  188 研究倫理委員会  研究倫理審査方法に関する内規 )を定め整備して

いる。  

全専任教員を対象に研究倫理 e-ラーニングプログラムの受講を義務付け、冊子

『科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－』(通称グリーンブック)を

配布している。  

また、FD 委員会や教授会などにおいて、適宜研究倫理に関する啓発活動を実施

している。  

毎年 4 月には新任教員に、研究倫理委員会が研究倫理に関する説明会を行い、上

記 e-ラーニングの受講のほか、本学の倫理審査申請手続き等について説明してい

る。  

毎年学内で｢東京女子体育大学・東京女子体育短期大学研究フォーラム｣を開催

し、学内教職員・学生・卒業生・一般の方向けに、共同研究や個人研究の成果を発

表する機会を確保している。発表演題数は、平成 30 年度 6 件中 3 件、令和元年度

5 件中 3 件に短大所属教員も参加している(大学所属の教員グループ等も含む)。  

冊子は『東京女子体育大学・東京女子体育短期大学紀要』(備付 -149、150、151、

152、153、154)と『東京女子体育大学  女子体育研究所所報』(備付 -146、147、

148)の 2 冊を毎年発行し、全国の大学図書館等に発送しており、さらに学術機関

リポジトリを通じてウェブサイト(備付-139)で公開をしている。  

2 号館と 4 号館に、専任教員が研究を行う研究室を 1 人 1 室整備している。各研

究室には学内無線 LAN が設置されており、専任教員に 1 人 1 台のパソコンを貸与

し、学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に基づいて教育

研究活動を行える環境を整えている。  

専任教員の研究、研修等を行う時間の確保については、週 2 日を研修日としてい

る。  

本学では、専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程の整備に関

し、就業規則第 5 条(勤務態様の特例)｢研究、研修、出張その他、必要があると認

めたときは、就業の場所以外において勤務させることがある。2．前項の場合の勤

務は、第 3 条所定の勤務時間を勤務したものとみなす。｣に基づき、海外研修に関

する内規(備付 -規約集  55 海外研修に関する内規)を規定している。本内規は、研

修の種類、期間、勤務に関する取扱い及び給与等を定めている。また、申し合わせ

として、海外研修に伴う研究奨励費の支給を行うこととしており専任教員の海外



101 

研修を支援している。旅費については、旅費規程第 2 条第 2 項(備付 -規約集  78 

旅費規程第 2 条第 2 項)に定める外国旅行に関し、外国旅費内規(備付 -規約集  79

外国旅費内規)を規定している。  

本学では、FD 委員会(備付-175、176、177)を組織し、FD 委員会規程(備付 -規

約集  118 FD 委員会規程)に則り、①FD の企画及び実施に関する事項 ②授業評

価に関する事項 ③教育及び研究の改善に関する事項 ④教員研修の企画、運営

に関する事項 ⑤その他 FD に関する事項の 5 つの事項について、改善・充実を図

っている。  

具体的には次のような取り組みを行っている。  

(1)研修会の実施  

FD 委員会(備付 -177)の企画・運営により、毎年 FD 研修会(備付 -209)を開催し

て授業をはじめとする教育活動の改善を図っている。令和元年 6 月には、本学の体

育教育を専門とする専任教員を講師にし、｢これからの体育教育－各領域における

指導－｣をテーマとした研修会(備付 -209)を開催した。新学習指導要領における体

育教育の理念と指導内容・評価等について学び、各教員の授業改善を図った。また

学園研修委員会との協力により、10 月には｢学校事故の事例・危機管理の在り方｣、

令和 2 年 2 月には｢体育系大学におけるハラスメントの実状とその対策について｣

をテーマとし、それぞれ外部より講師を招聘して研修会 (備付 -174)を実施し、授業

や教育方法の改善を図った。  

(2)入学前教育の実施  

短期大学における教育の充実並びに授業の円滑な実施を目的に、入学前教育の

ためのスターターズブック (備付 -136)を作成し、入学予定者に配布して学習を促

した。内容は、高等学校での履修事項を中心に、大学の専門的な学習や研究に必要

な知識の確認と、大学生に必要な教養の定着を図っている。4 月のフレッシュウイ

ークに回収し、各担任から個別指導を行っている。  

(3)｢授業評価アンケート｣(備付 -118、119) 

｢授業評価アンケート｣の内容や方法、その結果等によって作成する『授業改善報

告書』(備付 -77)の内容等について検討し、改善に尽力している。  

また、専任教員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう学内の関係部署と連携

している。具体的には、本学では、例年児童教育学科において｢創作オペレッタ発

表会｣を開催(備付-40、41)しているが、音楽研究室(保育内容指導法・音楽表現)、

美術研究室(保育内容指導法・造形表現)とダンス研究室(表現運動)が連携をして

学生の学習成果の獲得が向上するよう取り組んでいる。  

 

 

［区分 基準Ⅲ-A-3 学生の学習成果の獲得が向上するよう事務組織を整備して

いる。］ 

※［当該区分に係る自己点検・評価のための観点］ 

(1) 事務組織の責任体制が明確である。 

(2) 事務職員は、事務をつかさどる専門的な職能を有している。  

(3) 事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている。  

(4) 事務関係諸規程を整備している。 

(5) 事務部署に事務室、情報機器、備品等を整備している。  

(6) 防災対策、情報セキュリティ対策を講じている。 

(7) SD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。 

 ①  事務職員(専門的職員等を含む)は、SD 活動を通じて職務を充実さ

せ、教育研究活動等の支援を図っている。  
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(8) 日常的に業務の見直しや事務処理の点検・評価を行い、改善してい

る。 

(9) 事務職員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう教員や関係部署と

連携している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-3 の現状＞ 

事務組織は、事務局長を最高職位として組織しており、学校法人藤村学園事務組

織規程(備付 -規約集  12 学校法人藤村学園事務組織規程)を基に、事務組織、職制、

職務権限及び各組織の事務分掌を定め、責任体制を明確にしている。  

専任事務職員の採用においては、原則として公募により採用試験を行っており、

これからの大学運営に必要不可欠となる有為な人材を求めて活動している。昇任

においては、事務職員職務業績評価規程(備付 -規約集 63 事務職員職務業績評価規

程)に則り、職務業績を客観的かつ継続的に把握することとしており、そのうえで

事務職員資格審査基準内規(備付 -規約集  36 事務職員資格審査基準内規)に基づき

適任者を選考している。また、職務に関係する研修会等に参加することにより、専

門的な能力の向上に努めている。  

 事務局長は、職務業績評価の際にすべての専任事務職員と個別にヒアリングを

実施している。事務職員と個々に面接を行い、一人ひとりの勤務状況や要望につい

て話し合いを行うことにより、本人の能力や適性が発揮できる部署へ配置換えす

るなど、適正な人事配置を目指して環境を整えている。  

事務関係諸規程については、文書取扱規程(備付 -規約集  20 学校法人藤村学園文

書取扱規程)、人事に関する規程(備付 -規約集  32 学校法人藤村学園人事に関する

規程)、経理規程(備付 -規約集  84 学校法人藤村学園経理規程)、固定資産及び物品

管理規程(備付 -規約集  86 学校法人藤村学園固定資産及び物品管理規程)、施設使

用に関する規程(備付 -規約集  96 藤村総合教育センター使用規程)等、庶務、人事、

財務、施設管理に関する規程を整備している。  

事務室は、冷暖房完備となっており、配置人員に対する部屋の広さも適切である。

情報機器としてのパソコンは、事務職員 1 人に 1 台が配備されており、その他の

業務に必要な備品についても確保されている。  

防災対策としては、平成 29 年 6 月に学校法人藤村学園危機管理委員会規程(備

付 -規約集  114 学校法人藤村学園危機管理委員会規程 )を施行し、本規程に則り、

学長を委員長とする危機管理委員会を設置して組織的に対応している。震災等の

非常時対策として、非常食の備蓄、避難袋の設置等を行っている。また、消防法に

基づき、学生の安全確保を最重要課題として、避難訓練・消火訓練及び防火訓練を

年 2 回実施している。避難訓練・消火訓練では、学生・教職員及び近隣住民も参加

して立川消防署立会いの下に実施し講評をいただいている。また防火訓練では、食

堂・売店の運営業者、警備業者、設備業者と職員が参加し、立川消防署の立会いの

下に実施している。  

情報セキュリティ対策としては、平成 17 年 5 月に個人情報の保護に関する基本

方針を打ち出し、学校法人藤村学園個人情報の保護に関する規程 (備付 -規約集  25

学校法人藤村学園個人情報の保護に関する規程)を整備した。また平成 28 年 1 月

には、特定個人情報の適正な取り扱いの確保に組織として取り組むため、特定個人

情報の取扱いに関する基本方針を打ち出し、学校法人藤村学園個人番号及び特定

個人情報取扱規程(備付 -規約集  27 学校法人藤村学園個人番号及び特定個人情報

取扱規程)を定め、情報漏洩に対するセキュリティ対策を行っている。  

本学の SD 活動は、学校法人藤村学園の SD を推進し、事務職員の資質、能力向

上を図るために、平成 26 年 4 月施行した SD 推進要項(備付 -規約集  67 SD 推進
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要項)により実施している。推進策として、事務局長を委員長とする SD 推進プロ

ジェクトチームを設置して、事務職員の資質及び能力の向上を図るための SD 活動

を実施している。これまでの研修として、「基礎研修会」(備付 -178)、｢全体研修会｣

(備付 -180、185、192)、｢大学訪問研修｣(備付 -186、193)、｢大学間連携 SD 研修

会｣(備付 -187、188)、｢SD 入試業務研修｣(備付 -181、183、189、190)、｢公認会計

士監査報告会｣(備付 -179、182)、｢東女体コミュタイム｣(備付 -191)、｢私立大学庶

務課長会職員基礎研修会｣(備付 -194、195、196)及び｢実務研修｣がある。  

また、大学設置基準の一部改正を受け、平成 30 年 4 月には、教員と職員が相互

に理解を深めて協力し学園の発展に寄与することを目指すとともに、学園研修委

員会規程(備付 -規約集  124 学園研修委員会規程)を制定・施行した。これに伴い、

学園研修委員会を設置し、大学等の運営に必要な知識・技能を身につけ、能力・資

質を向上させるため、広義の SD 研修として毎年｢学園研修会｣(備付 -174、184)を

開催している。  

｢学園研修会｣の開催状況については以下のとおりである。  

 

【学園研修会開催状況一覧】                             

開催年月日  演   題  講 演 者  ※敬称略  

平成 30 年 7 月 19 日  
学校教職員の働き方改革と  

現状と課題  

明星大学             

教育学部長・教授    

樋口 修資  

令和元年 10 月 30 日  
学校事故の事例と危機管理

の在り方  

国士舘大学            

副学長・法学部教授       

入澤 充  

令和 2 年 2 月 17 日  

体育系大学における   

ハラスメントの実状と  

その対策について  

明治大学             

政治経済学部 教授     

高峰 修  

 

事務職員は、これらの SD 研修を受けることで学園の状況や、担当業務をはじめ

入試業務や公認会計士監査への理解を深めるとともに、他大学の状況についての

知識や情報を獲得することにより職務を充実させ、教育研究活動の推進の一助と

なっている。  

業務の見直しや事務処理の改善としては、例年 11 月に事務組織において、事業

計画に掲げる重点事業の進捗状況について、事務局長及び監事を中心とする聴取

者が各部署に対してヒアリング (備付 -155)を実施し、課長職等の責任者とディス

カッションをして業務の見直しや改善に繋げている。  

他には SD 活動から月 1 回各部署内で抱える問題等を｢東女体コミュタイム｣(備

付 -191)と称した会議体を設け、役職問わず出席し、話し合いを行い、課題解決に

向け連携を行っている。  

また、関係部署との連携強化を目的として毎月 1 回課長連絡会(備付 -197)を開

催し、理事会・教授会等の審議事項や報告事項について情報を共有し、各部署から

の業務報告を行っている。また、学生の学習成果の獲得が向上するための教員との

連携については、現時点では教務課、企画調査室等において実施しているが、今後

全学的に取り組んで行けるよう検討していく。  
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［区分 基準Ⅲ-A-4 労働基準法等の労働関係法令を遵守し、人事・労務管理を適

切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 教職員の就業に関する諸規程を整備している。 

(2) 教職員の就業に関する諸規程を教職員に周知している。  

(3) 教職員の就業を諸規程に基づいて適正に管理している。  

 

＜区分 基準Ⅲ-A-4 の現状＞ 

学校法人藤村学園の就業に関する事項は学校法人藤村学園就業規則 (備付 -規約

集  48 学校法人藤村学園就業規則)に定めている。また、就業規則第 12 条(備付 -規

約集  48 学校法人藤村学園就業規則第 12 条)に基づき、人事に関する規程(備付 -規

約集  32 学校法人藤村学園人事に関する規程)、教育職員の勤務時間規程(備付 -規

約集  49 教育職員の勤務時間規程)、服務規程(備付 -規約集  52 服務規程)、年次有

給休暇に関する内規(備付 -規約集  53 年次有給休暇に関する内規)、教育職員の職

務専念義務の免除に関する内規(備付 -規約集  54 教育職員の職務専念義務の免除

に関する内規)、休職規程(備付 -規約集  57 休職規程)、育児休業規程(備付 -規約集  

58 育児休業規程)、介護休業規程(備付 -規約集  59 介護休業規程)、安全衛生管理

規程(備付 -規約集  65 藤村学園安全衛生管理規程)、母性健康管理措置規程(備付 -

規約集  60 母性健康管理措置規程)、事務職員及び労務職員の週休二日制に関する

内規(備付 -規約集  61 藤村学園事務職員及び労務職員の週休二日制に関する内規)、

非常勤職員の就業に関する規程(備付 -規約集  62 非常勤職員の就業に関する規程)、

給与規程(備付 -規約集 70 給与規程)、旅費規程(備付 -規約集  78 旅費規程)等の必

要な事項を定め整備している。  

就業に関する諸規程は、平成 30 年 4 月より Office365 Onedrive に運営規約集

を掲載し、教職員がパソコンを用いて、いつでも閲覧できる環境を整備している。

また、紙媒体として運営規約集をファイリングし、部館所長及び各部署に配付・周

知している。ファイリングした運営規約集は、教職員が閲覧できるように事務局総

務課や教授会を開催する大会議室及び理事会を開催する理事会議室に備えている。

また、新規採用となった教職員には、オリエンテーションにおいて就業規則等の規

程を配付し説明・周知している。  

教職員の就業時間や有給休暇等の休暇取得については、教授会や課長連絡会等

で遵守するよう周知徹底しており、諸規程に基づいて適正に管理されている。  

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の課題＞  

(1)教育職員  

①  組織  

本学の教員組織は、22 名の専任教員で編成しており、短期大学設置基準に定め

る教員数を充足している。学長が年度ごとに専任教員組織表や専任教員所属表、領

域別一覧等の人事関係資料の検討を行い、近年、公募制度を活用し、適切な年齢構

成を図り、退職者の補充採用や教員配置を行っている。  

②  研究活動  

本学教育職員の研究活動について、本学の教育に資するための研究活動がより

一層充実するよう、現在の研修日 2 日体制の一層の活用をはじめ、科学研究費や民

間団体との連携協力による外部資金の獲得に向けて、教育職員の意識付けを図り、

研究活動のサポート体制の一層の促進を行い、充実させる必要がある。  

また、FD 委員会(備付 -規約集 118FD 委員会規程)を中心に｢授業評価アンケー

ト｣(備付 -118、119)などを分析・活用するとともに、FD 研修の内容や回数等につ
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いて検討し、より一層の授業及び教育方法の改善充実につなげていく必要がある。 

(2)事務職員  

①  組織  

事務組織においては、事務局長が、年齢一覧や所属表等の資料を基に、定年退職

者とそれに伴う補充採用の予定、年齢構成等参考にして、人事構成の把握、検討を

行っており、事務職員全員と個々にヒアリングをし、それぞれの勤務状況や要望に

ついて把握をしたうえで、本人の能力や適性がより一層発揮できる部署への配置

換え等の人事異動を計画、実施している。  

②  研修  

SD 研修は、事務職員としての資質・能力向上を図り、大学経営及び大学改革を

推進することを目的として、｢考える力｣、｢解決する力｣を向上させることを中心に、

｢全体研修｣、｢グループ研修｣、｢大学訪問研修｣など実施し、企画・立案力を向上さ

せ、業務の活性化、促進に大きく寄与している。FD 研修との連携も図り、学園研

修も実施して、教育職員との協働する力も強化に努めている。  

女子体育短期大学ならではの人的資源を大切にし、オリジナリティのある人材

育成を図りたい。  

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の特記事項＞ 

なし 
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［テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料   

 

備付資料 202 学内ネットワーク関連書類  

203 大学職員としての情報活用ガイドライン  

257 災害時対応マニュアル  

 1 ｢建物別図面｣ファイル  2 図書館利用案内  3 CAMPUS MAP 

備付資料・規約集 

     84 学校法人藤村学園経理規程 

        86 学校法人藤村学園固定資産及び物品管理規程 

        87 学校法人藤村学園固定資産及び物品調達規程 

114 学校法人藤村学園危機管理委員会規程  

189 東京女子体育大学・短期大学附属図書館規程 

193 東京女子体育大学・短期大学図書館図書除却規程  

 

［区分 基準Ⅲ-B-1 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて校

地、校舎、施設設備、その他の物的資源を整備、活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 校地の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。  

(2) 適切な面積の運動場を有している。 

(3) 校舎の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。  

(4) 校地と校舎は障がい者に対応している。 

(5) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行う講

義室、演習室、実験・実習室を用意している。 

(6) 通信による教育を行う学科・専攻課程を開設している場合には、添削

等による指導、印刷教材等の保管・発送のための施設が整備されてい

る。 

(7) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うた

めの機器・備品を整備している。 

(8) 適切な面積の図書館又は学習資源センター等を有している。  

(9) 図書館又は学習資源センター等の蔵書数、学術雑誌数、 AV 資料数及び

座席数等が適切である。 

 ① 購入図書選定システムや廃棄システムが確立している。  

 ② 図書館又は学習資源センター等に参考図書、関連図書を整備して

いる。 

(10) 適切な面積の体育館を有している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-B-1 の現状＞ 

 学校法人藤村学園の校地面積は 52,522 ㎡で、東京女子体育大学と共有している。

校地面積を収容定員に基づく比率によって按分すると、短期大学は 9,454 ㎡(18％)

となり短期大学設置基準 3,200 ㎡の規定を充足している。  

 運動場の面積は 24,204 ㎡で、日本陸上競技連盟第 4 種公認陸上競技場(一周

300m)、テニスコート 4 面、ソフトボール場を整備しており、授業、クラブ活動等

で有効に活用している。  

 校舎面積は 33,939 ㎡で、東京女子体育大学と共有している。校舎面積を収容定
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員に基づく比率によって按分すると、短期大学は 6,109 ㎡(18％)となり短期大学

設置基準 4,000 ㎡の規定を充足している。  

 障がい者への対応については、車椅子に対応したスロープを 1 号館、2 号館、4

号館、6 号館、10 号館に設置し、エレベーターを 2 号館、4 号館、10 号館に設置

するとともに、｢だれでもトイレ｣を 4 号館、10 号館に設置するなど整備に努めて

いる。  

 学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に基づいて授業を

行う講義室、保育演習室、運動生理学実験室、図画工作室、多目的室等を設置して

いる。  

 通信による教育を行う学科・専攻課程については、本学は開設していない。  

 授業用の機器・備品については、｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・

ポリシー)に基づいて十分に整備している。特に音楽教育のためのピアノ練習室 35

室、ピアノレッスン室 4 室、メディアホール、音楽室を有するとともに、ピアノ台

数は 63 台を保有している。また、全ての教室に学内 LAN、ICT 機器、AV 機器を

設置している。  

 図書館は東京女子体育大学と共有しており、延床面積は 2,277 ㎡で適切な面積

を有している。  

 図書館の蔵書数は 182,359 冊、学術雑誌数は 735 種、AV 資料数は 2,638 点及び

座席数は 254 席であり、適切である。  

 

【図書館の規模】   【図書購入費】     【図書館の資料内訳】  

 
購入図書選定システムについては、東京女子体育大学・短期大学附属図書館規程

に基づき、教職員・学生・図書館による推薦資料を図書館運営委員会に付議し、購

入決定を行っている。また、廃棄システムについては東京女子体育大学・短期大学

図書館図書除却規程に基づき、手続きを行っている(備付 -規約集  189 東京女子体

育大学・短期大学附属図書館規程、193 東京女子体育大学・短期大学図書館図書除

却規程)。  

 図書館 1 階には、参考図書コーナーを設置し、参考図書を整備している。また、

関連図書についても専門書を重点的に収集するとともに、授業に関連する資料を

整備している。また、ジャパンナレッジ・朝日新聞記事・メディカルオンライン等

のインターネットデータベースを導入、それらのリンク集を図書館ウェブサイト

に公開し、パソコン等の情報機器も整備している。  

 図書館 2 階の｢研修室｣は、授業やゼミナール、ディスカッション、ミーティン

グ、資格試験のためのグループ学習など、複数人で利用する場合に提供している。

試験前など、閲覧席の利用が多い時期は自習席として開放している。  

面積 座席数 年度 購入費（円） 図書蔵書冊数 182,359冊

2,277㎡ 254席 平成29年度 10,488,138 令和元年度受入数 13,804冊

平成30年度 9,883,896

令和元年度 10,249,158

視聴覚資料総点数 　2,638点

　VTR 944点

　DVD 　1,620点

　CD－ROM 17点

　録音資料 57点

                 （令和2年3月31日現在）

所蔵雑誌種数
(紀要数を含む)

735種
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【研修室の利用実績(学生)】  

年度  平成 29 年度  平成 30 年度  令和元年度  

件数  2 13 16 

 

本学の特性から 6 つの体育館を整備し、適切な面積を有している。その他に陸上

競技場、テニスコート 4 面、ソフトボール場、温水プール、武道場、トレーニング

室の運動施設も整備し、有効に活用している。  

 

［区分 基準Ⅲ-B-2 施設設備の維持管理を適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 固定資産管理規程、消耗品及び貯蔵品管理規程等を、財務諸規程に含

め整備している。 

(2) 諸規程に従い施設設備、物品(消耗品、貯蔵品等)を維持管理してい

る。 

(3) 火災・地震対策、防犯対策のための諸規則を整備している。  

(4) 火災・地震対策、防犯対策のための定期的な点検・訓練を行ってい

る。 

(5) コンピュータシステムのセキュリティ対策を行っている。  

(6) 省エネルギー・省資源対策、その他地球環境保全の配慮がなされてい

る。 

 

＜区分 基準Ⅲ-B-2 の現状＞ 

学校法人藤村学園経理規程、学校法人藤村学園固定資産及び物品管理規程、学校

法人藤村学園固定資産及び物品調達規程は、学校法人藤村学園運営規約集の第 4 章

財務に含め整備している(備付 -規約集  84 学校法人藤村学園経理規程、86 学校法

人藤村学園固定資産及び物品管理規程、87 学校法人藤村学園固定資産及び物品調

達規程)。また、これらの諸規程に従い施設設備や物品を維持管理している。  

火災・地震対策については、学校法人藤村学園危機管理委員会規程に基づき、学

生、教職員及び近隣住民等の安全確保に努めている(備付 -規約集  114 学校法人藤

村学園危機管理委員会規程)。また、火災・地震対策のための定期点検と修繕を行

い、施設設備を適切に整備・管理している。  

 火災・地震を想定した避難訓練は、所轄消防署の協力のもと、全学生・教職員及

び近隣住民が参加し実施している。また、本学が国立市の広域避難場所に指定され

ていることから、国立市防災無線機を設置し定期的に通信訓練を実施している。さ

らに、国立市、立川市と連携協定を締結しており、協議会で災害発生時の対応につ

いても協議している。  

火災・地震の備えとしては、免震構造の 4 号館に災害用備蓄食料、防災用品等を

確保するとともに、｢災害時対応マニュアル｣(備付 -257)を作成し新入生や新入教

職員に配付している。  

防犯対策については、所轄警察署に依頼して学生への防犯講話や実例紹介を行

い、学生の防犯意識を高めるとともに注意喚起を行っている。各門には警備員を配

置し、外部の来校者に入構許可書を貸与するなど不審者の侵入を防止するととも

に、各門や学内要所に防犯カメラを設置し常時監視している。  

コンピュータシステムのセキュリティ対策については、ファイアウォールやプ

ロキシサーバを設置するとともに、ネットワーク接続デバイスの固定 IP 化による

学内デバイス管理を行っている(備付 -202)。また、職員は情報活用ガイドラインに
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基づき、セキュリティルールやセキュリティの保持について、適切な管理に努めて

いる(備付 -203)。  

省エネルギー・省資源対策としては、屋外運動施設、体育館の水銀灯照明設備や

蛍光灯照明設備の LED 化のための改修工事を行うとともに、老朽化した空調機等

を効率の良い省エネタイプへの更新を推進している。4 号館屋上に太陽光発電装置

を設置するとともに、2 号館廊下の窓ガラスには遮熱フィルムを貼り、輻射熱対策

を実施し省エネルギー・省資源対策に配慮している。また、特別な場合を除き、夏

季及び冬季の室温は、冷房 28℃、暖房 20℃に調整している。さらに夏季において

は学生で組織する学友会による電力削減に向けた指導放送を実施し、照明器具の

適切な点灯や空調の適切な温度設定を行っている。これらの取り組みにより、省エ

ネルギーに努めるとともに学内関係者の意識の高揚を図っている。  

 地球環境保全については、4 号館及び 10 号館に屋上緑化を整備するとともに、

ごみの分別と削減の徹底を図っている。  

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の課題＞ 

障がい者対応(バリアフリー化 )については、校舎の改修工事に合わせてスロー

プの設置やエレベーターの設置及び自動ドアの設置等について順次整備している。

今後も、改善・充実を図っていく。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の特記事項＞ 

 新体操競技が主用途の体育館、バレーボールやバスケットボールが主用途の体

育館、各クラブ活動と各クラブの基礎練習として使用できる多目的ルーム及びト

レーニングルームを備えた複合体育館を、令和 3 年 8 月末の竣工予定で建設して

いる。  

 複合体育館を新築し、施設を整備することで授業、クラブ活動等への有効活用を

図る。  

 複合体育館には、エレベーターや｢だれでもトイレ｣及び車椅子用の観覧席を設

置するなど、障がい者への対応にも配慮している。  
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［テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料  

 

備付資料 121 ｢教職ラーニングステーション｣ 資料  

     127 ウェブサイト｢UNIVERSAL PASSPORT｣ 

             https://unipa.twcpe.ac.jp/up/faces/login/Com00501A.jsp127   

202 学内ネットワーク関連書類   

 

備付資料 規約集 

84 学校法人藤村学園経理規程  

86 学校法人藤村学園固定資産及び物品管理規程  

87 学校法人藤村学園固定資産及び物品調達規程  

 

［区分 基準Ⅲ-C-1 短期大学は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に

基づいて学習成果を獲得させるために技術的資源を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術サービ

ス、専門的な支援、施設設備の向上・充実を図っている。 

(2) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて情報技術の向

上に関するトレーニングを学生及び教職員に提供している。 

(3) 技術的資源と設備の両面において計画的に維持、整備し、適切な状態

を保持している。 

(4) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術的資源の

分配を常に見直し、活用している。 

(5) 教職員が学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業

や学校運営に活用できるよう、学内のコンピュータ整備を行ってい

る。 

(6) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて、学生の学習

支援のために必要な学内 LAN を整備している。 

(7) 教員は、新しい情報技術などを活用して、効果的な授業を行ってい

る。 

(8) 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うコ

ンピュータ教室、マルチメディア教室、CALL 教室等の特別教室を整

備している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-C-1 の現状＞ 

保健体育学科・児童教育学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポ

リシー)に基づいて、技術的資源をはじめとするその他の教育資源の向上・充実を

図っている。 
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【東京女子体育大学・東京女子体育短期大学 学内マップ】 

 

【東京女子体育大学・東京女子体育短期大学 図書館フロアマップ】 
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 マルチメディアルーム、メディアホール、ピアノレッスン室、トレーニング室、

運動生理学実験室、各体育施設を配備することで教職員が授業時間以外にも学習

を支援し、技術サービス、専門的な支援を行っている。  

体育館、講義室、演習室及び実習室の授業用の機器・備品については、｢教育課

程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に基づいて十分に整備している。

特に音楽教育のためのピアノ練習室 35 室、ピアノレッスン室 4 室、メディアホー

ル、音楽室を有するとともに、ピアノ台数は 63 台を保有している。児童教育学科

の教育課程においては、図画工作室、多目的室、保育演習室等の機器・備品を整備

している。また、全ての教室に学内 LAN、ICT 機器、AV 機器を設置し、施設設備

の向上・充実を図っている。  

学生に対しては、学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)

に基づき、｢情報リテラシー｣｢情報機器演習Ⅰ｣｢情報機器演習Ⅱ｣｢教育方法(含む

情報機器及び教材の活用)｣の 4 科目を開講し、情報技術を修得している。また、ス

タディルームを常時開放し、インターネットなど使用できる環境を整えている。  

教職員に対しては、管財課内に情報支援員として常勤 1 名、非常勤 1 名を配置

し、情報技術の向上に関するアドバイスや援助を行うとともに、コンピュータ端末

のトラブル等にも対応している。  

学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に基づいて、教職

員が授業や学校運営に活用できるよう、学内のコンピュータ及び学内無線 LAN の

整備を行っている。研究室及び事務室には学内無線 LAN が設置されており、教職

員には 1 人 1 台のパソコンが貸与され、授業や学校運営に活用している。  

技術的資源と設備については、学校法人藤村学園経理規程、学校法人藤村学園固

定資産及び物品管理規程、学校法人藤村学園固定資産及び物品調達規程に基づき

適切に維持・整備し、適切な状態を保持し、技術的資源の分配を常に見直している

(備付 -規約集  84 学校法人藤村学園経理規程、86 学校法人藤村学園固定資産及び

物品管理規程、87 学校法人藤村学園固定資産及び物品調達規程 )。  

 各教室には、学内 LAN が設置されており授業等で活用している。教室に設置さ

れた ICT 機器や AV 機器を効果的に活用して学生の学習支援を行っている。  

 学習・研究への活用目的でスタディルームや図書館のパソコンを常時開放し、イ

ンターネットなど使用できる環境を整えている。現在、無線 LAN への学生の接続

範囲を拡張するため整備を進めている。  

 また、学務系ウェブシステムを導入し、学生及び教職員に対して利便性を図って

いる。学生は、｢UNIVERSAL PASSPORT｣(備付 -127)を通して履修登録を行うと

ともに、短期大学からの連絡、休講、教室変更などの学内情報を携帯端末やパソコ

ンから確認している。  

 学科の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー)に基づいてコンピ

ュータによる授業を行う教室として、マルチメディアルームを整備しており、適切

に活用し管理している(備付 -202)。  

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の課題＞ 

 学生は、マルチメディア室、自習室、図書館などに配置しているパソコンは自由

に利用することができ、インターネットに接続することが可能である。学内無線

LAN の利用は、限定した場所で教育活動に限られているため、キャンパス内全域

での無線 LAN の利用を可能にするため整備を進めている(備付 -202)。  

 教員は、教室に整備されている AV 機器やプロジェクターを利用し、各授業が行

われているが、情報技術の活用に差が生じている。また、ICT 教育となるとマルチ

メディア室に限られているため、今後アクティブラーニングの授業形態を推進し
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ていくには、ICT 設備の整備とともに、情報技術の向上の支援、研修会などの体制

が課題である。  

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の特記事項＞ 

 令和元年度から｢教職ラーニングステーション｣を開設し、2 名の教職アドバイザ

ーと 1 名の学習支援員の専属スタッフが、年間を通して教職に関する相談や教員

採用試験に関する質問に対応しながら教員志望の学生へのサポートを行っている。

このことにより、児童教育学科の学生 2 名が小学校の教員採用試験に合格した。  

また、学生の教職に関する相談や学校生活の悩みなどにも柔軟に対応し、学生の

自己実現に向けた支援を行っている(備付 -121)。  
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［テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 29 計算書類等の概要 (過去 3 年間） [書式 1～4] 

33 貸借対照表 (平成 29 年度～令和元年度 ) 

35 ウェブサイト「令和元年度事業報告」  

   https://www.twcpe.ac.jp/public/report.html#gsc.tab=0 

 

備付資料 35 稟議書｢東京女子体育大学・東京女子体育短期大学の  

マスコットキャラクター製作について｣  

    168 平成 25 年度事業報告書  

169 平成 26 年度事業報告書  

170 平成 27 年度事業報告書  

171 平成 28 年度事業報告書  

172 平成 29 年度事業報告書  

173 平成 30 年度事業報告書  

204 稟議書番号 24 学法藤管第 51 号｢平成 24 年度補正予算案に係る  

ICT 活用推進事業の計画調書の提出について｣ 

205 教育振興寄付金のご案内  

207 藤村学園複合体育館寄付金のご案内  

208 独立監査人の監査報告書 (平成 29 年度～令和元年度 ) 

 

備付資料・規約集 

        84 経理規程  

 

［区分 基準Ⅲ-D-1 財的資源を適切に管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 計算書類等に基づき、財的資源を把握し、分析している。 

 ① 資金収支及び事業活動収支は、過去 3 年間にわたり均衡している。 

 ② 事業活動収支の収入超過又は支出超過の状況について、その理由を

把握している。 

 ③ 貸借対照表の状況が健全に推移している。 

 ④ 短期大学の財政と学校法人全体の財政の関係を把握している。  

 ⑤ 短期大学の存続を可能とする財政を維持している。 

 ⑥ 退職給与引当金等を目的どおりに引き当てている。 

 ⑦ 資産運用規程を整備するなど、資産運用が適切である。  

 ⑧ 教育研究経費は経常収入の 20％程度を超えている。 

 ⑨ 教育研究用の施設設備及び学習資源 (図書等)についての資金配分が

適切である。 

 ⑩ 公認会計士の監査意見への対応は適切である。 

 ⑪ 寄付金の募集及び学校債の発行は適正である。 

 ⑫ 入学定員充足率、収容定員充足率が妥当な水準である。  

 ⑬ 収容定員充足率に相応した財務体質を維持している。  

(2) 財的資源を毎年度適切に管理している。 

 ① 学校法人及び短期大学は、中・長期計画に基づいた毎年度の事業計

画と予算を、関係部門の意向を集約し、適切な時期に決定してい

る。 
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 ② 決定した事業計画と予算を速やかに関係部門に指示している。  

 ③ 年度予算を適正に執行している。 

 ④ 日常的な出納業務を円滑に実施し、経理責任者を経て理事長に報告

している。 

 ⑤ 資産及び資金(有価証券を含む)の管理と運用は、資産等の管理台

帳、資金出納簿等に適切な会計処理に基づいて記録し、安全かつ適

正に管理している。 

 ⑥  月次試算表を毎月適時に作成し、経理責任者を経て理事長に報告し

ている。 

  

＜区分 基準Ⅲ-D-1 の現状＞ 

短期大学の財務については、毎年度の決算において、資金収支内訳表及び事業活

動収支内訳表を作成し、状況を把握している。また、法人全体、大学、短期大学の

財務分析資料を作成し、収支の状況を確認している(提出 -35 p.54)。  

短期大学の資金収支及び事業活動収支は、過去 3 年間にわたり支出超過の状態

が続いている。  

事業活動収支では、平成 29 年度から 3 年間の基本金組入前当年度収支差額はマ

イナスで推移している。支出については、経常的支出の横ばいと臨時的支出の増加

により、支出超過の状況が続いている。  

短期大学の収支の状況を年度別にみると、平成 29 年度は学納金収入の減少と、

体育館照明等の LED 化改修や既存建物の修繕に伴う経費等により支出超過となっ

た。平成 30 年度は学納金収入の減少と、保育士養成課程の設置、1 号館施設設備

の改修やテニスコート移設に伴う経費、水道管漏水対応による臨時的支出等によ

り支出超過となった。令和元年度は学生数の増加により学納金収入は改善したも

のの、支出超過が継続している(提出 -29[書式 2])。  

貸借対照表の状況については、日本私立学校振興・共済事業団の｢私学の経営分

析と経営改善計画(平成 29 年 3 月改訂版)｣に示された貸借対照表関係比率を用い

て分析する。  

積立率(運用資産÷要積立額 )については、100％以上を安定的に維持している。

(平成 29 年度 120.2％、平成 30 年度 116.2%、令和元年度 116.3％) また、流動

比率についても、200％以上を安定的に維持している。(平成 29 年度 363.9％、平

成 30 年度 369.0%、令和元年度 524.2％)(提出 -35 p.54) 

しかし、短期大学の経営は学校法人全体で行っていることから、短期大学の赤字

は大学の黒字と過去の累積黒字により補填している。現時点では、教育研究経費な

ど必要経費については十分に措置しているといえる。また学生数が減少する一方

で、学費改定や寄付金募集、外部資金の獲得等にも取り組み、収支改善を図ってい

る(備付 -173 p.5,p.18)。  

特定資産については、退職給与引当金、第 3 号基本金について、要積立額の 100％

を保有している(提出 -33)。  

資産運用については、｢学校法人藤村学園資金運用に関する規程｣及び｢学校法人

藤村学園資金運用に関する規程施行細則｣に基づき、流動性・安全性・収益性を考

慮して運用している。  

教育研究経費支出は経常収入の 20％程度を超えており、平成 29 年度は 37.6％、

平成 30 年度は 35.9%、令和元年度は 29.2％となっている(提出 -29[書式 4])。  

次に、教育研究用の施設設備及び学習資源(図書等)については、研究室・教室棟

2 棟、体育館 7 館、温水プール、図書館、講堂(藤村総合教育センター)の他、公認

の陸上競技場、ソフトボールコート、テニスコートを所有し、体育用器具、ピアノ・
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AV 教育用設備、情報教育用設備等の備品とともに適時改修又は更新し、良好な状

態で管理している。  

また、図書資料(ビデオ・DVD／CD-ROM 含む)については、年間約 1 千万円の

予算を計上し、附属図書館資料収集方針内規に基づき、図書館運営委員による選定

会議を経て整備している。  

また、私立学校振興助成法第 14 条第 3 項の定めに基づく公認会計士の監査に適

切に対応しており、監査意見は無限定適正である (備付-208)。  

寄付金の募集については、本学の教育振興と教育施設の総合整備事業として、適

正に実施している。平成 27 年度には特定公益増進法人として、平成 30 年度には

税額控除対象法人として認められている(提出 -35 p.55)。  

短期大学の定員充足率については、平成 30 年度に児童教育学科に保育士養成課

程を設置するなどの改革に加えて、学生募集活動を積極的に展開し充足率の回復

に努めている。  

 

【短期大学の定員充足率 (令和 2 年 5 月 1 日現在)】               

区分  定員  平成 29 年度  平成 30 年度  令和元年度  

保健体育学科  
入学定員  41％  72％  78％  

収容定員  56％  53％  67％  

児童教育学科  
入学定員  75％  66％  70％  

収容定員  88％  72％  66％  

合計  
入学定員  58％  68％  73％  

収容定員  72％  64％  71％  

  

短期大学の志願者数の減少と入学定員割れは、平成 30 年度の保育士養成課程設

置と、学生募集活動の強化によって、歯止めがかけられた。今後も、中期計画に基

づく校舎・体育館等施設設備の充実に取り組み、カリキュラム改正などの短期大学

の改革を実施し、引き続き入学者の確保を図っていく。  

短期大学単独での収入超過は難しく、学校法人全体で財政状態及び経営状況の財

務の健全性を維持している。公認会計士の監査意見においても無限定適正が証明され

ている。  

予算及び執行管理については、中期財務計画と予算編成方針は関係部門の意向

を集約し作成しており、毎年の事業計画や予算案の作成は予算編成方針に基づい

ている。予算案は諮問機関である予算委員会で審議し、評議員会の意見聴取の後、

理事会において決定している(備付 -規約集  84 経理規程)。  

予算は決定後速やかに関係部門に通知している。  

年度予算は、学校法人藤村学園経理規程及び学校法人藤村学園経理規程施行細

則に基づき適正に執行している。  

日常的な出納業務は経理課長が会計伝票及び証憑書類を審査し、法人事務局長

(財務担当理事)の決裁を受けて支払う等、経理規程・経理規程施行細則に基づき円

滑に実施している。予算執行状況等については、経理規程に基づき月次試算表を作

成し、金融資産残高表と併せて法人事務局長及び理事長へ報告している。  

資産管理については、学校法人会計基準に準拠した適切な会計処理に基づいて

記録しているほか、経理規程・経理規程施行細則、固定資産規程・物品調達規程に

基づき安全かつ適正に管理している。資金 (有価証券を含む)は、資金運用に関する

規程及び施行細則に基づき、安全性を考慮し、より有利な運用に努めている。  
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［区分 基準Ⅲ-D-2 日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標等に基づき

実態を把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 短期大学の将来像が明確になっている。 

(2) 短期大学の強み・弱みなどの客観的な環境分析を行っている。  

(3) 経営実態、財政状況に基づいて、経営 (改善)計画を策定している。 

 ① 学生募集対策と学納金計画が明確である。 

 ② 人事計画が適切である。 

 ③ 施設設備の将来計画が明瞭である。 

 ④ 外部資金の獲得、遊休資産の処分等の計画を持っている。  

(4) 短期大学全体及び学科・専攻課程ごとに適切な定員管理とそれに見合

う経費(人件費、施設設備費)のバランスがとれている。 

(5) 学内に対する経営情報の公開と危機意識の共有ができている。  

 

［注意］ 

基準Ⅲ-D-2 について 

(a)日本私立学校振興・共済事業団の｢定量的な経営判断指標に基づく経営状態

の区分(法人全体)平成 27 年度～｣の B1～D3 に該当する学校法人は、経営

改善計画を策定し、自己点検・評価報告書に計画の概要を記載する。改善

計画書類は提出資料ではなく備付資料とする。 

(b)文部科学省高等教育局私学部参事官の指導を受けている場合は、その経過の

概要を記述する。 

 

＜区分 基準Ⅲ-D-2 の現状＞ 

短期大学への入学志願者が減少しており、短期大学の改組として保育士養成課

程を設置したが、保育士養成課程申請書受理後の 10 月からの募集となったため、

平成 30 年度では定員充足率改善とはならず、短期大学の収支は支出超過になって

いる。  

短期大学の将来像、強み・弱みとしては、少子化に伴う 18 歳人口の減少が続く

中、社会全体では短期大学への進学希望者は大幅に減少し、短期大学は厳しい環境

にある。本学の保健体育学科は中学校教諭二種免許状(保健体育)を取得すること

が可能である。体育短期大学における児童教育学科の魅力は｢体育教育の実践力が

備わった教育者・保育者になることができる｣ことであり、それは幼稚園・小学校・

保育の現場においても求められることである。  

このことを基本として、保育士不足の解消など社会的ニーズを踏まえ、学生募集

活動の強化に努めていく。  

中期財務計画は、経営実態、財政状況に基づき策定している。  

学生募集対策については、毎年入学定員の確保を目標にして教職員による指定

校訪問をおこない、ウェブサイトその他での広報活動やオープンキャンパスを実

施している。平成 30 年度に保育士養成課程を設置した。これに伴う入学定員の見

直しによって、児童教育学科については平成 30 年度から 110 名、保健体育学科に

ついては平成 30 年度から 50 名となっている。保育士養成課程設置などの短期大

学の改革に加えて、ウェブサイトのリニューアル、オープンキャンパスの充実など、

入学生確保と定員充足率改善に努めている。  

 学費については、経済環境や他短期大学の動向を勘案し、理事会で検討し決定し

ている。平成 30 年度に入学金・授業料・施設設備費の改定、また実験実習料を新

規に加えている。  
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本学の人事計画は、併設する大学との状況を鑑み、教育職員・事務職員の組織

を学校教育法、短期大学設置基準、教職課程認定基準等の法令に基づき適正に配

置することにより行っている。  

本学の教員組織は、22名の専任教員で編制しており、短期大学設置基準に定め

る教員数を充足している。学長は、短期大学設置基準上の教員定数を把握し、年

度ごとに大学・短期大学専任教員組織表や専任教員所属表、領域別一覧等の人事

関係資料の検討を行い、退職者の補充採用や大学・短期大学の教員配置等の状況

を考慮し、人事計画の適正化に努めている。  

事務組織においては、事務局長が、事務職員年齢一覧や事務職員所属表等の資

料を基に、定年退職者とそれに伴う補充採用の予定、年齢構成や男女比率を分析

して人事構成の把握、検討を行っており、また職務業績評価の一環として、事務

職員全員と個々に面接をし、それぞれの勤務状況や要望について把握をしたうえ

で、本人の能力や適性がより一層発揮できる部署への配置換え等の人事異動を計

画、実施しており、人事計画は適切である。  

キャンパス整備計画を作成し、施設設備の更新と充実を図っている。耐震化工事

や LED 証明工事など年次計画で実施している。平成 30 年度にはテニスコートを

新設しており、旧テニスコート跡地に建設中の複合体育館は令和 3 年度に完成予

定である(備付 -173 p.5)(提出 -35 p.6)。  

外部資金の獲得については、重点事業計画として平成 26 年度から寄付金募集を

行っている。現在｢教育振興寄付金｣と｢学校法人藤村学園複合体育館寄付金｣の募

集活動を行っている。文部科学省の経常費補助金については、定員充足率の改善で

増額に努めたい。文部科学省の科学研究費補助金は令和元年度 1 件 390 千円で、

引き続き積極的な応募を奨励していく。遊休資産の処分計画はない (備付 -205、

207)(提出 -35 p.36,55)。  

収容定員充足率の状況はすでに述べたとおりであって、入学定員の確保を目標

にこれまで以上の努力を重ねていきたい。また、定員との費用のバランスは、人件

費は設置基準に基づき教員を配置し、施設設備費は大学と共有しているので、ラン

ニングコストの節減を図っていく。  

決算等に係る経営情報は、ウェブサイトに公開するとともに、教授会等でも報告

しており、教職員は経営の状況を理解している。短期大学の定員充足率など当面の

状況について教職員はその数値を冷静に受け止めており、危機意識は共有されて

いる。  

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の課題＞ 

短期大学への入学志願者が減少しているため、短期大学の改組として平成 30 年

度に保育士養成課程を設置した。これに伴う入学定員の見直しによって、児童教育

学科は平成 30 年度から 110 名、保健体育学科は平成 30 年度から 50 名とした。

保育士養成課程設置などの短期大学の改革に加えて、ウェブサイトのリニューア

ル、オープンキャンパスの充実など、引き続き入学生確保と定員充足率改善に努め

る必要がある。  

短期大学の財的課題は、定員充足率の向上に努め財政の安定化を図ることであ

る。短期大学の志願者数の減少と入学定員割れは、平成 30 年度の保育士養成課程

設置と学生募集活動の強化によって歯止めがかけられたものの、少子化に伴う 18

歳人口の減少と短期大学への進学希望者が減少傾向の中では今後も厳しい状況で

ある。財務的には法人全体で黒字経営を続けており問題はないが、中期計画に基づ

く校舎・体育館等施設設備の充実に取り組み、カリキュラム改正などの短期大学の

改革を実施し、引き続き入学者の確保を図り、財政の安定化に貢献することが重要
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である。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の特記事項＞ 

教育資源としては、児童教育学科保育士養成課程の第 1 期生が 2020 年 3 月に卒

業し就職の実績を築くこと、関東圏の高等学校を積極的に訪問するとともに、ウェ

ブサイトやオープンキャンパスなどで本学(女子体育短期大学)の保育士養成課程

の認知度を高める努力をしている。また、本学の認知度を高める一助として、

｢Line@｣で情報を発信するとともに、今年度からマスコットキャラクターを作成し、

活用している(備付 -35)。  

財的資源としては、収入面では寄付金獲得や資産運用収益の増など、支出面では

LED 化改修工事による光熱費の削減などで収支の改善に努めている。寄付金や資

産運用収益により、本学独自の奨学金制度、教育施設設備の整備、クラブ活動支援、

地震や台風の被災者に対する入学検定料の免除及び学納金の減免など修学環境の

支援・向上に努めている。  

 

＜基準Ⅲ教育資源と財的資源の改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証(第三者)評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動

計画の実施状況 

学生の学習成果を向上・充実させるため、研究活動の活性化及び科学研究費助成

事業・外部研究費等の獲得、研究成果発表の機会の奨励については促進を図ってい

る。  

平成 25 年度に導入したウェブ履修管理等機能を備えた新総合学務系システムに

加え、サーバ室の統合とネットワークの改修工事を実施し、学生及び教職員の利便

性は向上できている(備付 -204)。さらに令和元年度は、Windows7 のサービス提供

の終了に伴うパソコン機器の更新を行った。  

障がい者対応(バリアフリー化)については、平成 25 年度に 2 号館 3・4 階改修

工事に合わせてエレベーターの設置や出入口にスロープを設置した。また、これま

でに学生の学習成果の向上・充実を目指し、施設設備の見直しを行い、中・長期計

画に基づいた改修工事を以下のように行ってきた。  

 

【平成 25 年度～令和元年度までの改修工事実績】  

平成 25 年度  

2 号館改修工事(エレベータ新設、3・4 階改修)、9 号館(プ

ール)改修工事、学生用ロッカーの更新、サーバ室の統合とネ

ットワークの改修工事の実施(備付 -168 p.7)。  

平成 26 年度  

新学生寮新築工事、6 号館空調設備改修工事、学生用ロッカ

ーの更新、3 号館センターホールのプロジェクター設置工事の

実施(備付 -169 p.10)。 

平成 27 年度  

2 号館改修工事(地階・1 階・2 階・3 階の一部改修)、第 1・

2・7 体育館冷暖房設備設置工事、ソフトボール場 LED 照明改

修工事、洗浄温便座改修工事、正門前練習場人工芝敷設及び防

砂ネット取付工事、第 5 体育館ロールスクリーン等改修工事、

第 7 体育館北側新取得地出入口門扉階段設置工事の実施(備付

-170 p.17)。  
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平成 28 年度  
4 種公認陸上競技場施設改修工事、第 3・5・6 体育館及びト

レーニングルーム冷暖房設備設置工事の実施 (備付 -171 p.9)。  

平成 29 年度  

6 号館屋上防水対策改修工事、4 号館 6 階武道場冷暖房設備

設置工事、陸上競技場及び第 2・7 体育館並びに 3・6 号館 LED

照明改修工事、3 号館教室冷暖房設備改修工事の実施(備付 -172 

pp.16-17)。  

平成 30 年度  

テニスコート移設工事、1 号館 2 階 3 階冷暖房設備改修工

事、第 5・6 体育館 LED 照明改修工事、1 号館 3 階会議室内装

改修工事、学内ネットワーク設備更新工事の実施 (備付 -173 

p.5,pp.9-10)。  

令和元年度  

複合体育館新築工事、1 号館電気設備更新工事、1 号館 LED

照明改修工事、Windows7 のサービス提供の終了に伴う PC 機

器の更新、1 号館 3 階会議室冷暖房設備改修工事、1 号館屋内

消火栓入替工事の実施(提出 -35 p.6,p.11)。  

 

 

今後も、老朽化した施設設備の改善を実施するとともに、老朽化した建物の建て

替えを計画している。  

保健体育学科と児童教育学科の経営計画については、社会的な状況を鑑みなが

ら中期計画に基づく校舎・体育館等施設設備の充実やカリキュラム改正などの改

革を行い、入学者の確保に努めている。 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

定員充足に向け、編入学制度や保育士資格が取得できることをオープンキャン

パスや高等学校訪問を通じて積極的にアピールする。そのためのパンフレットを

作成する。また、沿線への広告などを行っていく。  

施設設備面においては、キャンパスの老朽化に伴い、施設設備の耐用年数向上に

向けた劣化度診断を実施し、中・長期計画を策定している。  

 現在、老朽化した 5 号館(昭和 53 年竣工)を取り込む複合体育館を建設しており、

完成後は 5 号館を取り壊し 6 号館(昭和 50 年竣工)を取り込める建物を建設し、7

号館(昭和 54 年竣工)、8 号館(昭和 54 年竣工)を視野に入れた建て替えを順次計

画している。  
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【基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス】  

 

［テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップ］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 29 計算書類等の概要(過去 3 年間) [書式 1～4] 

30 資金収支計算書・資金収支内訳書(平成 29 年度～令和元年度) 

31 活動区分資金収支計算書(平成 29 年度～平成 30 年度) 

32 事業活動収支計算書・事業活動収支内訳表  

(平成 29 年度～令和元年度) 

33 貸借対照表  

35 ウェブサイト「令和元年度事業報告書」  

   https://www.twcpe.ac.jp/public/report.html#gsc.tab=0 

38 ウェブサイト「寄附行為」  

   https://www.twcpe.ac.jp/public/pdf/kifukoui.pdf  

 

備付資料  18 学校法人藤村学園 学園報 第 11 号 

        206 財産目録(平成 29 年度～令和元年度)  

  

備付資料・規約集 

          1 学校法人藤村学園寄附行為 

 

［区分 基準Ⅳ-A-1 理事会等の学校法人の管理運営体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 理事長は、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮してい

る。 

 ① 理事長は、建学の精神・教育理念、教育目的・目標を理解し、学

校法人の発展に寄与できる者である。 

 ② 理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理している。  

 ③ 理事長は、毎会計年度終了後 2 月以内に、監事の監査を受け理事

会の議決を経た決算及び事業の実績(財産目録、貸借対照表、収支

計算書及び事業報告書)を評議員会に報告し、その意見を求めてい

る。 

(2) 理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、学校法人の意

思決定機関として適切に運営している。 

 ① 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督して

いる。 

 ② 理事会は、理事長が招集し、議長を務めている。 

 ③ 理事会は、認証評価に対する役割を果たし責任を負っている。  

 ④ 理事会は、短期大学の発展のために、学内外の必要な情報を収集

している。 

 ⑤ 理事会は、短期大学の運営に関する法的な責任があることを認識

している。 

 ⑥ 理事会は、学校法人運営及び短期大学運営に必要な規程を整備し

ている。 

(3) 理事は、法令及び寄附行為に基づき適切に構成されている。  

 ① 理事は、学校法人の建学の精神を理解し、その法人の健全な経営

様式 8－基準

Ⅳ 
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について学識及び識見を有している。 

 ② 理事は、私立学校法の役員の選任の規定に基づき選任されてい

る。 

 ③ 寄附行為に学校教育法校長及び教員の欠格事由の規定を準用して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅳ-A-1 の現状＞ 

理事長は、平成 23 年 5 月に本学園の理事に就任し、平成 27 年 5 月に寄附行為

第 6 条(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為第 6 条)に基づき理事

長に就任した。その後、令和元年 5 月に理事長再任となり現在に至っている。理事

長は、理事会を通じて本学の業務執行にリーダーシップを発揮し、本学の経営及び

運営に尽力している。理事長は、理事任期の 3 期目であり、建学の精神及び教育理

念・目的を十分理解したうえで本学園の運営に当たっており、学園の発展に寄与で

きる者である。  

平成 27 年 7 月には、学園における主要な活動をステークホルダーに周知するこ

とで学園の状況を発信し、学校法人の発展に繋げていこうという発想のもとに『学

園報』(備付-18)が創刊となったが、『学園報』の顔ともいえるその巻頭には、理事

長が自ら｢学校法人 藤村学園 学園報｣の題字を揮毫しており、『学園報』に馳せ

る熱意と強いリーダーシップを表している。  

 

【学校法人 藤村学園 学園報 （題字）】  

 

 

 理事長は、寄附行為第 13 条(理事長の職務) (提出 -38)(備付 -規約集  1 学校法人

藤村学園寄附行為第 13 条)に基づき、この学校法人を代表し、その業務を総理し

ており、寄附行為第 22 条(諮問事項) (提出 -38)(備付 -規約集  1 学校法人藤村学園

寄附行為第 22 条)に基づき、毎会計年度終了後 2 月以内に、監事の監査を受け理

事会の議決を経た決算及び事業の実績 (備付-206)(提出 -33、29【書式１】、【書式

2】、30、31、32、35)を評議員会に報告し、その意見を求めている。平成 30 年度

決算及び事業の報告では、令和元年 5 月 27 日開催の理事会において承認を得た決

算及び事業の内容を評議員会において報告し、意見を求めている。  

 理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、理事会は、寄附行為第 17

条(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為第 17 条)に則り、学校法

人の業務を決し、理事の職務の遂行を監督しており、同条に則り、理事長が理事会

を招集し、議長を務めている。  
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【学校法人藤村学園寄附行為】  

(理事会) 

第 17 条 この法人に理事をもって組織する理事会を置く。  

2. 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。  

3. 理事会は理事長が招集する。  

4. 理事長は理事総数の 3 分の 2 以上の理事から会議に付議すべき事項を示し

て、理事会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から 7 日以

内にこれを招集しなければならない。  

5. 理事会を招集するには、各理事に対し、会議開催の場所及び日時及び会議

に付議すべき事項を書面により通知しなければならない。  

6. 前項の通知は、会議の 7 日前までに発しなければならない。ただし、緊急

を要する場合はこの限りではない。  

7. 理事会に議長を置き理事長をもって充てる。  

8. 理事長が第 4 項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事

全員が連名で理事会を招集することができる。この場合における理事会の

議長は、出席理事の互選によって定める。  

9. 理事会はこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか理事総数過半数

以上の理事が出席しなければ会議を開き議決することができない。ただし、

第 12 項の規定による除斥のため過半数に達しないときはこの限りでない。 

10. 前項の場合において、理事会に付議される事項につき書面をもって、あら

かじめ意思を表示した者は、出席とみなす。  

11. 理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段定めがある場合のほか、出

席した理事の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによ

る。  

12. 理事の決議について、直接の利害関係を有する理事は、その議事に加わる

ことができない。  

 

理事会では、一般財団法人短期大学基準協会により行われた第三者評価につい

ての報告が行われ、認証評価に対する役割を果たす責任を負っており、本学の経営

状況や管理運営状況、他大学における状況等の短期大学の発展のために、学内外の

必要な情報を収集している。  

 理事会は、短期大学の運営が私立学校法の定めに基づいており、国に設立を認可

された学校法人として高い公共性が求められ、組織や運営等について法的な責任

があることを認識し、学校法人の意思決定機関として適切に運営している。また、

寄附行為第 3 条(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為第 3 条)に基
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づき、学校法人運営及び短期大学運営を円滑に進めるために、常任理事会を設置し、

毎週水曜日に開催している。  

 理事は、学校法人の建学の精神を理解しており、学術機関・行政機関や企業等で

培った学識及び見識を生かして本法人の健全な経営のために有益に参画している。 

理事は、私立学校法第 38 条の規定に基づき選任しており、寄附行為に基づき適

切に構成している。また、学校教育法第 9 条の規定は、寄附行為第 12 条第 2 項第

3 号(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為第 12 条第 2 項第 3 号)

にその退任の事由について｢学校教育法第 9 条各号に掲げる事由に該当するに至っ

たとき｣と明確に規定することにより準用している。  

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップの課題＞ 

理事長のリーダーシップは、学園の経営及び管理運営に適正に発揮されており改

善すべき課題はないが、教職員の協力体制を強化し、永続的な学園運営を継続して

いくために、今後さらにリーダーシップの発揮が求められる。  

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップの特記事項＞ 

なし 
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［テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップ］ 

＜根拠資料＞ 

提出資料    5 ウェブサイト｢東女体大ヘッドライン -平成 31 年度入学式を  

挙行いたしました｣https://www.twcpe.ac.jp/headline/316221/ 

7 ウェブサイト｢東女体大ヘッドライン -令和元年度卒業式を  

挙行いたしました｣https://www.twcpe.ac.jp/headline/336071/ 

8 東京女子体育短期大学学則 

 

備付資料 222  令和元年度教授会記録     

223  部館所長会  

 

備付資料・規約集 

      9  東京女子体育大学・東京女子体育短期大学学長選考規程  

     127  東京女子体育短期大学学則 

129  東京女子体育短期大学教授会規程  

130  東京女子体育大学・東京女子体育短期大学部館所長会運営内規  

131   東京女子体育大学・東京女子体育短期大学教学委員会通則規程  

132   教務委員会規程  

133   教職委員会規程  

134  学生委員会規程  

135   キャリア支援委員会規程  

      

［区分 基準Ⅳ-B-1 学習成果を獲得するために教授会等の短期大学の教学運営

体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学長は、短期大学の運営全般にリーダーシップを発揮している。  

 ① 学長は、教学運営の最高責任者として、その権限と責任におい

て、教授会の意見を参酌して最終的な判断を行っている。  

 ② 学長は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見

を有している。 

 ③ 学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向

上・充実に向けて努力している。 

 ④ 学長は、学生に対する懲戒(退学、停学及び訓告の処分)の手続を

定めている。 

 ⑤ 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督している。  

 ⑥ 学長は、学長選考規程等に基づき選任され、教学運営の職務遂行

に努めている。 

(2) 学長等は、教授会を学則等の規定に基づいて開催し、短期大学の教育

研究上の審議機関として適切に運営している。 

 ① 教授会を審議機関として適切に運営している。 

 ② 学長は、教授会が意見を述べる事項を教授会に周知している。  

 ③ 学長は、学生の入学、卒業、課程の修了、学位の授与及び自ら必

要と定めた教育研究に関する重要事項について教授会の意見を聴

取した上で決定している。 

 ④ 学長等は、教授会規程等に基づき教授会を開催し、併設大学と合

同で審議する事項がある場合には、その規程を有している。  

 ⑤ 教授会の議事録を整備している。 
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 ⑥ 教授会は、学習成果及び三つの方針に対する認識を共有してい

る。 

 ⑦ 学長又は教授会の下に教育上の委員会等を規程等に基づいて設置

し適切に運営している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-B-1 の現状＞ 

学長は、短期大学における教学運営の最高責任者としての権限と責任において、

教授会での意見を聴取して最終的な判断を行っている。  

 学長は、人格が高潔であり、学識が優れ、本学園において 50 年の勤務実績があ

ることから本学の状況を熟知しており、本学の管理運営に関しても高い識見を有

している。  

また、実質的な創始者である藤村トヨの女性観、教育観により確立した建学の精

神に基づき、育んできた伝統と新しい息吹を加え、三つの教育理念を掲げて教育研

究を推進し、本学の向上と充実に向けて日々努力している。  

学長は、東京女子体育短期大学教授会規程第 6 条(審議事項)第 1 項(5)学生の賞

罰に関する事項(備付 -規約集  129 東京女子体育短期大学教授会規程第 6 条第 1 項)

により、教授会において学生に対する懲戒(退学、停学及び訓告の処分)について審

議し、処分を決定する。また、教学運営における最高責任者として、教務部長、学

生部長をはじめとする部館所長と部館所長会 (備付 -223)(備付 -規約集 130 東京女

子体育大学・東京女子体育短期大学部館所長会運営内規 )を開催する等、緊密に連

絡を取って情報の共有化を図り、所属職員を統督している。  

学長は、東京女子体育大学・東京女子体育短期大学学長選考規程(備付 -規約集  9 

東京女子体育大学・東京女子体育短期大学学長選考規程 )に基づき、理事会におい

て選任され、教学における事項に関し職務遂行に務め、短期大学の運営全般にリー

ダーシップを発揮している。また、例年開催されている入学式、卒業式での式辞 (提

出 -5)(提出 -7)や、教職員新年顔合わせ会での年頭挨拶では、建学の精神はもとよ

り本学の実質的な創設者であり中興の祖である藤村トヨが提唱した｢腰伸ばせ 立

つ時にも 行く時にも 座しても 臥しても、思慮の時にも 運動の時にも 腰

伸ばせ即腹の力｣という学園を象徴する教訓を引用して、学生・教職員に語りかけ

ており、強力なリーダーシップを発揮している。  

 本学では、東京女子体育短期大学学則第 9 条及び第 10 条(備付 -規約集  127 東

京女子体育短期大学学則第 9 条及び第 10 条)に基づき、教授会規程を定め、本規

程第 6 条(審議事項)(備付 -規約集  129 東京女子体育短期大学教授会規程第 6 条)

に規定する事項について審議し、学長は教授会の議長となって教員の意見を聴取

し、適切に運営している。教授会は、原則として毎月第一水曜日を定例教授会とし

ており、臨時教授会の開催も併せて年間行事予定表に組み込んでいる。  

 東京女子体育短期大学教授会規程第 6 条(審議事項) (備付 -規約集  129 東京女子

体育短期大学教授会規程第 6 条)では、教授会が審議する事項を明記しており、か

つ学長に対して意見を述べることも明記して周知を図っている。また、教授会の開

催日以前に、議題等の資料を構成員である全教員及び課長職以上の事務職員に配

付して周知することで共通理解を図り、円滑な業務の遂行ができるように配慮し

ている。  

 学長は、東京女子体育短期大学教授会規程第 6 条(審議事項) (備付 -規約集  129 

東京女子体育短期大学教授会規程第 6 条)に規定する学生の入学、卒業、課程の修

了、学位の授与及び自ら必要と定めた教育研究に関する重要事項について、教授会

から広く意見を聴取したうえで決定している。  

 学長は、東京女子体育短期大学教授会規程 (備付 -規約集  129 東京女子体育短期
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大学教授会規程)に則り、教授会構成員を招集して教授会を開催しており、本規程

第 2 条(備付 -規約集  129 東京女子体育短期大学教授会規程第 2 条)に、併設とな

る東京女子体育大学教授会と合同で教授会を招集することができる旨を定めてい

る。  

 教授会の議事録(備付 -222)は、総務課が作成し整備しており、作成した議事録に

議長及び署名人が署名捺印をしている。  

 教授会は、教育課程、学生の入学及び卒業の認定、学生生活やキャリア支援やそ

の他教学に必要な事項について教員全員が参加し意見交換や情報の共有を行う会

議体であることから、参加者全員が学習成果及び三つの方針に対する認識を共有

している。  

また、教授会の円滑な運営のため、教務委員会、学生委員会、キャリア支援委員

会その他の委員会を置き、各種委員会の規程 (備付 -規約集  131 東京女子体育大学・

東京女子体育短期大学教学委員会通則規程、132 教務委員会規程、133 教職委員会

規程、134 学生委員会規程、135 キャリア支援委員会規程)を定め適切に運営して

いる。  

 

＜テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップの特記事項＞ 

 なし 
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［テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンス］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 38 ウェブサイト「寄附行為」  

   https://www.twcpe.ac.jp/public/pdf/kifukoui.pdf  

 

備付資料 

214 ウェブサイト｢情報公開｣ 

   https://www.twcpe.ac.jp/public/index.html#gsc.tab=0  

217 令和元年度理事会決議録  

226 令和元年度評議員会議事録  

 1 監査報告書 

備付資料・規約集 

          1 学校法人藤村学園寄附行為 

 

［区分  基準Ⅳ -C-1 監事は寄附行為の規定に基づいて適切に業務を行ってい

る。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 監事は、学校法人の業務及び財産の状況について適宜監査している。  

(2) 監事は、学校法人の業務又は財産の状況について、理事会及び評議員

会に出席して意見を述べている。 

(3) 監事は、学校法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査

報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会及び評議員会

に提出している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-C-1 の現状＞ 

監事は、寄附行為第 8 条(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為

第 8 条)に基づき、評議員会の同意を得て理事会において選出した学外の者 2 名(定

数 2)がその任に当たっている。学校法人の業務については、内部監査室と連携し

て業務監査の状況について把握しており、財産の状況については、決算書、財産目

録等の資料について監査を実施し、公認会計士及び内部監査室と三様監査を実施

し適正化を図っている。  

また、学校法人の業務や財産の状況に関し、理事会及び評議員会に出席し必要に

応じて意見を述べている。  

 監事は、寄附行為第 16 条(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為

第 16 条)に基づき、業務及び財産の状況について監査を行い、会計年度終了 2 ヶ

月以内に監査報告書を作成して、理事会及び評議員会に提出(備付 -217、226)して

おり、寄附行為の規定に基づいて適切に業務を遂行している。  
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【学校法人藤村学園寄附行為】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［区分 基準Ⅳ-C-2 評議員会は寄附行為の規定に基づいて開催し、理事長を含

め役員の諮問機関として適切に運営している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 評議員会は、理事の定数の 2 倍を超える数の評議員をもって、組織し

ている。 

(2) 評議員会は、私立学校法の評議員会の規定に従い、運営している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-C-2 の現状＞ 

評議員会は、私立学校法第 41 条第 2 項に基づき、寄附行為第 20 条第 2 項｢評議

員会は 19 人の評議員をもって組織する｣とし、同第 6 条で規定する理事の定数で

ある 9 人の 2 倍を超える数の評議員をもって組織している。同第 24 条では、評議

員 19 人の選任に係る構成について規定しており、これに基づいて評議員を選任し

ている(提出 -38) (備付 -規約集  1 学校法人藤村学園寄附行為第 6 条、第 20 条、第

24 条)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（監事の職務) 

第 16 条 監事は、次の各号に掲げる職務を行う。 

一．  この法人の業務を監査すること。 

二．  この法人の財産の状況を監査すること。 

三．  この法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を

作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会及び評議員会に提出す

ること。 

四．  第一号又は第二号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産

に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実が

あることを発見したときは、これを文部科学大臣に報告し、又は理事

会及び評議員会に報告すること。 

五．  前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して評議員会

の招集を請求すること。 

六．  この法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席し、又はあら

かじめ書面をもって、意見を述べること。  
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【学校法人藤村学園寄附行為】 

(評議員会) 

第 20 条 この法人に、評議員会を置く。 

2. 評議員会は 19 人の評議員をもって組織する。 

3. 評議員会は理事長が招集する。 

4. 理事長は評議員総数の 3 分の 1 以上の評議員から会議に付議すべき事項

を示して、評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日

から 20 日以内にこれを招集しなければならない。 

5. 評議員会を招集するには、各評議員に対して会議開催の場所、日時及び

会議に付議すべき事項を書面により通知しなければならない。  

6. 前項の通知は、会議の 7 日前までに発しなければならない。ただし、緊

急を要する場合は、この限りではない。 

7. 評議員会に議長を置き評議員のうちから評議員会において選任する。  

8. 評議員会は評議員総数の過半数の出席がなければその議事を開き議決

をすることができない。 

9. 前項の場合において、評議員会に付議される事項につき書面をもって、

あらかじめ意思表示した者は、出席者とみなす。 

10. 評議員会の議事は、出席した評議員の過半数で決し、可否同数のときは

議長の決するところによる。 

11. 議長は、評議員として議決に加わることができない。 

 

評議員会は、私立学校法第 42 条及び寄附行為第 20 条の規定に基づいて、理事長

が招集して開催する。同第 22 条に規定する予算、借用金(当該会計年度内の収入を

もって償還する一時の借入金を除く)及び基本財産の処分並びに運用財産中の不動

産及び積立金の処分、事業計画、予算外の重要なる義務の負担または権利の放棄、

寄附行為の変更、目的たる事業の成功の不能に因る解散、合併、収益事業に関する

重要事項、寄付金品の募集に関する事項、その他この法人の業務に関する重要事項

で理事会において必要と認めるもの等の事項について、理事長及び理事会の諮問

に答えており、理事会の諮問機関として適切に運営している(提出 -38) (備付-規約

集 1 学校法人藤村学園寄附行為第 20 条、第 22 条)。 

 

［区分 基準Ⅳ-C-3 短期大学は、高い公共性と社会的責任を有しており、積極的

に情報を公表・公開して説明責任を果たしている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

(1) 学校教育法施行規則の規定に基づき、教育情報を公表している。 

(2) 私立学校法の規定に基づき、財務情報を公開している。  
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＜区分 基準Ⅳ-C-3 の現状＞ 

平成 23 年 4 月 1 日施行、学校教育法施行規則の改正により、短期大学が公的な

教育機関として、社会に対して説明責任を果たすとともに、教育の質の向上を図る

という観点に立って、本学のウェブサイトにおいて情報公開として以下の項目に

関する情報を広く社会に公表している(備付 -214)。  

 

【情報公開項目】  

1. 学校法人藤村学園について 

事業計画、事業報告、学園組織、役員紹介、寄附行為  

2. 財産情報 

    決算、予算 

3. 教育研究上の基礎的な情報等 

    建学の精神、三つのポリシー、教員数、学生数、施設紹介、  

教育支援(奨学金)、学納金 

4. 修学上の情報等 

教員情報、シラバス、カリキュラム、教職課程に関する情報、  

就職・資格、卒業生の進路状況、心身の健康等に関するサポート  

5. 高等教育の修学支援新制度の情報 

6. 管理運営に関する情報 

    自己点検・評価、認証評価結果、ハラスメントの防止・排除、 

危機管理、個人情報保護、公的研究費の適正な運用・管理体制 

7. その他 

教育条件、教育内容、学生の状況、国際交流・社会貢献等の概要、 

施設 

  

また、本学のウェブサイトにおいて、｢財務の情報｣として資金収支計算書、事業

活動収支計算書、貸借対照表、財産目録、収益計算書、過去 5 年間における経年変

化・財務比率の概要及び監査報告書を掲載して広く社会に財務情報を公開してい

る(備付 -214)。また、これらの資料については、私立学校法の規定に基づき、閲覧

に供する書類として経理課に備え置かれており、利害関係者からの閲覧請求に応

えられるように整備されている。  

 

＜テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンスの課題＞ 

なし 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンスの特記事項＞ 

なし 
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＜基準Ⅳ リーダーシップとガバナンスの改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証(第三者)評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動

計画の実施状況 

なし 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

リーダーシップとガバナンスについて、理事長においては、教職員の協力体制を

強化し、永続的な学園運営を継続していくために、より一層リーダーシップを発揮

していくことが求められる。学長においては、教員とのコミュニケーションを活性

化し、FD 研修をより充実させることで研修参加者を増やし、また教員の適正評価

を図るために評価制度を創設、導入する等の具体策を検討する必要がある。教授会

等の短期大学の教学運営体制について、今後、学科間におけるより一層の積極的な

意見交換をしていく必要がある。  

また、ガバナンスについては、理事会、監事、評議員会が今後も、学校教育法、

私立学校法等の法令及び寄附行為の規定に基づき適切に業務を行ってより一層の

ガバナンス強化に努めていく。  

 



該当
ページ

誤 正

11 下から5行目 幼少コース 幼小コース

20 下から12行目 追記

本学は設立当初、教員養成機関としての女子体育
専門学校として認可された。そのことにより建学
の精神はワンフレーズ的なものではなく、明確な
使命、目的を表している。したがって、すでに教
育基本法及び私立学校法の公共性を有している建
学の精神ではあるが、今後時代の変化に適わせ、
さらに敷衍、補充した教育理念を再検討する必要
がある。

20 下から11行目

建学の精神は、毎年度の『大学案内』、『入学試
験要項』、『大学案内補助資料』、『CAMPUS 

GUIDE』、ウェブサイト｢建学の精神｣などに掲載

することで、学内外での共有・表明をしている(提

出-1、2、3、4、21、25)(備付-114、115)。

建学の精神は、毎年度の『大学案内』、『入学試
験要項』、ウェブサイト｢建学の精神｣などに掲載
することで、学内外での共有・表明をしている(提

出-1、2、4、21、25)。

31 上から8行目 追記

ウェブサイト「事業報告 」

https://www.twcpe.ac.jp/public/report.html#gsc.t

ab=0

31 下から5行目 平成31年度第43回常任理事会資料 平成30年度第43回常任理事会資料

32 上から3行目 追記 平成 29 ・ 30 年度点検 ・ 評価年報

32 下から2行目 各学科ごと 各学科

33 上から3行目
また、全学生が所持している『CAMPUS 

GUIDE』(提出-3)にも教育目標｢本学の教育目標｣
を記載して学生に周知を図っている。

また、「平成29・30年度点検・評価年報」や本学
ウェブサイト「事業報告書」などで公開してい
る。(備付-68、提出-35)

34 上から7行目
学習成果として3大別7細別の能力の獲得を求めて
いる。それらの能力は以下のとおりである。

学習成果として示した能力の獲得を求めている。
令和元年度は以下のとおりである。

34 上から9行目 追記 【別表1】

34
上から9行目　　　

【別表1】下
追記

上記の令和元年度の学習成果として示した能力
を、後述する三つの方針の〈見直しの観点〉、
〈考慮した点〉を踏まえ、令和元年度に見直しを
行った。それにより、令和2年度の学習成果とし
て示す能力は以下のものとなる。

35 上から7行目

このように学習成果を定め、学校教育法第109条
に基づき、後述する｢学習成果を評価するための
評価方針｣により｢卒業認定・学位授与の方針｣
(ディプロマ・ポリシー)を点検・評価している。

このような学習成果は、学校教育法108条に基づ
き、学習成果の評価指標を定め、後述する｢学習
成果を評価するための評価方針｣により｢卒業認
定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)を点
検・評価している。

35 上から11行目
【別表2】　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（誤）【学習成果の評価指標】

【別表2】　　　　　　　　　　　　　　　　　
（正）【学習成果の評価指標】

35
下から17行目

【別表2】下

こうした成果は、卒業生数・卒業率、就職者数・
就職率などによりウェブサイトを通して学内外に
公表している(備付-47、46)。

こうした成果は、就職者数・就職率、学位授与状
況、免許・資格の取得状況、授業評価アンケート
の実施結果などによりウェブサイトを通して学内
外に公表している(備付-47、46、48)。

該当行
（行数は表等を除きカウント）

令和2年度　東京女子体育短期大学　自己点検・評価報告書　（様式1～8）　正誤表

1



該当
ページ

誤 正該当行
（行数は表等を除きカウント）

36 上から3行目
三つの方針の関連性については以下のとおりであ
る。

令和元年度の三つの方針の関連性については以下
のとおりである。

36 上から4行目 追記 【別表3、4】

36
上から4行目

【別表3、4】下
追記

令和2年度から施行される三つの方針は、後述す
る〈見直しの観点〉、〈考慮した点〉を踏まえ策
定した。関連性については以下のとおりである。

38 上から3行目
学習成果として3大別7細別の能力を身につけるこ
とにより、卒業を認定し、学位を授与している。

学習成果として示した能力を身につけることによ
り、卒業を認定し、学位を授与している。

39 上から4行目 (備付-51、58、59、60、61、62、63、64、65)
(備付-49、50、51、58、59、60、61、62、63、

64、65)

50 下から11行目 ｢教育実習(幼稚園) Ⅰ(必修)｣ ｢教育実習(幼稚園) Ⅲ(必修)｣

50 下から3行目 ｢教育実習(幼稚園) Ⅱ(必修)｣ ｢教育実習(幼稚園) Ⅳ(必修)｣

51 上から6行目
2年次ではさらに発展した専門科目により保育

者・幼児教育者としての即戦力を磨く(提出-12)。

2年次ではさらに発展した専門科目により教育者

としての即戦力を磨く(提出-12)。

51 上から13行目 ｢教育実習(幼稚園) Ⅰ(必修)｣ ｢教育実習(幼稚園) Ⅲ(必修)｣

58 上から7行目 116　資格の手引き 116　資格取得の手引き

58 下から10行目

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ

シー)は、建学の精神と教育理念を反映し、到達す

べき学習成果に対応し、身につく7つの能力(3大別

7細別)を定めている。

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ

シー)は、建学の精神と教育理念を反映し、到達す
べき学習成果に対応している。

59 上から5行目
これらについては、｢卒業認定・学位授与の方針｣
(ディプロマ・ポリシー)に明確に示している。

これらについては、各学科の｢卒業認定・学位授
与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)に明確に示して
いる。

59 上から7行目 追記
令和元年度の｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディ
プロマ・ポリシー)は以下のとおりである。

59 上から7行目 追記 【別表5、6】

59
上から7行目　　　

【別表5、6】下
追記

　令和2年度の｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディ

プロマ・ポリシー)は以下のとおりである。

60 上から3行目

こうした基準や要件は、学生便覧『CAMPUS 

GUIDE』(提出-3)に掲載している学則や｢資格の

手引き｣(備付-116)、｢教育実習の手引き｣(備付-

116)等で周知している。

こうした基準や要件は、『履修ナビ』(提出-12)、

｢資格取得の手引き｣(備付-116)、｢教育実習の手引

き｣(備付-117)等で周知している。

60 上から18行目

前述したとおり、建学の精神に基づき｢卒業認
定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)は到

達すべき学習成果に対応し、身につく7つの能力(3

大別7細別)を定めており、社会的・国際的な通用
性を有している。

前述したとおり、建学の精神に基づき｢卒業認
定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー)は到
達すべき学習成果に対応し、社会的・国際的な通
用性を有している。

2



該当
ページ

誤 正該当行
（行数は表等を除きカウント）

60 上から23行目

教務委員会が｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプ

ロマ・ポリシー)にある身につく7つの能力を、本
学のカリキュラムに当てはめ、カリキュラムマッ
プを作成した。

教務委員会が令和2年度｢卒業認定・学位授与の方

針｣(ディプロマ・ポリシー)にある身につく7つの
能力を、本学のカリキュラムに当てはめ、カリ
キュラムマップを作成した。

61 上から14行目 追記
令和元年度の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリ
キュラム・ポリシー)は以下のとおりである。

61 上から14行目 追記 【別表7、8】

61
上から14行目

【別表7、8】下
追記

令和2年度の｢教育課程編成・実施の方針｣(カリ

キュラム・ポリシー)は以下のとおりである。

62 下から8行目
【別表9】　　　　　　　　　　　　　　　　

（誤）保健体育学科（令和2年度入学）

【別表9】　　　　　　　　　　　　　　　　　

（正）保健体育学科（令和元・2年度入学）

63 上から6行目 追記

令和元年度カリキュラムの卒業の最低修得単位数
は65単位であるが、小学校・幼稚園の教員免許状

を両方取得するには、さらに16単位が必要となる

ため、81単位の修得を目指し卒業することにな

る。幼稚園教員免許状取得の場合は65単位、小学

校教員免許状の場合は70単位の修得となる。

63 上から6行目 追記
【別表10】　　　　　　　　　　　　　　　　　　
児童教育学科幼小コース（令和元年度入学）

63
上から6行目

【別表10】下

卒業の最低修得単位数は65単位であるが、小学
校・幼稚園の教員免許状を両方取得するために
は、さらに14単位が必要となるため、79単位の修
得を目指し卒業することになる。幼稚園教員免許
状取得の場合は65単位、小学校教員免許状の場合

は70単位の修得となる。幼稚園教員免許状取得の

場合は65単位、保育士資格の場合は72単位の修得
となる。

令和2年度カリキュラムの、卒業の最低修得単位

数は65単位であるが、小学校・幼稚園の教員免許

状を両方取得するには、さらに14単位が必要とな

るため、79単位の修得を目指し卒業することにな

る。幼稚園教員免許状取得の場合は65単位、小学

校教員免許状の場合は70単位の修得となる。

63 下から3行目 追記

令和元年度カリキュラムの卒業の最低修得単位数
は65単位であるが、幼稚園の教員免許状と保育士

資格の両方を取得するためには、さらに23単位が

必要となるので88単位の修得を目指すことにな

る。幼稚園教員免許状取得の場合は65単位、保育

士資格の場合は72単位の修得となる。

63 下から3行目 追記
【別表11】     　　　　　　　　　　　　　　　
児童教育学科幼保コース（令和元年度入学）

63
下から3行目

【別表11】下

卒業の最低修得単位数は65単位であるが、幼稚園
の教員免許状と保育士資格の両方を取得するため
には、さらに21単位が必要となるので86単位の修
得を目指すことになる。

令和2年度カリキュラムにおいて、卒業の最低修

得単位数は65単位であるが、幼稚園の教員免許状
と保育士資格の両方を取得するためには、さらに
21単位が必要となるので86単位の修得を目指すこ

とになる。幼稚園教員免許状取得の場合は65単

位、保育士資格の場合は72単位の修得となる。

63 下から3行目
【別表12】　　　　　　　　　　　　　　　　

（誤）児童教育学科幼保コース（令和2年度入
学）

【別表12】　　　　　　　　　　　　　　　　

（正）児童教育学科幼保コース（令和2年度入
学）
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該当
ページ

誤 正該当行
（行数は表等を除きカウント）

64 上から1行目 追記

令和元年度カリキュラムは、保育士養成課程の設
置に伴い体育短期大学としての特色を出すため、
体育教育｢動きづくり｣を強化し、授業科目全体を
精査して令和2年度、改善を図った。

64 上から18行目 授業担当教員による 実務家教員による

67 上から2行目 幼少コース 幼小コース

74 下から2行目

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ
シー)には、学生に身につく7つの能力(3大別7細
別)を学習成果とし以下のとおり定めている。

｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ
シー)は、令和2年度には学生に身につく7つの能

力(3大別7細別)を学習成果とし定めている。令和

元年度、令和2年度は以下のとおりである。

75 上から1行目 追記 【別表13、14】

75
上から1行目

【別表13、14】下

＜保健体育学科＞
｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ
シー)

＜保健体育学科＞

令和2年度　｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプ

ロマ・ポリシー)

75 上から3行目
＜児童教育学科＞
｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリ
シー)

＜児童教育学科＞

令和2年度　｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプ

ロマ・ポリシー)

75 下から8行目

学習成果は、カリキュラムマップとカリキュラム
チェックリストを用いて明確化し、シラバスには
授業科目の到達目標である｢卒業認定・学位授与
の方針｣(ディプロマ・ポリシー)で目指す資質・
能力を記載するようにしている。

学習成果は、令和2年度の｢卒業認定・学位授与の
方針｣(ディプロマ・ポリシー)」に合わせ、カリ
キュラムマップとカリキュラムチェックリストを
用いて明確化し、令和元年度のシラバスから授業
科目の到達目標である｢卒業認定・学位授与の方
針｣(ディプロマ・ポリシー)で目指す資質・能力を
記載するようにしている。

75 下から3行目
修得単位やGPA、卒業・就職率からみて、ほとん

どの学生が2年間の一定期間内で学習成果の獲得
が可能となっている。

平成元年度3月卒業生の学位授与率からみて、保

健体育学科86.1％、児童教育学科95.7％と高い率

を示し、学生は2年間の一定期間内で学習成果を
獲得している。

76 下から6行目 学位取得者数 学位授与率

88 下から6行目 追記 長期履修制度はないが、卒業後に科目等履修生

91 上から9行目 令和2年度の教員採用合格者数 令和元年度の卒業生の教員採用合格者数

122 上から17行目 『学園報』に馳せる熱意 『学園報』に懸ける熱意

誤 正

平成31年度第43回常任理事会資料 平成30年度第43回常任理事会資料

令和2年度　東京女子体育短期大学　自己点検・評価報告書（様式10）　正誤表

資料番号

59
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【別表 1】 

 

令和元年度  

＜保健体育学科＞  

・教養教育と体育学に関する専門教育を実学として学び、体育・スポーツおよび保健の視野から 

人間の一生における成長過程を幅広くとらえることのできる「理論的な知」と「実践的な知」 

を有すること。 

・体育の本質と理想を追求するとともに、その担い手である指導者の資質への理解を深めている 

こと。 

・多様化する現代社会における教育問題および社会問題を理解し、それを解き明かす探究心と、 

誠実に立ち向かう対応能力があること。 

＜児童教育学科＞  

・教養教育と児童教育・保育に関する専門教育によって、「動きづくり」「音づくり」「ものづく 

り」の視野から子どもの成長過程を幅広くとらえ、子どもの感性を豊かに育てることのでき 

る「理論的な知」と「実践的な知」を有すること。 

・児童教育の本質と理想を追求するとともに、その担い手である指導者の資質への理解を深め 

ていること。 

・多様化する現代社会における教育問題および社会問題を理解し、それを解き明かす探究心と、 

誠実に立ち向かう対応能力があること。 

 

 



【別表２】 

【誤】  

 

【学習成果の評価指標】  

レベル  直接評価  間接評価  外部評価  

機関  

就職率  ・｢学生調査アンケート｣   

休退学率  

・「学習成果測定アンケート」  

・「学習成果測定アンケート  

(卒業時アンケート )」  

日本語基礎力        

テスト  

(令和 2 年度  

から実施 )  

学位授与状況    

学科  

単位修得状況  

・「学習成果測定アンケート」  

・「学習成果測定アンケート  

(卒業時アンケート )」  

 

GPA ・｢学生調査アンケート｣   

免許・資格の       

取得状況  

  

科目  各科目の成績評価  ・｢授業評価アンケート｣   

 

【正】 

【学習成果の評価指標】  

レベル  直接評価  間接評価  

機関  

就職率  ・｢学生調査アンケート｣  

休退学率  

・「学習成果測定アンケート」  

・「学習成果測定アンケート  

(卒業時アンケート )」  

学位授与状況   

学科  

単位修得状況  

・「学習成果測定アンケート」  

・「学習成果測定アンケート  

(卒業時アンケート )」  

体力測定   

GPA ・｢学生調査アンケート｣  

免許・資格の       

取得状況  

 

科目  各科目の成績評価  ・｢授業評価アンケート｣  

 



【別表３】

♢カリキュラム・ポリシー[教育課程編成及び実施の方針]

♢アドミッション・ポリシー[入学者受け入れの方針]

東京女子体育短期大学　【保健体育学科】　令和元年度三つの方針の関係

卒
　
　
業

♢ディプロマ・ポリシー[学位授与の方針]

２．体育の本質と理想を追求するとともに、
　　その担い手である指導者の資質への理解を
　　深めていること。

３．多様化する現代社会における教育問題
　　および社会問題を理解し、それを解き明か
　　す探究心と、誠実に立ち向かう対応能力が
　　あること。

１．教養教育と体育学に関する専門教育を実学
  　  として学び、体育・スポーツおよび保健の
　　視野から人間の一生における成長過程を幅
　　広くとらえることのできる「理論的な知」
　　と「実践的な知」を有すること。

○スキル系の科目を
　講義､演習､実技､
　実習を複合的に
　学ぶ

　・外国語
　・情報リテラシー

○学校、社会、企業が求める体育・スポーツの幅
広い優れた指導者や専門家として社会に貢献でき
る学習

　　・ボランティア理論・実習
　　・インターンシップ
　　・キャリアデザイン

教養科目・専門科目 教養科目・専門科目教養科目
専門科目
（基礎）

専門科目
（選択）

○豊かな教養の基盤を
　養う

　・人文
　・社会
　・自然
　・芸術

○スポーツ科学を基
　盤とした体育専門
　の理論と技能を学
　ぶ

　・基礎理論
　・基礎実技

○専門科目を選択す
　ることにより体育
　・スポーツの理論
　と実技の両面から
　社会に出るための
　実践力を学ぶ

　・選択理論
　・選択実技

１．自らの目的を実現するための旺盛な探究心と活発な行動力をもち、安易に正解や結果を導こうとするのではなく、その過程を
　　幅広くとらえ不断の努力を惜しまず、常に他人を思いやり、新しい自分を発見しようとする意欲ある女性を求めます。

２．文武両道を重んじ、修学とスポーツ活動の両立を旨とし、本学の歴史や理念および教育方針を理解した上で、東京女子体育
　　短期大学で学びたいという熱意のある女性を求めます。

社会

高校

入
　
学
　
試
　
験

AO型入学試験 推薦入学試験 一般入学選抜

○建学の精神に基づき、本学の教育内容に高い関
心とコミュニケーション能力を有しる者

○本学の教育内容に高い関心を持ち、高校時代の
成績が優秀で、体育・スポーツ分野に明確な目的
意識を持っている者（公募推薦）

○本学の教育内容に高い関心を持ち、優れた競技
力を有し進学後もその技能に磨きをかけ体育・ス
ポーツの分野で活躍できる資質を有する者（ス
ポーツ推薦）

○入学後も意欲的に保健体育・スポーツ分野に研
鑽を重ね、将来社会で活躍が期待できる者

○本学が指定する高等学校における高等学校校長
が推薦する生徒で、本学の教育内容に高い関心を
持ち、体育・スポーツ分野に明確な目的意識を
持っている者（指定校推薦）

○本学の教育内容に高い関心を持ち、学業に優
れ、体育・スポーツに関する能力を有する者

１
　
年

２
　
年

基礎科目　本学の基本理念および歴史と伝統を学ぶ　「藤村トヨの教育」



【別表４】

♢カリキュラム・ポリシー[教育課程編成及び実施の方針]

♢アドミッション・ポリシー[入学者受け入れの方針]

高校

○体育短期大学の特性を生かした専門的な体育
　教育や、動きづくり、音づくり、ものづくり
　について学ぶ
○保育所やその他の児童福祉施設、幼稚園や
　小学校の指導者としての資質・能力を学ぶ

　　　・総合表現（創作オペレッタ）
　　　・キャリアデザイン
　　　・幼稚園・小学校教育実習
　　　・保育、施設実習
　　　・保育、教職実践演習

１．”スポーツを愛し、子どもを愛せる人”を求めます。

２．自らの目的を実現するための旺盛な探究心と活発な行動力をもち、安易に正解や結果を導こうとするのではなく、
　　その過程を幅広くとらえ不断の努力を惜しまず、常に他人を思いやり、新しい自分を発見しようとする意欲ある女性を求めます。

３．本学の歴史や理念および教育方針を理解した上で、東京女子体育短期大学で学びたいという熱意のある女性を求めます。

入
　
学
　
試
　
験

AO型入学試験 推薦入学試験

○本学が指定する高等学校における高等学校校長
が推薦する生徒で、本学の教育内容に高い関心を
持ち、身体教育を中心とした保育・幼児教育およ
び児童教育の分野に明確な目的意識を持っている
者（指定校推薦）

○音楽、図画工作、教
   育原理、発育心理学
   等保育・幼児教育お
   よび児童教育の基礎
   理論と基礎実習によ
   り実践力を養う

○子どもたちの感性を豊かに育てるための確か
　な実践力を学ぶ
　◇幼小コース
　　幼稚園教諭および小学校教諭の資格取得に
　　必要な指導内容
　◇幼保コース
　　幼稚園教諭および保育士の資格取得に
　　必要な指導内容

　　　・教科指導方法
　　　・保育内容指導方法

一般入学選抜

○建学の精神に基づき、本学の教育内容に高い関心
とコミュニケーション能力を有する者

○本学の教育内容に高い関心を持ち、高校時代の
成績が優秀で、身体教育を中心とした保育・幼児
教育および児童教育の分野に明確な目的意識を
持っている者（公募推薦）

○本学の保育・幼児教育および児童教育に高い関
心を持ち、学業に優れた者

○入学後も意欲的に身体教育を中心とした保育・幼
児教育および児童教育の分野に研鑽を重ね、将来社
会で活躍が期待できる者

○本学の教育内容に高い関心を持ち、優れた競技
力を有し進学後もその技能に磨きをかけスポーツ
の分野で活躍できる資質を有しており、将来、保
育・幼児教育および児童教育の分野で活躍が期待
できる者
（スポーツ推薦　幼小コース）

１
　
年

基礎科目　本学の基本理念および歴史と伝統を学ぶ　「藤村トヨの教育」

２
　
年

教養科目
専門科目

(教科に関する科目)
教養科目・専門科目

○豊かな教養の基盤を
　学ぶ

　・人文
　・社会
　・自然
　・情報

専門科目
（教職に関する科目・保育に関する科目）

１．教養教育と児童教育・保育に関する専門教育
　　によって、「動きづくり」「音づくり」「も
　　のづくり」の視野から子どもの成長過程を幅
　　広くとらえ、子どもの感性を豊かに育てるこ
　　とのできる「理論的な知」と「実践的な知」
　　を有すること。

２．児童教育の本質と理想を追求するととも
　　に、その担い手である指導者の資質への
　　理解を深めていること。

東京女子体育短期大学　【児童教育学科】　令和元年度三つの方針の関係

卒
　
　
業

♢ディプロマ・ポリシー[学位授与の方針]

３．多様化する現代社会における教育問題およ
　　び社会問題を理解し、それを解き明かす探
　　究心と、誠実に立ち向かう対応能力がある
　　こと。

社会



【別表５】  

 

＜保健体育学科＞ 

令和元年度 ｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東京女子体育短期大学 保健体育学科は、本学建学の精神に沿って以下の要件

を満たす学生に対し、「短期大学士（保健体育）」を授与します。  

 

１．教養教育と体育学に関する専門教育を実学として学び、体育・スポーツお

よび保健の視野から人間の一生における成長過程を幅広くとらえること

のできる「理論的な知」と「実践的な知」を有すること。  

２．体育の本質と理想を追求するとともに、その担い手である指導者の資質へ

の理解を深めていること。 

３．多様化する現代社会における教育問題および社会問題を理解し、それを解

き明かす探究心と、誠実に立ち向かう対応能力があること。  



【別表６】  

 

＜児童教育学科＞  

令和元年度 ｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京女子体育短期大学 児童教育学科は、本学建学の精神に沿って以下の要件

を満たす学生に対し、「短期大学士（児童教育）」を授与します。  

 

１．教養教育と児童教育・保育に関する専門教育によって、「動きづくり」「音

づくり」「ものづくり」の視野から子どもの成長過程を幅広くとらえ、子ど

もの感性を豊かに育てることのできる「理論的な知」と「実践的な知」を有

すること。 

２．児童教育の本質と理想を追求するとともに、その担い手である指導者の資質

への理解を深めていること。 

３．多様化する現代社会における教育問題および社会問題を理解し、それを解き

明かす探究心と、誠実に立ち向かう対応能力があること。  

 



 【別表 7】 

 

＜保健体育学科＞  

 令和元年度 ｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラムの体系 

保健体育学科の教育課程は、本学の基本理念を具体化し教育目的を達成する

ために、独自の基礎科目・一般的な教養科目・体育の専門科目で構成されます。 

保健体育学科は、保健体育に関する専門の学術と技芸を教授研究し、有能な女

子体育指導者を養成するとともに、健全なよき社会人を育成することを目的と

しています。また、今日の社会の変化等に対応し、社会体育の振興と生涯スポー

ツの普及に伴う社会体育指導者の需要にも応じるとともに、一般企業でも活躍

できる人材の育成も目指しています。 

本学科のカリキュラム体系は、基礎科目において本学の基本理念および歴史

と伝統を学びます。２年間の学びでは、教養科目によって豊かな教養の基盤を養

い、スポーツ科学を基盤とした体育専門の基礎理論を実学として学び、かつ体育

の基礎技能を習得し、社会に出るための実践力を養います。そのため各種スポー

ツ指導者としての公的資格取得への道を講じ、多様な進路に対応できるように

しています。また、東京女子体育大学へ編入し、さらに高度な学びを求める学生

のために、体育学部カリキュラムとの互換性を高くするなどの措置を講じてい

ます。  

 

カリキュラムの特色 

保健体育学科のカリキュラムは、学校、社会、企業が求める体育・スポーツの

幅広い優れた指導者や専門家としての実践力を身につけるため、進路にあった

選択ができるよう選択科目を多く開設しています。 

体育における学修内容は多岐にわたり、不得意な科目も出てきます。本学科で

は学生同士が教え合い深く交流しながら、相互に学び合うことを大切にしてい

ます。教員が学生と活動の場を共有し、教務補佐員やスチューデントアシスタン

トと連携しながら、一人ひとりにきめ細かく指導する体制を整えています。本学

の学生は、このような環境のなかで常に自らの限界を超えていくように努力し

ていきます。  

 



【別表８】  

 

＜児童教育学科＞  

令和元年度 ｢教育課程編成・実施の方針｣(カリキュラム・ポリシー) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラムの体系 

児童教育学科の教育課程は、本学の基本理念を具体化し教育目的を達成する

ために、独自の基礎科目・一般的な教養科目・教科に関する科目・教職に関する

科目および保育に関する科目で構成されます。 

児童教育学科は、乳幼児・児童に関する専門的な学術と技芸を教授研究し、保

育所やその他の児童福祉施設、幼稚園および小学校の有能な指導者を養成する

とともに、健全な社会人を育成することを目的としています。教員・保育士養成

を主たる目的として、「動きづくり」、「音づくり」、「ものづくり」など実践

力をもつ指導者の養成を目指しています。さらに具体的に学校教育・社会教育・

家庭教育を含む生涯教育を背負って立つことのできる、健全な信頼される女子

教育者、保育者育成を目指しています。 

児童教育学科のカリキュラム体系は、基礎科目において本学の基本理念およ

び歴史と伝統を学びます。２年間の学びでは、教養科目によって豊かな教養の基

盤を養い、教科に関する科目、教職に関する科目および保育に関する科目から、

子どもたちの感性を豊かに育てるための確かな実践力を養います。  

また、東京女子体育大学へ編入し、さらに高度な学びを求める学生のために、

保健体育学科カリキュラムとの互換性を高くするなどの措置を講じています。  

 

カリキュラムの特色 

 児童教育学科のカリキュラムは、体育短期大学の特性を生かした専門的な体

育教育や、動きづくり、音づくり、ものづくりについて学び、保育所やその他の

児童福祉施設、幼稚園や小学校の指導者としての資質・能力を養います。  

さらにその集大成として創作オペレッタを上演し、仲間とともに手づくりで

創造に向かう過程を身をもって体験できるようにしています。また、コース制を

導入して進路希望に即した履修指導を行い、体育短期大学の充実した専門施設

を生かし、スポーツ指導資格取得を含めた広範囲な分野での自己実現が図れる

ように工夫しています。 

児童教育学科における学修内容は多岐にわたり、実践的・体験的な学修が求め

られます。そこで学生同士が学び合い、主体的・対話的で深い学びとなることを

大切にしています。学生と教員が活動の場を共有し、一人ひとりにきめ細かく指

導する体制を整えています。本学の学生は、このような環境のなかで常に自らの

限界を超えていくように努力していきます。 

 



【別表９】  

【誤】  

 

保健体育学科(令和 2 年度入学) 

授業科目  必修  選択  最低履修単位数  

教養科目  4 単位  10 単位  14 単位  

専門科目  

基礎理論  10 単位   
24 単位  

基礎実技  2 単位  12 単位  

選択理論   
24 単位  24 単位  

選択実習   

教養科目の余剰単位   

  専門科目の余剰単位   

教職科目の指定科目の単位   

卒業要件単位  16 単位  46 単位  62 単位  

 

 

 

 

【正】 

 

保健体育学科(令和元・2 年度入学) 

授業科目  必修  選択  最低履修単位数  

教養科目  4 単位  10 単位  14 単位  

専門科目  

基礎理論  10 単位   
24 単位  

基礎実技  2 単位  12 単位  

選択理論   
24 単位  24 単位  

選択実習   

教養科目の余剰単位   

  専門科目の余剰単位   

教職科目の指定科目の単位   

卒業要件単位  16 単位  46 単位  62 単位  

 



【別表 10】  

 

児童教育学科幼小コース(令和元年度入学) 

授業科目  

幼稚園     

小学校教諭  
幼稚園教諭  小学校教諭  

最低履修単位数  最低履修単位数  最低履修単位数  

教養科目  
必修  13 単位  13  

単位  

13 単位  13  

単位  

13 単位  13  

単位  選択     

専門科目  

必修  67 単位  
68  

単位  

38 単位  
42  

単位  

43 単位  
47  

単位  
選択必修  1 単位   1 単位  

選択   4 単位  3 単位  

教養科目   

専門科目  
選択    10 単位  

10  

単位  
10 単位  

10  

単位  

取得要件単位  81 単位  65 単位  70 単位  

 



【別表 11】  

 

児童教育学科幼保コース(令和元年度入学) 

授業科目  

幼稚園教諭  

保育士  
幼稚園教諭  保育士  

最低履修単位数  最低履修単位数  最低履修単位数  

教養科目  
必修  13 単位  13 

単位  

13 単位  13  

単位  

9 単位  11  

単位  選択    2 単位  

専門科目  

必修  70 単位  
75 

単位  

38 単位  
42  

単位  

54 単位  
61  

単位  
選択必修  5 単位   7 単位  

選択   4 単位   

教養科目   

専門科目  
選択    10 単位  

10  

単位  
  

取得要件単位  88 単位  65 単位  72 単位  

 



【別表 12】  

 

 

【誤】  

 

児童教育学科幼保コース(令和 2 年度入学) 

授業科目  

幼稚園教諭  

保育士  
幼稚園教諭  保育士  

最低履修単位数  最低履修単位数  最低履修単位数  

教養科目  
必修  13 単位  13 

単位  

13 単位  13  

単位  

9 単位  11  

単位  選択    2 単位  

専門科目  

必修  68 単位  
73 

単位  

38 単位  
42  

単位  

54 単位  
61  

単位  
選択必修  5 単位   7 単位  

選択   4 単位   

教養科目   

専門目目  
選択    10 単位  

10  

単位  
  

取得要件単位  86 単位  65 単位  72 単位  

 

 

 

 

【正】  

 

児童教育学科幼保コース(令和 2 年度入学) 

授業科目  

幼稚園教諭  

保育士  
幼稚園教諭  保育士  

最低履修単位数  最低履修単位数  最低履修単位数  

教養科目  
必修  13 単位  13 

単位  

13 単位  13  

単位  

9 単位  11  

単位  選択    2 単位  

専門科目  

必修  68 単位  
73 

単位  

38 単位  
42  

単位  

54 単位  
61  

単位  
選択必修  5 単位   7 単位  

選択   4 単位   

教養科目   

専門科目  
選択    10 単位  

10  

単位  
  

取得要件単位  86 単位  65 単位  72 単位  

 



【別表 13】 

 

＜保健体育学科＞  

令和元年度 ｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

 

１．教養教育と体育学に関する専門教育を実学として学び、体育・スポーツお

よび保健の視野から人間の一生における成長過程を幅広くとらえることので

きる「理論的な知」と「実践的な知」を有すること。 

 

２．体育の本質と理想を追求するとともに、その担い手である指導者の資質へ

の理解を深めていること。 

 

３．多様化する現代社会における教育問題および社会問題を理解し、それを解

き明かす探究心と、誠実に立ち向かう対応能力があること。  

 

 



【別表 14】 

 

 

＜児童教育学科＞  

令和元年度 ｢卒業認定・学位授与の方針｣(ディプロマ・ポリシー) 

 

１．教養教育と児童教育・保育に関する専門教育によって、「動きづくり」「音

づくり」「ものづくり」の視野から子どもの成長過程を幅広くとらえ、子ど

もの感性を豊かに育てることのできる「理論的な知」と「実践的な知」を有

すること。 

２．児童教育の本質と理想を追求するとともに、その担い手である指導者の資質

への理解を深めていること。 

 

３．多様化する現代社会における教育問題および社会問題を理解し、それを解き

明かす探究心と、誠実に立ち向かう対応能力があること。  
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